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表紙写真

　電気鉄道は大量輸送の柱として安全性，信

頼性，経済性，高速性，快適性，利便性に優

れ，さらには省電力，保守および環境保護に

利点を持ち，日本のみならず諸外国において

も人と環境に優しい公共輸送手段として，ま

すます期待されている。

　東海旅客鉄道株式会社と西日本旅客鉄道株

式会社は，次世代新幹線車両として数々の

利点を持つN700系新幹線車両を開発した。

2005年 4月から量産先行試作車で本線走

行試験中である。

　表紙写真はスピード感あふれるN700系

新幹線車両をイメージ的に表現している。

（原写真提供：東海旅客鉄道株式会社）
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特集 1 交通・特機

（1）

完全電化社会の到来

河村　篤男
横浜国立大学大学院工学研究院教授 工学博士

　品川 新幹線駅 開業 運行列車 総数 増加
列車運行 消費電力量 減少 1年後 JR

関係者 聞 現在 状態 維持 消費
量 減少 持続可能 発展 典型

言 技術 列車 運動 発電
電気 回生

再利用 技術 新型車両 実際
目 触 部分 華 目立 回生 実
効 人目 触 地上 電力設
備 N700 系導入後 電電圧変動 対応

進展 期待 大
　 電気 有効利用技術 省 技術
言 後 向 技術 印象 与 名称

我々 自負 肩身 狭 思
異常気象 地球温暖化 起

説 体感 現実
地球 技術 呼 省

技術 世間一般 浸透 技術 支

知名度 高
電車 方 名前 売
　資源 庁 資料 数年 日本
電力化率 一次 供給量 発電用 投入

割合 40％ 超 先進国
中 比率 高
50％ 近
高 25％程度
有効 利用 技術

消費分野 見 産業用
民生用 家庭内消費 圧倒的 多 運輸分野 鉄
道分野以外 皆無 言 状態
車 乗 電車 使 断熱効果 高 住

過 省 生活 地球 優
現実 大型車

買 物 行 家中 入 快適

生活 気楽 数円単位
割引 電気 節約 方 地球 優

行動 実感
真 中 現在 電気使用量 ○○円/時間  
電費表示 効果

　電化住宅 家庭内 源 電気 頼 定
義 電化社会 定義
電化率 例 開発途上国 集落 程
度 比率 電気 供給 指標 使
国 地域 資源 使 方 違

仮 1次 発電用 消費
社会活動 電気
営 社会 完全電化社会 定義
社会 形態 資源 乏 環境問

題 国民 関心 高 国 世界最初 実現 思
達成 2 自動

車 電気駆動化 自然 利用 HEV
FCEV PureEV 普及 進 完全電化社会
近 時 忘 鉄道 地上

設備 車 道路電力設備 思 回
生 運動 処理

対応可能 地味 核 基
礎技術 必要 出番 Renewable 
Energy 同様 言 美 回 風車

処理 部分 大事
　2006 年 初夢 紹介 終 20XX 年
電気 画期的 技術革新

北海道 風力発電 印
可能 偽造 印 分離

新技術 例 鹿児島産 電
気 質 売 出

売買 個人 可能
夢 中 考 目

覚
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交通・特機分野における最新技術と取組み

田中　滋夫

田中　滋夫

電気鉄道電力 技術企画
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部長 電気
学会会員

　まえがき

　地球温暖化対策 国際的 枠組 1997 年 12 月
採択 京都議定書 2005 年 2 月 発効 至 正式
国際法 効力 持

　鉄道 図 1 分 圧倒的 効率
高 大量 高速 安全 経済的 輸送手段 高
速化 快適性 利便性 向上 目指 各種政策 実行

都市圏 混雑率 図 2 着実 低下
加 少子高齢化社会 対応

多様化 中 欧州風 快適 低床形 LRT Light Rail 
Transit 都市部 導入 交通政策 一環 加

貨物輸送 自動車 利用転換

期 異 時代背景
改 提唱 中 鉄道 環境保護
太 基軸 中 今後 持続的 発展 続

　道路交通分野 要件 環境基準 達成 今後 都
市部 高速道路 環状道路 整備
多 延長 長 環境基準達成

換気塔 排出空気 周辺 二酸化窒素
濃度 軽減 局所対策技術 注目
　本稿 交通 特機分野 富士電機 最新技術
取組 概括

　鉄道車両システム

　鉄道車両 図 3 示 飽
実現 技術

技術 中核 変圧器 電動
機 小型軽量化技術 最適設計 実現

高度 技術 求

（a）旅客

（b）貨物

（
kJ
/人
・
km
）

出典：交通関係エネルギー要覧 平成17年版（2005-03）
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（3）

2.1　新幹線車両システム

　富士電機 新幹線 初代営業車 東海道新幹線 0
系 現在試作車両 連日試験走行 東海道 山
陽新幹線直通用次世代車両 N700 系 至 主
回路電気品 主変圧器 主変換装置 主電動機 納入

　N700 系 主回路 主流
IGBT Insulated Gate Bipolar Transistor 適用
3 制御 PWM Pulse Width Modulation

方式 核 高性能 高機能 低騒
音化 図 乗 心地 車内静粛性 向上

環境適合 省 実現
主変換装置 64 CPU 構成 制御装置
搭載 多岐 制御演算処理 高速 高精度 実行

制御 加速性能 確保 乗 心
地 向上 可能 新開発 複数電動機駆動 制
御 空転再粘着機能 搭載 騒音 振動 抑制

周波数変調機能 付加 新 PWM方式
採用

2.2　在来線車両システム

　直流電車 駆動 補助電源 技術
共通性 高 双方 架線電圧 最適 電圧

IGBT 適用 2 方式 補
助電源 近年 重要性 高
小型軽量 高信頼 高効率 省 加 冗長
性 静粛性 要求 今後 省
車内快適性 目指 高周波 低損失
二律背反 新 回路方式 補助電源装

置 提供 計画
　 2005 年 開催 日本国際博覧会 愛知万博

線 日本 初 営業運転 愛知
高速交通株式会社東部丘陵線用 車両 磁気
浮上 納入 万博中 後 安定輸送
貢献

2.3　リニアモータ駆動ドアシステム

　永久磁石可動 型 同期 適用 安全
性 高信頼性 保守性 優 駆動 東日本
旅客鉄道株式会社 JR 東日本 累積 1万台以上納入

市交通局向 鋭意納入中 閉
動作時 戸挟 検知機能 乗客 安全性 高

冗長式 高 信頼性 実現

2.4　鉄道車両分野における先進技術

　鉄道車両分野 多 技術開発 取 組
以下 代表例 紹介
（1）　速度 制御技術
　誘導電動機 制御 車両駆動 導入
細 制御 高速 行 可能 最近

電動機 小型軽量 全閉化 速度
削除 省 低減 可能 速度

化 取組 進
　速度 制御 図 4 示

出力電圧 電動機電流 速度推定 行
時 速度推定

出力電圧 小 低速 精度 速度 推
定 難 複数台 誘導電動機 駆動 場合

鉄道車両のニーズ 電気品の課題 実現のための技術

高信頼化

部品点数低減

回路簡素化

高ノイズ耐量化

速達性・定時性
高出力化

小型軽量化

高効率化

快適性
高粘着性能化

リアクトル騒音の低減

電動機騒音の低減

環境適合性
高EMC化

パンタグラフ点電流高調波低減

鉛フリーはんだ化

高速化
高加減速化

乗り心地
車内静粛化

電磁環境両立性
電源に優しい
有害物質排除

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
ミ
ニ
マ
ム
化

解
析
技
術
・
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術
・
製
造
技
術

主
回
路
技
術

制
御
技
術

電動機磁歪（じわい）音低減制御

空転滑走制御

全電気ブレーキ制御

速度センサレス制御

永久磁石電動機

電動機全閉化

電動機騒音低減

最適回路方式（2・3レベル）

走行風冷却（ブロワレス）方式

多直列高周波スイッチング

スナバレス方式

高圧大容量IGBT

図3　鉄道車両のニーズと実現のための技術
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平均速度 平均加速度 推定 制約
車両駆動分野 適用 課題 克服
必要 富士電機 高速 速度推定 行
可能 誘起電圧 基 速度推定方式 速度推定誤差
少 電流 磁束 基 速度推定方式

方式 採用 両方式 長所 生
表１ 示 課題解決 取 組

（2）　主電動機 技術
　現在主流 誘導電動機 冷却 外気 取 入
内部 金属粉 堆積

回転子 風切 音 大 分解周期 延長
低減 静粛性 向上 目指

密閉型誘導電動機 開発

　 高効率 小型軽量化 近 将来 永久
磁石同期電動機駆動 実用化 永
久磁石同期電動機 誘導電動機 高効率 軽量化 図

環境 最適合 期待
個別 方式

増加 惰行時 誘起電圧対策 必要
小型軽量化 目指 最適

研究

　鉄道地上システム

　鉄道電力分野 取 組 代表的 新鋭
製品 紹介

3.1　パワーエレクトロニクス技術応用システム

　電気鉄道電力 図 5 示
移動性重負荷 起因 電圧変動 回生電

力対策 交流 電 単相負荷
起因 電源不平衡対策 2005
年 夏 開業 秋葉原－ 間 最速 45 分 結

（4）

インバータ

ゲート信号

トルク指令 ベクトル
制御演算

電圧指令
PWM

推定速度
電動機電流

IM

IM：誘導電動機

電動機速度
推定演算

IM

IM

IM

図4　速度センサレスベクトル制御系構成

表1　速度センサレスベクトル制御方式の課題と解決方法

課　題

惰行再起動時の速度推定

複数台駆動時の空転抑制・
再粘着

誘起電圧に基づく速度推定方式による励磁
通流直後の高速・高確度速度推定

電流・磁束オブザーバに基づく速度推定方
式による極低速での高精度速度推定・高精
度トルク制御

オブザーバ電流・磁束，誘起電圧の変動に
基づく高速・高感度加速度演算

解決方法

後退起動・全電気ブレーキ

PWMコンバータ

列車負荷 負荷にもなり，電源にもなる 回生電力対策

ブレーキシュー摩耗軽減
定位置停止，乗り心地改善
電力有効利用

変電所電圧
き電線電圧

逆相電流対策

電力回生インバータ

電力設備 高調波を発生する（直流き電） 電源高調波対策

高調波対策ガイドライン

整流器の多パルス化

回生電力吸収装置

サイリスタ整流器

PWMコンバータ

移動性で変動が激しい 電圧変動対策

負荷電流と事故電流の判別が困難 特殊な保護方式

高調波を発生する 高調波対策（車両）

単相負荷である 電源不平衡対策

き電回路 帰線が大地と非絶縁である 通信誘導対策

電食対策

地磁気対策

き電電圧補償装置

他励式SVC

自励式SVC

特徴 技術課題
パワーエレクトロニクス
技術による解決方法

鉄
道
電
力
系
統
の
特
徴

図5　鉄道電力系統の特徴とパワーエレクトロニクス技術応用システム
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大地 漏 電流 茨城
県 地磁気観測所 乱 与
漏 電流 局所化 目的 高精度 直流電

圧制御機能 有 力行 回生 可逆変換機能 持
PWM 国 初 採用

IGBT 適用 自励式 技
術

3.2　直流変電設備

　直流変電所 機器 小型軽量 省 省
加 環境対応 強 代表的

新鋭製品 京都議定書 呼応 脱六 化硫
黄 SF6 化 実現 式 脱
化 実現 純水沸騰冷却式半導体変換装置

小型軽量 省保守 観点 直流高速度真空遮
断器 遮断器 従来 50 kA 遮断形 主
流 規格最大容量 小型化
図 100 kA遮断形 開発 2005 年 納入

　道路環境設備

　富士電機 道路環境 改善 目指 約 30 年前 電気
集 装置 実用化研究 取 組 多 実績

従来 直流集 方式 再飛散 大粒径粒子
集 性能 低下 再飛散防止 注

目 研究 重 結果 2002 年 独創的
交流集 方式 考案 2004 年 世界 初 再飛
散 防止 交流電気集 装置 製品化 成功
集 装置 換気塔 排出 自動車排

出 含 内空気 浮遊粒子状物質 除去
集 部 交流電界 印加 高

集 効率 大粒径粒子 再飛散 防止

　 道路環境改善 目指 生態系 影響 懸念
100 nm以下 粒子 効率的 集

方法 研究開発 進

　新しい取組み

　交通分野 新 品質管理 取組
紹介

5.1　列車無線システム

　鉄道 使命 安全 安定輸送 中 列車 運
行 管理 指令 列車乗務員 連絡業務
重要 役割 持 近年 列車 高速化 高密度化
指令 列車 通信量 増加 傾向 限 既存
通信 中 情報交
換 迅速 正確 行 重要 一方 無
線通信技術 携帯電話 代表 急速 技術進歩
見 在来鉄道 既存 線路 沿 通

信 実現 必要 多数 駅無線装置 保有
近年 高度化 通信 移行 新線

以外 投資対効果面 難 実情
　富士電機 既存 音声 列車無線通信

活用 中 通信品質 改善 迅速化 運用
高機能化 実現 経済的 列車無線 取 組

5.2　組込形ソフトウェア品質の向上

　 製品 組込形
品質向上 目的 米国 提唱 開
発 成熟度 SW-CMM Software 
Capability Maturity Model

技術 開発
　 手法 市交通局 地下鉄車両用

開発 適用 図 6 示 活動
1年 第三者 米公認

CMM 2 認定 受 国内 第三者監査
認定取得例 少

　あとがき

　交通 特機分野 最新技術 取組 紹介
分野 最先端 技術

技術 小型 高
性能 省 省 快適性 加 環
境対応 今後 強 求 富士
電機 市場 先取 積極的 研究開発 推進

真 本意 製品 提供 所存
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N700系新幹線車両用主回路システム

井上　亮二 坂本　　守 神田　　淳

井上　亮二

鉄道車両用電気品
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部車両

技術部担当部長

坂本　　守

鉄道車両用
応用機器 開発 設計 従事

現在 富士電機 株式会
社機器本部神戸工場 技術
部課長補佐

神田　　淳

鉄道車両用
応用機器 開発 設計 従事

現在 富士電機 株式会
社機器本部神戸工場 技術
部課長補佐

　まえがき

　新幹線車両用主回路 1964 年 開業 東
海道新幹線 210 km/h 営業運転 開始
0系新幹線車両 始 安全性 信頼性 経済性 対
要求 後 高速化 省

化 省 化 乗 心地 快適性 向
上 環境調和 対応 時代 要請 応
技術革新 実現 図 1 新幹線車両用主回路

技術 変遷 示
　1960 年代 1980 年代 採用 直流電動機
駆動方式 発展 1990 年代 新幹線営業車

初 300 系新幹線車両 採用 PWM Pulse 
Width Modulation

注

交流
誘導電動機駆動方式 主流 高速化 大容量化
実現 交流回生 方式 採用 省

化 主回路 電気品 小型軽量化 主電動機
無整流子化 主回路 無接点化 保守省力化 実現

注  交流 直流 電力 変換

順変換器 電源側 整流器 一般的 技術用語

本稿 慣用 従 単 記

1960年代

強制風冷方式

主回路用
パワーデバイス

新幹線車両用
主回路システム

制御方式

ダイオード

サイリスタ

GTOサイリスタ

次世代デバイス

IGBT

60 61 62 63 64 65 66 67 68 69

1970年代
70 71 72 73 74 75 76 77 78 79

1980年代
80 81 82 83 84 85 86 87 88 89

1990年代
90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

2000年代
00 01 02 03 04 05 06 07 08 09

ダイオード
1,300V，300A

ダイオード
4,000V，1.600A

ダイオード
2,500V，1,600A

サイリスタ
2,500V，1,000A

サイリスタ
4,000V，1,000A

GTOサイリスタ
4,500V，3,000A

GTOサイリスタ
4,500V，4,000A

IGBT
2,500V，1,000A

IGBT
2,500V，1,800A

IGBT
4,500V，900A

乾式走行風
自冷

IGBT適用3レベルPWMコンバータ・インバータ制御

IGBT
3,300V，1,200A

トランジスタ マイコン 16ビットCPU

フッ化炭素浸漬形沸騰冷却

フロン個別フィン形沸騰冷却 フッ化炭素フィン形沸騰冷却

32ビットCPU

64ビットCPU

アナログIC

フロン浸漬形沸騰冷却

低圧タップ切換＋ダイオード整流制御 サイリスタ位相制御

GTO適用2レベルPWMコンバータ・インバータ制御

アナログIC＋
デジタルIC

ダイオード
2,500V，800A

SiCデバイスほか

素子冷却方式

IGBT適用3レベルPWMコンバータ・
2レベルPWMインバータ制御

図１　新幹線車両用主回路システム技術の変遷
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　新幹線車両用主回路 技術進歩 主電
動機 駆動制御 主変換装置

CI 主回路 高性能 高耐圧 大
容量化 制御 高性能
高機能 高速化 技術

技術 目覚 進歩 負
非常 大

　今後 高速 快適 環境性 高
追求 考

　以下 新幹線車両用主回路 技術変遷
蓄積技術 最新技術 融合 東海旅客鉄道

株式会社 JR東海 西日本旅客鉄道株式会社 JR西日
本 共同開発 量産先行試作車 2005 年 3 月 完
成 N700 系新幹線車両 主回路 紹介

　主回路システム

2.1　主回路システムの変遷

　交流 25 kV 電 新幹線車両 1964 年 東海
道新幹線開業 最高速度 210 km/h 運用 初代新
幹線車両 0系 主変圧器二次側 切換
交流電圧 制御 整流器 直流電動機
駆動 方式 抵抗器 制動

消費 発電 方式 後
進歩 整流器 整流

器 移行 1981 年 開業 東北 上越新幹線用車
両 開発 200 系 主変圧器二次巻線 不等
6分割 整流器 位相制御方
式 採用
　 1985 年 営業運用後約 20 年 経過 東
海道 山陽新幹線 0系 後継車両 日本国
有鉄道 国鉄 最後 新幹線車両 開発 100
系主回路 高耐圧 大電流化
4,000V 1,000A 実現 主変圧器二次巻線
4等分割 連続位相制御方式 採用
　1980 年代後半 新幹線車両 高速化 研究 進
中 高速安定走行 騒音 振動 環境対策

主回路 一層 大容量化 小
型軽量化 要求 要求 実現
GTO Gate Turn-Off 適用 PWM制御

誘導電動機駆動方式 交流
回生 方式 開発 国鉄分割民営化 1987 年
後 JR 東海 1990 年 開発 300 系 新幹線車
両 初 実用化 270 km/h 営業運転 実
現
　300 系 主回路 図 2 示 主変圧器
二次巻線 4分割 4,500V 3,000A GTO 適
用 2 4 台接続 2 台

出力 並列接続 有
直流回路 介 GTO 電力

供給 並列接続 4台 誘導電動機 駆動
PWM 方式 回生 力率 1制御
可能 効率向上 省 化 図

各 間 PWM 位相差運転
高調波電流 位相制御方式 比 大幅

低減
　300 系 実用化以降 新幹線車両用主回路
GTO 2 方

式 各 JR 新幹線車両 適用 高速化
主回路 大容量化 求 JR 東海

高速走行試験用 1995 年 開発 300X 系試験
車両 高速走行性能 満足 主電動機 大
出力化 4,500V 4,000A GTO 適用

300X 系試験車両 1995 年 7 年間
350 km/h 以上 高速領域 鉄道 諸現象 解明

走行試験 行
　 新幹線車両用主回路 技術革新

主回路素子 高性能化 大
容量化 低損失化 技術進歩 非常
大 1990 年代後半 GTO 比
高速 可能 低損失

高耐圧 大電流 IGBT Insulated Gate Bipolar 
Transistor 開発 新幹線車両用主回路
適用 可能

2.2　主回路システムの現状

　新幹線車両 質的向上 目指 PWM制御 波
形 影響 主変圧器 主電動機 電磁騒音 低
減 課題  富士電機 1996 年 JR 東海 共同
300 系車両用 2,500V 1,000A 平形 IGBT 適用 3

主変換装置 試作開発 世界 初 本線走行試
験 行 波形改善効果 電磁騒音低減 高調波電流
抑制 効果 確認
　 成果 現在 JR 東海 主力新幹
線車両 700 系 先行試作車 1997 年 開発
700 系 主回路 IGBT 適
用 3 制御方式 採用 高調波損
失 低減 図 主回路機器 低損失化 可能

M

AC25kV　60Hz　単相
パンタグラフ

主変換装置主変換装置

主変圧器

主
電
動
機

主
電
動
機

M
M
M

M
M
M
M

図2　300系新幹線車両用主回路システム
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4 両 1 構成 16 両編成内 4
構成 主変圧器 大容量化 集約化 可能

結果 編成内 主変圧器台数 300 系 5 台
4 台 減 主回路 一層 軽量化 達成

中 主変圧器二次巻線 3分割 3台
IGBT適用 3 接続

有 直流回路 介 IGBT適用 3
電力 供給 並列接続 4台 誘導電動

機 駆動
　JR東海 JR西日本 東海道 山陽新幹線直通車両

700 系 進化 N700 系 共同
開発 N700 系新幹線車両 外観 図 3 示 加速
性能 曲線通過速度 向上 最速車両 乗
心地 車内静粛性 配慮 快適性 向上 環境

適合 省 化 環境性能 向上
実現 主回路 編

成出力 向上 機器 大容量化 図 同
時 客室車内静粛化 機器 騒音低減 配慮

最適軽量化設計 主回路 大幅 軽量
化 図

　N700系主回路システム電気品

3.1　主回路システム

　新幹線車両 主回路 課題 高速安定
走行 大容量化 小型軽量化 相反 要求
同時 実現 達成

1990 年代 PWM
実用化 大容量化 小型軽量化

機能 性能向上 図 N700 系 質的
向上 目指 環境 適合 省 化 推進

車内快適性 向上 達成 N700 系主回路
図 4 示

　N700 系主回路 700 系 変更点
次
（1）　 車両性能 起動加速度 最高速度 向上 伴 編成

最大出力 増加 構成 変更
　 　起動加速度 2.6 km/h/s 700 系 2.0 km/h/s 最

高運転速度 山陽区間 300 km/h 700 系 285 km/
h 性能向上 編成出力 30%
17,080 kW 700 系 13,200 kW 伴
電動車 M車  付随車 T車 比率 向上

14M2T 編成 700 系 12M4T 編成 主回
路 14M2T 編成 中 4 両 1
構成 4M 3M1T 2 種類

構成 編成出力 向上 機器
大容量化 図 主回路

出力質量比 300 系 約 2 倍 700 系 1.2 倍
大幅 軽量化 達成

（2）　省 化 電力消費量 低減
　 　走行抵抗 低減 編成全体 力 14 両
電動車 負担 回生電力 増加

東京－新大阪間 走行 電力消費量 700 系
10%程度低減 見込

　N700 系新幹線車両用主回路 構成 主変圧
器 主変換装置 PWM 制御
装置 主電動機 特長 小型軽量化 低騒
音化技術 以下 説明

3.2　主変圧器

　主変圧器 二次多分割巻線 三次巻線 有
集電 電力 降圧 車両 駆動制御

主回路 補助電源装置 空調装置 補助回
路 供給
　新幹線車両 適用 PWM 用主変圧器

PWM制御 安定性 高調波抑制 面
以下 記 特性 設計 考慮
（1）　二次巻線 高 化
（2）　二次巻線間 疎結合化
（3）　高調波損失 考慮
　上記 特性 二次多分割巻線

所要値 確保 最適 配置
鉄心 鉄心 間

設置
　 300 系 700 系 適用 軽量化技
術 加 編成内主回路 数 集約化 伴 主変圧
器 集約 大容量化 編成内主変圧器総質量 低減

（8）

図3　N700系新幹線車両（写真提供：JR東海）

AC25kV　60Hz　単相
パンタグラフ

主変換装置主変換装置

主変圧器

主電動機

主
電
動
機

M
M
M
M

M
M
M
M

M
M
M
M

図4　N700系新幹線車両用主回路システム
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図
　具体的 二次巻線 分割数 異 2種類 主変圧
器 1編成 2台 計 4台搭載

容量 5,600 kVA TTM4 形 二次巻線 4 分割
4,350 kVA TTM5形 二次巻線 3分割
　最終的 変圧器容量 質量 編成全
体 0.71 kg/kVA 達成 700 系
0.75 kg/kVA 対 約 5% 質量性能 向上 意味

主変圧器軽量化 推移 図 5 TTM5 形主変圧
器 外観 図 6 記
　以下 適用 主 軽量化技術 記
（1）　 使用
（2）　 素線絶縁 使用
（3）　 材使用
（4）　外装部材 一部 材使用
　 騒音低減対策 励磁騒音低減 鉄
心材 低磁歪 材 使用 IGBT

周波数 高周波化 3 PWM化
波形改善 低次高調波成分 低減 聴感上耳触

1 2 kHz 付近 騒音周波数成分 抑制

3.3　主変換装置
3.3.1　TCI3 形主変換装置

　主変換装置 PWM VVVF
構成 主電動機 4台 並列接続

制御 行 制御装置 内蔵
基本的 回路構成 700 系 同 主回

路部 部 部
部 構成 3 方
式 採用 主半導体素子 高耐圧 大容量

低損失 形 IGBT 3,300V 1,200A
採用 2並列 1並列接続
構成
（1）　小型軽量化
　次 述 施策 盛 込 約 10% 出力向上 図

700 系主変換装置 比 体積 約 3% 質量 約
15% 小型化 実現
　（a） 　 部 部 主回路構成部品

一 集約
分

割 組 込 構成
　（b） 　 従来 適
用 採用 内部
構成 最適化 図

　（c） 　主半導体素子 冷却 沸騰冷却強制通風方式 採
用 装置 2個 冷却体 主半導体素子 集約

取 付
　（d） 　IGBT 接続 導体 独自 低

配線方式 開発適用 従来
付属 回路 省略 可能

（2）　高効率化
　 回路 省略 低損失 IGBT 採用 装置 変
換効率 向上
（3）　保守性 向上
　 交換作
業 車両側面 引 出 方式 制御

主半導体素子 端子 車両側面 配置 保
守作業性 向上 図
　TCI3 形主変換装置 外観 図 7 装置内部構成 図 8

外観 図 9 示
3.3.2　ブロアレス主変換装置（TCI905C形主変換装置）

　富士電機 JR東海 共同 主変換装置 軽
量化 目的 主半導体素子 冷却用
廃止 主変換装置 TCI905C 形主変換装置
開発 装置 TCI3 形 比 約 12% 軽量

（9）
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図5　新幹線車両用主変圧器軽量化の推移

図6　N700系新幹線車両用TTM5形主変圧器

図7　N700系新幹線車両用TCI3 形主変換装置
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化 実現 主半導体素子 冷却 装置底面 冷却
設 車両走行時 車両床下 発生

走行風 冷却 取 込 行
装置底面 走行風 流 図 示

　主半導体素子 冷却 新幹線車両用主変換装置 沸騰
冷却方式 主流 CI 冷媒 凝
縮器 不要 形状
主半導体素子冷却方式 変遷 構造 特徴 表１ 示

冷却性能 軽量化 両立 熱
流体解析 性能検証 行 形状

（10）

博多側

東京側

海側

山側主電動送風機

真空交流接触器

放電抵抗器 充電ユニット

GR・PTユニット

過電圧抑制抵抗器

OVTユニット
継電器盤

無接点制御
装置

ゲート電源
装置

制御回路
コネクタ

インバータユニット

コンバータユニット

図8　N700系新幹線車両用TCI3 形主変換装置の構造

図9　パワーユニット

博多側

東京側

走行風

アルミフィン

冷却風の流れ

図10　ブロアレスCI 外観と冷却メカニズム（走行風の流れ）

表1　主半導体素子冷却方式の変遷

300系

TCI1A

300kW×4=1,200kW

CI　形　式

CI　出　力

700系

TCI2A

275kW×4=1,100kW

TCI3 TCI905C

特　　　徴

冷 却 方 式

主回路素子

構　　　造

冷却器が小型

沸騰冷却
＋

素子：タンク浸漬方式
＋

ブロア強制風冷

GTOサイリスタ
（平形・非絶縁構造）

冷媒が少量
冷却器が小型

主回路素子の取付け構造がシン
　プル

主回路素子の取付け構造がシン
　プル
ブロアの保守が不要
ブロア分質量の軽減
温室効果ガスの不使用

沸騰冷却
＋

素子：個別冷却フィン方式
＋

ブロア強制風冷

IGBT
（平形・非絶縁構造）

N700系

305kW×4=1,220kW

IGBT
（モジュール形・絶縁構造）

沸騰冷却
＋

素子：冷却板上取付け方式
＋

ブロア強制風冷

アルミフィン冷却
＋

素子：冷却板上取付け方式
＋

走行風自冷

冷却風

凝縮器

冷媒
パーフロロ
カーボン

主回路素子
冷却フィン 蒸発器

冷却風

凝縮器

冷媒
パーフロロ
カーボン

主回路素子
冷却フィン

蒸発器

冷却風

凝縮器

冷媒
パーフロロ
カーボン

主回路素子

蒸発器

走行風
アルミフィン

主回路素子

車両形式
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決定
3.3.3　無接点制御装置

　N700 系主変換装置 搭載 無接点制御装置
64 CPU 構成

多岐 制御演算処理 高速 高精度 実
行可能 通信技術 回路集積化技術 盛 込
部品点数 削減 図 多機能化 高信頼性化 図

　入出力機能 運転指令 伝送 入力 運
転状態 情報 伝送 出力 対応
制御 図 図 無接点制御装置 外観 図

示
3.3.4　コンバータ・インバータ制御

　無接点制御装置 通信 制御
直流電圧制御 交流電流制御 中性点電位制御
制御 制御 行

特徴的 中性点電位制御 制御
説明

（1）　中性点電位制御
　3 変換器 運転条件 直流中性点
対 正側 負側 還流 電流
差 生 中性点電位 変動 特定 素子 過大 電
圧 印加 防 中性点電

位 制御 対 方式 提案 富
士電機 主回路素子 休止期間 中性点電
位 挙動 着目 電力 電流 極性 依存 中性点
電位制御方式 開発 有効性 実機組合 試験 確
認
　 方式 正負 充放電電荷量
直接制御 中性点電位 制御応答 高速化

可能 中性点電位 変動幅 低減
扱 電力 交流電流

極性 制御系 切替動作 交流電流
付近 安定 制御 実現

（2）　 制御
　安定 出力 実現 主電動機 力
行 回生 高速応答 高精度 制御 必要
　富士電機 産業分野 豊富 実績 従来

制御 適用 困難 1
4 制御 良好 制御特性 発揮
制御 実用化 以下 制御方式 概要 述

　（a）　1 4 制御 適用
　 　従来 周波数形 制御 1
1 制御 空間 互 直交
関係 励磁電流成分 電流成分 誘導電動機

＋

×

×

÷

すべり周波数
指令値

インバータ
周波数指令値

基準ロータ周波数

速度
検出器速度検出値

誘導
電動機

直流電圧
設定値

パワー制限
指令演算部

運転指令 トルク
指令演算 有効分電流

指令演算部 有効分電流
調節部

無効分電流
調節部

すべり周波数
調節部

すべり周波数
指令演算部

空転滑走
制御部

軸ずれ補償
演算部

磁束調節部
磁束

指令演算
ブレーキ
力指令

直流電圧
指令演算部

直流電圧
調節部

二次電流
調節部

ゲートスタート
信号：SGFC

 sinθ

θ
信号波形
処理部

中性点電位
制御演算部

MTr

P
W
M

P
W
M

磁束
指令値

トルク指令値
有効分電圧
指令値

無効分電流検出値
有効分電流検出値

電圧
指令値

電流検出値

誘起電圧
演算部

ビートレス
制御演算部

ベクトル
回転器

＋

－ ＋

＋ ＋

＋

＋

＋
＋

－

－
＊Vd

＊V C
＊I m ＊I s

Vd

Vd1

Vd2

二次電流：I s
三次電圧：Vs

直流電圧：Vd

＊VΔ d

＋

＋

sin

PLL

コンバータ

インバータ

し
ぼ
り
系
数

無効分電圧
指令値

ベクトル
回転器

積分

基準周波数
演算部

4

誘導
電動機

誘導
電動機

誘導
電動機

図11　制御ブロック図

（11）
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等価 周波数 基 独立 制御
方式 対 一般的 新幹線車両 主

回路 1 4 制御方式
対応 富士電機 並列台数 関

係 共通 状態量 見 磁束 位相角 基準
制御 行

　（b）　1 制御
　 　車両駆動用制御 電圧利用率 最大

1 運転 含 1
電圧振幅 調節 従来 制御
適用 対
制御方式 1 領域

電圧振幅制御 可能 1
励磁電流 電流 独立 制御

制御 本質 損 優 特性 実現

　（c）　 二次抵抗 温度変動補償
　 　 二次抵抗 運転中 温度変化 大 変化

制御 行 等価
二次抵抗 乖離 大 電圧
管理 正 行 困難 制御
二次抵抗誤差 誘起電圧 無効分

現 利用 周
波数 補正 二次抵抗 温度変動分
補償

　（d）　 電磁音 低減
　 　PWM 周波数 周波
数 電磁音 発生 周波数 非常 耳障
音 今回 耳障 音 低減
一部 速度帯 周波数 変化 機能 追加

低騒音 PWM方式 採用

3.4　主電動機

　新幹線用主電動機 最重要課題 軽量化 従来
新幹線用主電動機 以下 示 施策 実施

 構造

 構造
 軸受小径化
　N700 系 小型軽量化 加 低騒
音化 乗 心地 向上 目指 以下 述 内容
実施
（1）　 部 構造
　誘導電動機 場合 高速時 主電動機 騒音値 大

特 回転速度 高 形回転子
風切 音 顕著 耳障 音 発生 音

低減 回転子 風 当 固定子
部 絶縁 平滑化 騒音低減 図

　図 5,000 r/min 700 系 N700 系用主電動
機 騒音周波数分析結果 比較 示 施策
回転子 風切 音 大幅 低減 分
（2）　鉄心背面通風構造
　従来 主電動機 空 面 回転子風穴 大部分
風 流 構造 主電動機 鉄心背面 4
所 通風経路 構成 通風経路 構成
主電動機 冷却風 固定子 部背面

流 固定子 冷却効率 向上
内 抑 構造
（3）　回転子 低抵抗材料 採用
　回転子 低抵抗材料 銅 合金 採用

二次銅損 低減 回転子 温度上昇 抑

　以上 施策 実施 700 系用主電動機
比 同一質量 10% 出力 実現

（12）

図12　無接点制御装置

（a）700系用主電動機
0 5kHz 0 5kHz

（b）N700系用主電動機

回転子バー風切り音成分

図13　新幹線車両用主電動機の騒音周波数分析結果の比較

フレームレス構造 アルミブラケット

鉄心背面通風構造

固定子コイル
エンド部ふさぎ構造

回転子バー材に
低抵抗材料を採用

断面B-B

B

B

図14　N700系新幹線車両用TMT9形主電動機の構造
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3 4 dB 騒音低減 実現 TMT9 形主電動機 構
造 図 外観 図 示

　主回路システムの将来動向

　新幹線車両用主回路 高機
能 高性能 大容量化 細 高速 制御

技術 進歩 進展
車両用主回路 主流
IGBT 低損失化 高周波 化
一層 主回路電気品 小型軽量化 高効率化 低騒音

化 省 化 高調波電流低減 環境性能向上
図 考 新幹線車両 前

述 走行風 利用 方式 主変換装置 実
用化 遠 考 低損失
高耐圧 IGBT 開発 主回路半導体素子数 少
主回路 2 制御方式 部 適
用 主変換装置 実用化 考

　環境性能 向上 徹底 軽量化
高効率化 目指 主回路 方式変更

視野 入 永久磁石同期電動機駆動 実用化
今後進 考

　あとがき

　新幹線車両用主回路 技術開発経緯 最新
N700 系主回路 電気品 概要 今後 動向

紹介
　今後 先進 技術 適用
将来 見据 地球環境 優 信頼性 優 新幹線
車両用主回路 開発 強力 推進 所存

　 開発 支援 指導 協力 賜
JR東海 JR西日本 関係各位 深 感謝 次

第 　
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図15　N700系新幹線車両用TMT9形主電動機
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在来線車両用補助電源装置

大庭　政利 青柳　嘉木 阿部　　康

大庭　政利

鉄道車両用電機品
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部車両

技術部担当課長

青柳　嘉木

鉄道車両用補助電源装置 設計
従事 現在 富士電機
株式会社機器本部神戸工場
技術部

阿部　　康

製品 開
発 従事 現在 富士電機

株式会社
技術研究所 電気学

会会員

　まえがき

　鉄道車両 省 二酸化炭素 CO2 排出量
少 環境 優 移動手段 関心 高 富士電
機 鉄道車両用電機品 駆動用電機品 補助
電源装置 側引戸駆動装置 製作 納入
最重要機器 一 補助電源装置 多数納入
　以下 技術革新 歩

在来線車両用補助電源装置 最新技術 今後 技術
動向 紹介

　補助電源装置の変遷と技術的特徴

2.1　適用技術の変遷

　1970 年以前 室内灯 制御電源 電源
電動発電機 供給 電動発電
機 回転機構 持 騒音 大 定期的 保守
必要 整流子 交換 必要 部品

多 存在 保守 省力化 低騒音化
可能 技術 進展 伴 富
士電機 1970 年 逆阻止型 用 強制転流

単相 開発 納入 後 補助
電源装置 GTO Gate Turn Off

IGBT Insulated Gate Bipolar Transistor
半導体 進化 主回路方式 単相
DC-DC 三相 用途

合 多 持
制御 進化 高精度 入力電圧 負荷

急変 対 安定 制御 可能 図 1

補助電源装置 技術 変遷 示

2.2　最新システム

　鉄道車両用 電方式 直流 電 交流 電
補助電源装置 直流車両用 交流車両用 2種類 大

別 富士電機 各種車両 顧客 合 両
適合 装置 系列化 図 最適 装置 提

年 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005技術

主回路半導体

制  御  方  式

冷  却  方  式

主 回 路 方 式

逆阻止型サイリスタ

IGBTチョッパ＋
IGBTインバータ

磁気増幅器

12パルスGTO
サイリスタインバータ

ICトランジスタ

強制転流サイリスタインバータ

GTOサイリスタまたは
トランジスタDC-DC

コンバータ

サイリスタ整流器＋
トランジスタインバータ

サイリスタ整流器＋
IGBTインバータ

逆導通型サイリスタ GTOサイリスタ

パワートランジスタ

IGBT

マイコン

IGBT2レベル2多重インバータ

IGBT2レベルインバータ

ヒートシンク自然冷却

ヒートシンク強制風冷

ヒートパイプ自然冷却

図１　補助電源装置の適用技術の変遷
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供
（1）　直流車両用補助電源装置
　直流 電 架線電圧DC1,500V DC750V DC600V

架線電圧 回路構成 合 主回路 適用
IGBT 最適 電圧 電流 選定 回路構成

工夫 架線電圧 素子電圧 整合 図 代表的 装置
2多重方式 基本 1.7 kV 耐圧 IGBT

適用 二組直列 接続
出力 出力変圧器 結合

DC1,500V 架線電圧 対応
構成 周波数 上 可能
低騒音化 図 構成 東日本旅客鉄道
株式会社 JR東日本 E231 系電車用補助電源装置
適用 DC750V DC600V 架線電圧 対

2多重方式 適用 一
組 適用 二組 並列接続

大容量要求 対応 可能 一方
DC1,500V 架線電圧用 3.3  
kV 耐圧 IGBT 適用 多重接続 一組

構成 部品点数 低減 信頼性
向上 図 装置 装置 東京地下鉄株式会

社東西線 05 系 6 7 次車更新用補助電源装置 適用
主回路構成 図 2 図 3 示

（2）　交流車両用補助電源装置
　交流車両 架線電圧 新幹線 AC25,000V 在来線
AC20,000V 交流車両 一般的 冷房装置
大容量負荷 直接主変圧器 電力 供給
補助電源装置 負荷 以外 小容量負荷

負荷 表示灯 室内灯 制御電源

最重要負荷 代表的 装置 主変圧器三次巻
線 単相交流電源 整流器 IGBT
用 整流 直流電源 直流負荷 供給
交流負荷 直流電源 IGBT 装置 出力
変圧器 単相交流 給電 構成
構成 JR 東日本 E721 系電車用補助電源装置 適用

装置 外観 図 4 主回路構成 図 5 示
装置 最新 待機冗長 適用

旅客 向上 追求

2.3　特　徴

　富士電機 製作 在来線車両用補助電源装置 最
新 適用技術 特徴 以下 述
（1）　冗長
　鉄道車両 公共性 高 車両故障 社会 人 与
影響 少 従来 車両用電機品 編

成内 冗長性 高 補助電源装置 例外
補助電源装置 場合 一般的 1編成 2台 補助

電源装置 負荷 分担 1台 故障 場合 回路 切
換 冷房装置 負荷 半減 1台 補助電源装

置 運転 継続 延長給電 採用
近年 価値観 多様化 伴 補助電源

装置 故障時 性能 低下
求 地方線区 走行
短編成車両 補助電源装置 2台搭載

故障時 車両運休 必至
E721 系電車 装置単体 冗長性 向上

待機冗長 適用
装置 制御装置 二重系 単系

部位 二重系 部位 故障率 計算値 実績
基 選定 補助電源装置 通常時 二

重系 部位 片側 運転 片側 休止

高速度
遮断器 インバータユニット

出力変圧器

3φ

－

3φ

－

図2　E231系電車用補助電源装置の主回路構成

図4　E721系電車用補助電源装置の外観

1系

2系

制御装置

整流器
＋チョッパ

インバータ

解列コンタクタ 解列コンタクタ

－

－

図5　E721系電車用補助電源装置の主回路構成

高速度
遮断器 インバータユニット

出力変圧器

－

3φ

図3　東西線05系6・7次車更新用補助電源装置の主回路構成
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故障発生時 故障部位 休止部位 切 換 休止
部位 運転 開始 小型軽量化 強 要求

車両用電機品 冗長性 向上 最 適
一

（2）　高機能
　一定 電圧 周波数 交流電力 出力 補助電源装置

架線電圧 急変 負荷 接続
投入 遮断時 出力電流

急変 単相負荷 三相不平衡負荷 対 波
形 電圧 変動 少 安定 電圧
出力 求
　 応 東西線 05 系電車用補助電源装置
出力電圧制御 三相個別波形制御 採用 制御
図 図 6 示 制御 三相出力電圧 検出

各相 電圧実効値 一定 制御 三相個別実効値制御
行 負荷急変 出力電圧 過渡変動
抑制 三相個別瞬時制御 併用 構成

出力電圧 高精度 正弦波 制御
架線電圧 負荷 急変 発生 場合 出力電圧変動

安定 電圧制御性能 実現
三相電圧 各相個別 制御 出力 不平衡負

荷 接続 場合 三相出力電圧 平衡

　図 7 評価試験機 定格出力時 三相出力電圧波
形例 示 出力電圧誤差 ＋－ 1％以下 波形 率
約 1％ 高精度 正弦波電圧
　図 8 負荷急変時 動作波形例 定格 70 ％
100％ 100％ 70％ 負荷急変 行
負荷急変時 出力電圧 過渡変動 良好
過渡応答特性 得

　 図 9 三相不平衡負荷接続時 動作波形例
図示 1相 ＋30％負荷 増大  
場合 示 負荷不平衡発生時 出力電

圧 変動 三相個別波形制御 出力電圧
平衡 良好 結果 得

（3）　高機能 制御装置
　現在 鉄道車両用補助電源装置 顧客 用途
多種多様 今回 対応可能

優 制御装置 開
発 交流車両用 直流車両用
応 制御装置 適用 今回制御装置 共通化
図 一部 変更
車両 対応 制御装置 E721 系電車用補

助電源装置 適用 高機能制御装置 外観 図 示
待機冗長 採用 補助電源装置 高機
能制御装置 2台搭載
　 32 CPU 2 個搭載 多岐

演算処理 高速 高精度 実現可能 一方
制御演算 他方 制御 機能 車上伝送

（16）

U相 実効値
演算

出力電圧
実効値指令 出力電圧正弦波

指令変換
U相実効値

調節器
瞬時電圧
調節器

V相 実効値
演算

V相実効値
調節器

瞬時電圧
調節器

W相 実効値
演算

W相実効値
調節器

瞬時電圧
調節器

イ
ン
バ
ー
タ
駆
動
信
号

出
力
電
圧
検
出

図6　制御ブロック図

三相出力電圧1.0p.u.

2ms

VU-VV V-WVW-U

図7　三相出力電圧波形

入力直流電圧

入力直流電流

出力電圧

1.0p.u.

1.0p.u.

1.0p.u.

100ms

VU-V

出力電圧 1.0p.u.
V V-W

出力電圧 1.0p.u.
V W-U

出力電流 1.0p.u.
I U，V，W

図8　負荷急変時の動作波形

入力直流電圧

入力直流電流

出力電圧

1.0p.u.

1.0p.u.

1.0p.u.

10ms

VU-V

出力電圧 1.0p.u.
V V-W

出力電圧 1.0p.u.
V W-U

出力電流 1.0p.u.
I U，V，W

不平衡負荷接続

図9　三相不平衡負荷接続時の動作波形
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機能 処理 実行 二 CPU間
伝送 高速伝送可能 同期式

通信 用 直接伝送 通
信技術 回路集積化技術 駆使 部品点数 大幅 削減
実現 従来 式

高信頼化 図
車上伝送基板 表示操作 基板 取付
準備 複数系統 車上伝送 適用

顧客 対応可能
　制御機能 制御応答性 制御安定性 向上
図 標準機能 三相個別波形制御 三相個別
瞬時制御 補償制御 有

単相 三相 PWM 制御
制御 PWM 制御 並列

冗長制御 2多重構成 制御 対応可能

（4）　有限要素法解析
　移動体 車両 搭載 電機品 十分 耐振強
度 有 耐振強度 車両用電機品

最 重要 要求性能 一 適用規格 JIS
新設計品 振動試験 実施 要求 従来

経験 積 重
新製品 設計 行 振動試験 実施 耐振性能

確認 行 車両用電機品 小型化 軽量
化 要求 厳 従来 設計手法 踏襲
要求 満足 有限要素法
FEM Finite Element Method 解析 用 設計段階
十分 耐振強度 持 構造

確認

　新技術に対する取組み

　DC1,500V 架線用 補助電源装置
素子 3.3 kV 耐圧 IGBT 広 用
IGBT 高耐圧化 伴 素子発
生損失 飛躍的 増加 周波数 高

困難 制約 3.3 kV 耐圧

IGBT 用 補助電源 周波数
1kHz 台 抑 出力側 設

大 耳障 電磁騒音 生

　 背景 富士電機 低損失 小型 低騒
音 課題 補助電源装置 技術開発 取 組
以下 概要 紹介

3.1　インバータの構成

　1.2 kV 耐圧 低圧 IGBT 複数個直列 接続 一
素子 動作 高耐圧 IGBT 代

技術開発 取 組 図 DC1,500V
出力容量 170 kVA 装置適用時 構
成 示 1.2 kV 耐圧 IGBT Q1
Q2 Q3 3 直列接続 3.3 kV 耐圧 IGBT 置
換 図 1.2 kV 耐圧 IGBT 3.3 kV 耐圧 IGBT
比 時 発生損失 非常 少

冷却体 小 周
波数 高 可能 小型化 低騒
音化 実現 可能
　IGBT 直列接続 最大 問題点 個々
IGBT 素子特性 周辺回路定数

IGBT素子 動作 生
動作時 素子電圧 CE1 CE2 CE3

素子印加電圧 素子耐圧 超
素子破壊 招 可能性

最 重要 課題
　 課題 対 図 示 各 信号線

磁気的 結合 信号
同期 方式 開発

3.2　インバータの性能

　図 示 機 用 性能評価
実施 結果 述

（17）

1系側制御装置 2系側制御装置

表示操作
パネル基板
（オプション）

通信基板
（オプション）

図10　高機能制御装置の外観

DC1,500V

出力
フィルタ

ゲート駆動回路 ゲートバランス
コア Q1

1.2kV定格
×3直列接続

VCE1

V CE2

V CE3

I C

負荷

Q2

Q3

図11　170kVAインバータの構成
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（1）　素子電圧 性能
　図 波形 示 素子 3直列分
各素子電圧 CE1 CE2 CE3 電流 C 波形

結果 素子過渡期間 素子電圧 非常
分

（2）　素子発生損失
　図 図 素子 3直列分 発生
損失 損失 算出 IGBT

温度 特性 示 比較 素子 3直
列接続 代 3.3 kV 耐圧 IGBT 適用 場合 各
特性 示 高耐圧素子 直列接続 低耐
圧素子 置 換 低損失化 図 例

周波数 2kHz 条件 素子発生損失 半減
冷却体 体積 単純 半減

分 素子 温度 最大値
125℃ 図 ① 周波数 最大値
2kHz 程度 対 図 ② 8kHz 程度
増加 分 周波数 2kHz
8 kHz 増加 場合 体積
半分
（3）　騒音測定
　図 周波数 対 出力 電磁騒音
測定結果 示 周波数 増加

2kHz 時 電磁騒音 低減
傾向 分 周波数 2kHz
8 kHz 増加 電磁騒音 約 8dB 低減
大幅 低騒音化 実現可能

　あとがき

　鉄道車両用補助電源装置 技術動向 富士電機 取
組 紹介 今後 多様化 高度化

対応 一層 技術開発 取 組
所存 　
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リニアモーターカー「リニモ」の磁気浮上システム

岩谷　　満 尾崎　　覚 田村　浩明

岩谷　　満

日本航空株式会社 中部
開発株式会

社 HSST 技術 特 浮上技術
開発 従事 現在 伊藤忠商事
株式会社HSST
主幹技師

尾崎　　覚

制御 開
発 車両用電機品
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部車両

技術部長 電気学会会員

田村　浩明

鉄道車両用
機器 開発 設計 従事 現在
富士電機 株式会社機器
本部神戸工場 技術部

　まえがき

　2005 年 日本国際博覧会 略称 愛
知万博 最終入場者数 2,200 万人余 数 好評

閉幕 博覧会 一 大 話題 動
同博覧会 主要

日本 初 実用化 磁気浮上式鉄道 愛知高速交通
株式会社東部丘陵線 愛称 開業 図

1 愛知万博開幕直前 3月 6日 開業 万博
開催期間中 1,969 万人 輸送 万博閉幕後 地域 足

活躍
　富士電機 中部 開発株式会
社 CHSST 社 支援 下 主幹機器
磁気浮上 開発 製作 納入 本稿
HSST High Speed Surface Transport 開発 経緯 背
景 磁気浮上系 概要 紹介

　HSSTと開発の経緯

　HSST 日本航空株式会社 空港用高速
1970 年代 開発 開始 常電導磁気浮上式
駆動 輸送 1975 年 浮上実験成

功 1985 年 国際科学技術博覧会 科学万博－

’85 展示走行 経 1989 年 愛知高速交通
株式会社東部丘陵線 実用化 目的 CHSST社
設立 1991 年 実用化 向 本格的 実験
車両HSST-100S 型 用 名古屋市大江 実験線 走
行試験 改良 重 1995 年
原型 HSST-100L 型 完成 長期走行試験 開

始 実績 基 1999 年 東部丘陵線導入機
種選定委員会 最適 評価 得 採用 決定
　表１ HSST開発 流 示

　リニモの概要

　表 2 主要諸元 示
　 名古屋市営地下鉄東山線 藤 丘駅 万博会
場駅 経 愛知環状鉄道株式会社八草駅 愛知万博開催期

図1　万博会場駅に進入するリニモ第9編成

表1　HSST開発の歴史

年

1972

1975

1985

1988
1989

1991

1995

1999

2002

2004
2005

日本航空株式会社が研究開発に着手

実験1号機（HSST-01）で浮上実験成功

科学万博-つくば ’85でHSST-03運行

埼玉博覧会でHSST-04展示走行
中部エイチ・エス・エス・ティ
開発株式会社設立
大江実験線完成，HSST-100S試験開始 HSST-100S

HSST-100L完成，走行試験開始

 HSST-100L
東部丘陵線への導入答申

リニモ第1編成完成

東部丘陵線完成，全線走行開始
東部丘陵線開業，愛知万博開催 リニモ

主要記事
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間中 万博八草駅 9駅 8.9 km 17 分 結
沿線 半径 75m 急 1,000 分 60 急

配 通常 鉄輪式鉄道 実現困難 線路
条件 浮上式鉄道 可能

（1）

　磁気浮上システムの概要

　 電磁石 間 発生 吸引力
利用 浮上 常電導吸引式磁気浮上方式 採用

通常 鉄輪式鉄道車両 台車 相当 浮上
浮上力 発生 電磁石 浮上量 管理

浮上 各 2群 制御装置 構成

1両 最大 28 車両 10 台
浮上 図 2 浮上系 構成 示

4.1　システム構成と諸元

　磁気浮上 構成 図 3 製品外観 図

4 示
　1台 浮上 二 浮上 鉄心
浮上 構成 浮上 2群 搭載

浮上 制御
MDU 1 両 10 台 1 編成 3両 合計 30 台
車体床下 装 MDU 1 台 浮上
1台 2群 浮上 制御

　2群 浮上 1台 MDU 中 独立
制御 制御周期 互 半周期

電源負荷 軽減

4.2　MDUの制御技術

　表 3 浮上 MDU 主要諸元 示
（1）　 電流 制御
　直列 接続 二 浮上 IGBT Insu-
lated Gate Bipolar Transistor 使用 2 象限動作

制御 図 5 IGBT
示

表2　リニモの主要諸元

車
両
制
御

電
源

3M（Mc1＋M＋Mc2）

空車：17t/両，満車：27t/両

編成：244人（座席定員104人）

アルミ合金製半張殻構造

ペアモジュールによる可撓（かとう）台車方式

VVVFインバータ制御リニアインダクション
モータ方式

TIMSによる車上機器の集中監視・制御

60‰（大江実験線の最大登坂こう配は70‰）

編
成
・
定
員

主
要
装
置
な
ど

走
行
性
能

編　　　　成

車 体 寸 法

質 量

定 員

車 体 構 造

車体支持装置

列車長  （先頭車    ＋中間車）      幅         高さ
43.3m（14.0m×2＋13.5m）×2.6m×3.45m

浮上・案内兼用U形常電導電磁石（10台/1両）
（標準浮上高さ8mm，省電力浮上高さ6mm）

常用：電気（回生/逆相）ブレーキ，油圧ブレーキ
非常用：油圧ブレーキ

ATOによる無人運転
ATCによる車上信号，速度制限

常用（最大）：4.0km/h/s
非常用：4.5km/h/s

浮上案内装置

推 進 装 置

制 動 装 置

保 安 装 置

監視・制御

電 気 方 式

最 高 速 度

加 速 度

75m

減 速 度

DC1,500V

100km/h

最大4.0km/h/s

最大登坂
こう配

最小通過曲線

列車長

アンテナ
アンチロールビーム

信号線
スキッド

レール

エアばね

リニアモータ モジュール

ギャップ
まくら木

浮上センサ
電磁石（マグネット）

コイル

PCけた

電車線
（DC1,500V）

パンタグラフ

リアクション
プレート
油圧
ブレーキ

図2　浮上系の構成

MDU

浮上
電源
（DC
275V）

DC/
DC マイコン制御演算部

シリアル
通信I/O

TIMS
伝送

車両
制御
引通
し線

電圧
検出

浮上センサ

1群浮上コイル

制
御
電
源

接点信号
I/O

1群ゲート
信号出力

浮上電源用
バッテリー

1群信号
I/O

2群ゲート
信号出力

2群信号
I/O

変
位
信
号
×
2

加
速
度
信
号

浮上センサ

2群浮上コイル

変
位
信
号
×
2

加
速
度
信
号

図3　磁気浮上システムのシステム構成

MDU

コイル

浮上センサ

鉄心
コイル

図4　磁気浮上システムの製品外観
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（2）　浮上
　浮上 距離 検出 変位
鉛直方向 加速度 検出 加速度 構成
　変位 中央 下部 浮上 上部
設 浮上 上部 間 量 計測

浮上量 間接的 検出 図

2参照 変位 高周波磁束 誘起 渦
電流 大 距離 比例 利用

量 非接触 検出 変位
継目 浮上量 誤検知 避

二組 一定 間隔 隔 設置 最
小値 検出値 制御 使用
（3）　MDU 浮上制御
　吸引式 磁気浮上 電磁石 励磁電流 一定

浮上量 電磁石 吸
引力 反比例 小 吸引力大 大 吸引
力小 関係 外乱 変動

助長 方向 働 浮上 落
下 吸着 適切 制御 施 必要
MDU 変位 検出 量 指令

値 一致 高速 PID 比例 積分 微
分 制御 行 吸引力 制御 加速度

検出 浮上 生 加速度情
報 基 補償制御 行 制御 安定性 確保

（2）

　HSST 車体 軌道系 各種構造物 相互作用 振
動 発生 判明 大江実
験線 観測 以下 振動 対 周波数選択型
補償制御 行

　（a）　 振動 十数Hz
　（b）　 木振動 70 75Hz
　（c）　 振動 125Hz 近傍
　 制御系 車両 走行速度
大 依存 車両制御伝送 経

由 得 車両速度情報 基 制御
行 最適 制御特性 実現

　図 6 浮上制御系 制御 図 示

4.3　保護技術

　磁気浮上鉄道 浮上機能 安定 確実
最重要 特有 運用環境 踏
以下 保護対策 行
（1）　IGBT 過負荷耐量
　 場合 両端駅 折返 時 除 常時
浮上 愛知万博開催期間中 利用者 集
中 連続的 過負荷 考慮 用 IGBT
過負荷耐量 連続定格 比 十分大

（2）　 抑制
　浮上用電源 架線 供給 DC1,500V
補助電源装置 降圧 DC275V 供給 浮上用
電源 配電系 保護協調 設

ATO Automatic Train Operation 自動
無人 運転 基本 手動操作 必要

発生 運行 重大 支障 生

（21）

表3　浮上コイルとMDUの主要諸元

項　目

8,700AT

DC280V

DC28.6A

つり下げ式

IGBT（600V，300A）

2象限チョッパ制御

45A

50A（10min）

150A（10s）

仕　様

MDU

起 磁 力

定 格 電 圧

定 格 電 流

搭 載 方 式

主 素 子

制 御 方 式

浮上コイル

出
力
電
流

定　　　格

短時間耐量

瞬 時 耐 量

Q1B

Q1A

D1A

マグネット

（a）Q1A，Q1B通流

E d

D1B

Q1B

Q1A

D1A

マグネット

（c）Q1A，D1B通流

E d

D1B

Q1B

Q1A

D1A

マグネット

（b）D1A，Q1B通流

E d

D1B

Q1B

Q1A

D1A

マグネット

（d）D1A，D1B通流（パルスオフ）

E d

D1B

図5　MDUチョッパのスイッチングモード

浮上センサ

〈1群主回路，制御対象〉

1群制御系

MDU制御系

Min ：最小値選択
LPF ：低域通過一次フィルタ
HPF ：高域通過一次フィルタ
PID ：比例・積分・微分
PI ：比例・積分
PWM ：Pulse Width 
  Modulation

通常浮上（8mm）

Min

ギャップ量
（2系統）

ゲート信号

TIMS
制御伝送

TIMS

1
群
コ
イ
ル

電
流

1
群
ギ
ャ
ッ
プ
量

2
群
ギ
ャ
ッ
プ
量

1
群
加
速
度
信
号

2
群
加
速
度
信
号浮上センサ

〈2群主回路，制御対象〉

2
群
コ
イ
ル

電
流

2群制御系

LPF

HPF

PID
補償演算

微分
補償演算

電流
制限演算PWM

演算

補償ゲイン
補正演算

PI
補償演算

省電力浮上（6mm）

－ ＋

図6　MDU浮上制御系の制御ブロック図
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MDU 特性 基
電流制限 行 抑制

（3）　停電時 運転継続
　浮上走行中 架線停電 発生 場合 浮上状態 停車

維持 必要 間 浮上電力
供給 装備 有限

電力 消費 低減 架線停電 発生
車両制御伝送 経由 与 省電力浮上
指令 浮上電源電圧低下 検知 基 浮上量

値 通常 8mm 6mm 切 替 消
費電力 低減 行 MDU制御電源 停止
制御不能 制御停止時 蓄積 磁気

還流 過電圧 回避 励磁電
流 制御 浮上電源 下限値 制御 継続

4.4　高信頼度化技術

　 1編成 30 台 MDU 搭載
数 信頼性 冗長性 寄与

磁気浮上鉄道 浮上系 MDU1 台 不具
合 直 列車 運行 影響 与 最重要機器

浮上系 信頼性向上 以下 対策
行
（1）　変位 縮退運転
　浮上 浮上制御 根幹 重要部品

変位 継目 誤検知回避
二重系 継目部以外 単一 変

位 十分制御可能 一定速度以上
走行中 浮上量検出値 継目部通過
一時的 外乱 受 浮上制御品質 大 損

乗 心地 影響 分
利用 変位 一方 問題 生 場合

他方 変位 使用
縮退運転 設 万 一 不具

合 極力運転 継続可能
　変位 切替 変位 不具合 起因 故
障 応 運転台 運転指令所 故障

指令 使用 変位 切 替 図 7 示
半自動方式 複雑 切替 適用

信頼性低下 回避
（2）　 情報
　MDU 制御情報 通信機能

列車情報管理 TIMS Train Information 
Management System 通知 運転状況 管理 使
用 MDU単体 故障 機能 主要
制御量 蓄積 万 一
不具合発生 要因解析 容易

（22）

1群ギャップ検出値
1群加速度検出値

1群電圧指令
1群コイル電流検出値

2群ギャップ検出値

2群加速度検出値

2群電圧指令
2群コイル電流検出値

（けた振動抑制前） （けた振動抑制後）

100ms 100ms

図8　満車試験データ（けた振動の抑制）

スタート

エンド

故障リセット
指令あり？

対象故障
モード？

Yes

No

Yes

2センサ
使用中？

No

a系センサ
のみ使用中？

Yes

Yes

No

No

b系センサのみ
使用する

2センサを
使用する

a系センサのみ
使用する

図7　シングルセンサオペレーションモードの管理アルゴリズム
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4.5　現車試験

　 浮上制御 原型 100L 型車
両 第 1編成 編成 使用 大江実
験線 延 1年有余 浮上走行試験 大江
実験線 貴重 基 軌道特性 改
善 営業線 東部丘陵線 走行試験 磨
　図 8 車両質量 満車 場合 振動 発生状況

抑制制御 行 現車試験結果 示
　現車試験 光 伝送機能 利用 MDU制
御系 各種制御量 測定器端 取 込 一般車
両 比 厳 電磁環境 良好
試験評価 実施

　あとがき

　磁気浮上式鉄道 国 実用化

磁気浮上 概要 紹介
　 乗車 客様 多 藤 丘駅
－ 通駅間 地下区間走行中 静粛性 驚
　今後 磁気浮上鉄道 普及 騒音

一 地下鉄 車内騒音 死語 時代
遠 話

　 実現 HSST 生命線
磁気浮上制御品質 信頼性 一層 向上 努 所存

参考文献

（1） 　石本俊三 日本初 常電導磁気浮上鉄道 実用化  

Maglev. 2004.

（2） 　Morita, M. et al. The Characteristics of The Levitation 
System of Linimo HSST System . Maglev. 2004.

（ 23）
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リニアモータ式側引戸用戸閉装置

梅澤 幸太郎 辻村　　勲 高橋　　弘

梅澤 幸太郎

鉄道車両用電機品
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部車両

技術部主任

辻村　　勲

開発設計 従事
現在 富士電機 株式会社

室
電気学会会員

高橋　　弘

関連 研
究 開発 従事 現在 富士電機

株式会
社 技術研究所
電気学会会員 電子情報通信学会
会員 情報処理学会会員

　まえがき

　車両 側引戸用戸閉装置
日本国内 主 圧縮空気 空気

駆動 方式 使用 空気式
戸閉装置 高度 制御 乗客 扉 挟

安全性 対応 難 空気配管
設置 作業 発生
近年 乗客 安全性 高
費用 低減 方式 求

　富士電機 東日本旅客鉄道株式会社 JR 東日本
共同開発 経 駆動 側引戸用戸閉装
置 式戸閉装置 製品化 JR 東日本 首都圏
運用 E231 系電車 E531 系電車 採用
図 1 JR 東日本 採用 続

市交通局 NYCT 最新鋭 R160 電車 採用
図 2 本稿 開発 経緯 仕組
紹介

　開発と経緯

　JR 東日本 国内 他 鉄道事業者同様 車両用側引
戸用戸閉装置 圧縮空気 空気 駆動 方式
採用 高機能 省

志向 209 系電車 電気式戸閉装置 採用
安全性 信頼性 高 電気式戸閉装置 導入 検討

JR 東日本 技術 製品化
模索 富士電機 式戸閉装置 共同開発
1989 年 駆動方式 評価 各種施錠方
式 試作 評価 戸挟 安全機能 評価 軽量化 消費電
力 低減 信頼性 耐久性向上 多岐

項目 開発 推進 1998 年 209 系 950
番代 後 E231 系 900 番代 改称 正式採用

後 E231 系 東北 高崎線 東海道線 湘南新宿
常磐快速線 E531 系常磐線 順次採用

　一方 NYCT 6,000 両以上 車両 保有 世界有
数 鉄道事業者 元々NYCT 車両 側引戸 電
気式戸閉装置 採用 高品質 高信頼化

折 JR 東日本 採用 富
士電機製品 知 採用 検討 NYCT

図1　JR東日本のE531系電車 図2　NYCT-R160電車
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（25）

製品 採用 NYCT 認定 受
必要 数々 設計評価 試作品 評価

経 2002 年 6 月 既存車 1 編成 8 両 64 開口 装
置 搭載 1年間 走行 行 Qualification Test 認定
試験 受検 試験 MDBCF Mean Distance 
Between Component Failure 平均故障間走行距離 稼
動率 規定 要求 大 上回 成績 達
成 Qualified Supplier 認定
　表１ 開発 製品化 主 経緯 示

　電気式ドアおよびリニアモータの長所

　電気式 利点 一 電気電子制御 高機能
高速 制御 実現 点 乗客 扉 挟

戸挟 安全機能 電子制御
細 動作 乗客 安全性 確保
　 車両 空気配管 車両

低減
可能 従来 空気式 経年変化 対 当初
戸閉力 開閉時間 基本性能 維持 空気配
管 定期点検 保守 必要 電気式
制御 採用 開閉時間 関 再現性 確保
保守点検 容易

　 自己診断機能 故障記録機能 行 省
車両制御伝送 連携 車

両 化 容易 対応可能
現在 式戸閉装置 装備 車両 車上試験
出庫点検時 運転台 全 点検 実施

省力化 実現
　 式戸閉装置 上記電気式 一般的 長
所 加 直線運動 自身 直線運
動 実現 動力 機械的 変換機構 必
要 特長 結果 機械系 摩擦
小 可能 回転式

動部 頻繁 給油 不要 戸挟 検

知 感度 高 高 安全性 実現 可能

　リニア式戸閉装置の原理と仕組み

4.1　リニアモータ

　 大 分 同期式
誘導式

2方式 式戸閉装置 磁界 作 励磁
電流 不要 戸閉装置 要求 推力 発生 適
永久磁石 使用 可動 形 永久磁石界磁
同期 採用 図 3 動作原理
示

4.2　インバータ

　交流 駆動 高速
可能 IGBT Insulated Gate Bipolar Transis-

tor 適用 採用 技術
高性能制御 動作時 静粛性 実

現
　電車用側引戸 低電圧 制御電源 給電
一般 給電時 大 電源変動 受

通常 電気機器 許容電源電圧変動範囲
広 設計 NYCT 給電電圧
DC37.5 V
電圧 影響 考慮 前段 電源

電圧 昇圧回路 双方向 設 安定化 図
昇圧 可動子巻線 最適化 行

4.3　コントローラ

　高性能 用 高性能 高機能
制御 実現 車両内 情報伝送装置

連携 状態 装置 入力信号 状態
機能 開閉時間 開閉動作 自

己診断結果 運転台 確認 機能 実現 点検
作業 省力化 高機能化 実現 故障記録
機能 万 一 不具合発生 対 故障要因
解明 容易

ヨーク

NSNS

ヨーク

磁石
磁束

力

コイル 電流

磁束

力

フレミングの左手の法則

SNSN

電流

図3　リニアモータの原理表1　開発と製品化の経緯

年　次 車　両

103系

183系

E531系

JR東日本との共同開発スタート

試作装置評価（JR東日本 大船工場内）

客室仕切引戸（JR東日本 房総地区試験運用）

営業運転（JR東日本 常磐線）

経　緯

1989年

1991年

1993年

2005年

側引戸（JR東日本 仙台地区試験運用，2開
口，2年間）1995年 701系

側引戸（JR東日本 横須賀・総武快速線試験
運用，3両, 1年間）E217系1997年

営業運転（JR東日本 総武緩行線）1998年
E231系900
番代

営業運転（JR東日本 東北･高崎線，以降常磐
快速線, 東海道線ほかで採用）E231系1999年

営業運転での評価試験（約2年間）NYCT-R1432002年

正式採用決定（2006年から営業運転予定）NYCT-R1602004年
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4.4　施錠装置

　施錠装置 戸閉状態 確実 安全性
確保 要 戸閉装置 構成要素 中 最重要

一 開発当初 永久磁石 使用 方式
検討 最終的 信頼性 高 機械式 採用
施錠状態 連動 制御装

置 通知 施錠装置 解錠動作 JR 向
推力 利用 方式 NYCT向

行 方式 非常時 制御電
源 状態 手動 解錠 設

4.5　ドア駆動

　電車 側引戸 運用中 扉 開閉方向 横方向
大 荷重 受 特 首都圏 運用 電車

過酷 条件下 使用 耐
不可欠

（26）

戸つり金具 エンコーダ

ドアレール

ローラ リニアモータ（右側） リニアモータ（右側）

戸閉スイッチ

ドアロック装置（左側） ドアロック装置（右側）

施錠スイッチ

非常解錠ハンドル

図5　NYCT-R160のリニアモータ式戸閉装置の構成

ドアレール（左側） コントロールユニット

ラッチ錠

施錠
スイッチ

エンコーダ
可動子

リニアモータ

戸閉スイッチ

ドア駆動板

戸つり金具 ドアレール（右側）

連結アーム

室外解錠ハンドル

室内解錠ハンドル
解錠ケーブル

方向変換装置

図4　JR東日本のリニアモータ式戸閉装置の構成
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　従来 回転式 使用 電気式 回転力
直線運動 変換 介

扉 機械的 直結 扉 加 衝撃 応力
伝 軸受 寿命 影響

式戸閉装置 扉 同 直線運
動 特長 生 扉 機械的 直結

駆動 自由継手 介 駆動 方
式 採用 横荷重 直接負荷

　JR 東日本 通勤 近郊形電車 両開
式戸閉装置 当初 各扉

1台 1開口 2台
駆動 方式 採用 軽量化

観点 動力反転機
構 方向変換装置 利用 1台 両開

扉 2枚 駆動 方式 開発 図 4 全体
構成 示 開閉 推力

可動部 伝達
可動部 方向変換装置 連結棒 取
付 推力 連結棒 結合

介 他方 伝
装備 側 逆向 運動方向 与
　NYCT 運用効率 高
両開 左右 扉 独立 駆動 仕様
求 1開口 2台
駆動 方式 採用 図 5 NYCT-R160 全
体 構成 示

　高信頼度化

　車両 側引戸用戸閉装置 乗客 乗降
車両走行中 安全 確保 重要 機器

動作 高度 信頼性 要求

5.1　制御の高信頼度化

　側引戸 最 避 事故 車両 走行中 扉 開
JR 東日本 E231 系 E531 系 引通

線 開許可信号 車両情報制御装置経由 制御伝送
線 伝達 開指令 論理積 基 開動作 行

制御信号 二重化 図 信頼性 確保
　NYCT 歴史的 有接点 信
頼性 尊重 設計思想 制御伝送 用

制御 行 代 Single Point 
Failure 単一故障 安全 機能上 支障

求 側引戸 閉状態 保
持 施錠装置 解錠機構 駆動用

別 設 解錠 別々 指令 駆動

　 戸閉状態 安全確保 施錠状態 場合
電源 万 一 誤動作 開動

作 防止 何 原因 解錠

検知 制御伝送経由 運転台 通知
閉方向 推力 発生 戸閉状態 維持

5.2　安全性の確保

（1）　設計時 安全性評価
　車両 側引戸用戸閉装置 乗客 直接接 機会 多
電車搭載機器 一 設計審査 過程

FMECA Failure Mode and Effects Critical Analysis
故障 影響解析 Hazard Analysis 危険分析

安全設計思想 厳 吟味
耐Vandalism 強引 操作

対 機能 影響
求 安全性解析 例 図 6 示

（2）　乗客 安全性考慮 戸挟 安全機能
　閉扉時 乗客 身体 荷物 挟 状態 戸挟

称 扉 荷物 挟
発車 事故 乗客 防 戸閉装置 感
度 戸挟 検知 素早 反応 必要
　 式戸閉装置 動力 機械的 変換機構 少

機械的摩擦 少 他 方式 戸挟 検知
感度 高 可能 特長
最新 技術 応用

制御技術 駆使 高性能 戸挟 安全機能 実現
戸挟 対 安全性

十分 確保 確認
　戸挟 検知時 具体的 動作 長年 運用実
績 踏 鉄道事業者 決 JR 東日
本 E231 系 従来方式 整合 考慮
戸挟 状態 検知 推力 強弱 繰 返 方
式
　NYCT 戸挟 検知後 規定量 扉 開方向

（27）

Hazard Category

Hazard
Rate

Category I : 
Catastrophic

Category II : 
Critical

Category III : 
Marginal

Category IV : 
Negligible

A
Frequent

Unacceptable Unacceptable Unacceptable Acceptable 
with Review

B
Probable

Unacceptable Unacceptable Undesirable Acceptable 
with Review

C
Occasional

Unacceptable Undesirable Undesirable
Acceptable 
without 
Review

D
Remote

Undesirable Undesirable Acceptable 
with Review

Acceptable 
without 
Review

E
Improbable

Acceptable 
with Review

Acceptable 
with Review

Acceptable 
with Review

Acceptable 
without 
Review

各故障モードについて，故障の頻度と発生したときの障害の重大性で
マトリックス化して評価

図6　安全性解析のフォーマット例
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移動 改 閉動作 再開閉動作 規定回数 行
後 戸挟 状態 解消 場合 閉動作状態 継

続 図 7 通常 開閉動作
図 8 JR 東日本 戸挟 安全動作 図 9 NYCT-R160
戸挟 安全動作 示

5.3　ハードウェアの高信頼度化

　電車 側引戸 乗客 安全確保 高度 信頼性
要求 1台 不具合 列車遅延
要因 運用上 信頼性 重要

JR 東日本 次世代 通勤電車 要素技術 開
発 検証 車両 AC
Advanced Commuter Train E993 系 開発

信頼性向上
万 一 不具合 対 隣接

相互 方式
採用 図 富士電機 相互 行

対向 車両 海山側 同側 2方式
納入

　 東海道線 投入 E231 系用 式戸閉
装置 相互 機器間配線 不要

装 含 優位性 高 完全

二重化 待機冗長方式
採用 図 1 開口
用 IGBT 含 二組 構成
一方 常用系 他方 待機系 運用 入力

信号 常 両系 監視 通常 出力 信
号出力 常用系 担当 常用系 問題 発生 場合
待機系 切 替 可用性
Availability 大幅 改善

5.4　ソフトウェアの高信頼度化

　前述 電車 側引戸用戸閉装置 特異性
当然 高信頼性 要求

NYCT 開発 SW-CMM
Software Capability Maturity Model

技術 適用 SW-CMM 米
大学 工学研究所 Carnegie 

（ 28）

最大推力

連続最大推力

戸挟み下限推力

繰返し時間 時間

推
力

戸
挟
み
検
知

図8　JR東日本の戸挟み安全動作

0

開動作

全閉位置 全開位置 位置

速
度

開
方
向

閉
方
向

閉動作

図7　通常の開閉動作パターン

時間全閉位置

位
置

戸
挟
み
検
知

全開位置

閉動作

再開動作 戸挟みが
解消されない場合

戸挟みが解消された場合

図9　NYCT-R160の戸挟み安全動作

ドア
〈同側バックアップ方式〉 〈対向バックアップ方式〉

コント
ロール
ユニット

：通常時の制御

ドア ドア

ドア ドア ドア

コント
ロール
ユニット

コント
ロール
ユニット コント

ロール
ユニット

：バックアップ時に追加する制御

図10　ACトレインで採用された相互バックアップ方式

制御信号
（入力）

制御信号
（出力）

コントロールユニット

コントローラ
（常用側）

出力
切換回路

センサ信号

インバータ出力
リニア
モータ

コントローラ
（待機側）

出力
切換回路

図11　待機冗長バックアップ方式の構成
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Mellon University/Software Engineering Institute SEI
提唱 開発 成熟度

品質管理手法
米国 中心 急速 普及
新規 適用 国内 取得例 少

第三者監査手法 Software Capability Evaluation
米国 SEI 公認 CMM 2 認
定 1年 通常 半分 期間 取得

　あとがき

　 式戸閉装置 JR 東日本 E231 系 E531
系 採用 2005 年度末時点 合計 1万開口以上 運
用中 海外 NYCT R160 形 採用

足掛 海外市場 式戸閉装置
展開 車両 連携 推進中

車両用 供給 今後

高品質 提供 所存
　 式戸閉装置 製品化 指導
JR 東日本 川崎重工業株式会社 関係各位 深 感
謝 意 表 次第
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最近の電気鉄道地上設備用パワーエレクトロニクス装置

山本　光俊 大宮司　充 鈴木　 明夫

山本　光俊

電気鉄道用変電 制御
技術企画業務 従事 現在 富士
電機 株式会社産業 交
通 本部交通 特機統括部
交通技術部
電気学会会員

大宮司　充

製品 開
発 設計 従事 現在 株式会社
日本AE 変圧器
事業部変換装置部

鈴木　明夫

製品 開
発 従事 現在 富士電機

株式会社
技術研究所 電気学

会会員

　まえがき

　近年 電気鉄道分野 電電力 品質向上 維
持 目的 技術 利用
製品 適用 広
　富士電機 電気鉄道地上設備用
装置 従来 新幹線用無効電力補償装置 直流
回生 製品化 納入実績
　今回 高度 技術 適用

製品 東海旅客鉄道株式会社 JR東海 沼津
変電所向 自励式無効電力補償装置 自励式 SVC 首
都圏新都市鉄道株式会社秋葉原変電所向 PWM Pulse 
Width Modulation 変換装置 相次 開発 納入

技術的 内容 紹介

　JR東海沼津変電所向け自励式SVC

2.1　目　的

　東海道新幹線 60Hz 三相交流 結線変圧器
M座 T座 単相交流 変換 電車線 電力

供給 図 1 50Hz 地区 専用
周波数変換所 設置 60Hz 作 出 供給

末端 片座供給 列車走行時
三相不平衡 逆相電流 発生 電圧不平衡 電圧低
下 要因 沼津変電所 逆相電流 起

因 電圧不平衡 補償 主 目的 60MVA 自
励式 SVC 導入 2003 年 運転

2.2　自励式SVCのシステム構成

　自励式 SVC 仕様 表１ 構成 図 2 示 自

周波数変換装置

鴨宮
変電所

東京電力
50Hz

西相模変電所
60Hz

中部電力
60Hz

自励式
SVC

M G

熱海
変電所

沼津
変電所

岩渕
変電所

図1　新幹線の電力系統構成

77kV/20kV
62MVA

77kV
60Hz

フィルタ
2MVA

同上

バンク1

バンク2

同上

同上

図2　自励式SVCの構成

表1　自励式SVCの仕様

項　目

系 統 電 圧

システム容量

イ ン バ ー タ

多 重 変 圧 器

降 圧 変 圧 器

高調波フィルタ

三相，77kV，60Hz

進相62MVA～遅相58MVA

30MVA×2バンク

単相インバータ×三相×4多重

12パルス（擬似台形波，三角波変調）

純水水冷

30MVA×2バンク

20kV/1,920V（Y/オープン　）

62MVA

77kV/20kV（　/Y）

2MVA

仕　様

容　　  量

構　　  成

PWM方式

冷　　  却

容　　  量

構　　  成

容　　  量

構　　  成

容　　  量
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励式 SVC 62MVA 降圧変圧器 2MVA
高調波 ＋－ 30MVA× 2 自励式
SVC 構成 各 IGBT Insulated Gate 
Bipolar Transistor 3 直列接続 2 単相

3台 三相 1多重 構成 三相 1
多重 4台 多重変圧器 直列多重化

30MVA 実現 図 3

盤 外観 示

2.3　IGBT直列接続技術

　IGBT3 直列接続 回路構成 図 4 示
IGBT 直列接続 素子間 電圧分担不
平衡 均一化 素子 並列 小容量 RC
素子 － 間 電圧 素子 取

付 上下 一括 RCD 主
回路配線 跳 上 抑制
設

　 駆動回路 GDU 電源 分圧抵抗
用 主回路 非絶縁 電力 供給 自己給電方式

技術 適用 従来
GTO Gate Turn Off 式自励式 SVC 対
大幅 小型化 実現

2.4　制御技術

　図 5 自励式 SVC 制御 図 示 自励式
SVC 受電点電流 変換 逆相電流 正相無
効電流 抽出 抽出 電流 自励式 SVC 補
償電流指令 系統 逆位相 注入 逆
相電力補償 無効電力補償 行 自励式 SVC
負荷突入時 系統 流 直流分 補償
多重変圧器 偏磁 電

流検出 直流分 除去 補償電流指令 生成

2.5　試験結果

　自励式 SVC 工場試験 電圧発生 電流通流試験
行 現地 100%負荷通流試験

行 目標性能 満足 確認 電圧発生
電流通流試験 加 現地 実負荷状態 運転 補
償性能 確認後 実運用 入 主 試験内容 結
果 表 2 示

　 つくばエクスプレス秋葉原変電所向けPWM変
換装置

3.1　目　的

　2005 年 8 月 24 日 開業 秋
葉原 茨城県 市 最短 45 分 結 線路

延長 地磁気観測所 近接 直流
電化方式 採用 秋葉原－守谷間 漏

大地帰路電流 地磁気観測 与 影響 可能
限 小 必要
　 大地帰路電流 路線沿線 設 変電所間 電圧差

発生 変電所 出力電圧 一定
制御 PWM変換装置 採用 漏 電

流 抑制 富士電機 秋葉原変電所
PWM変換設備一式 納入

3.2　全体構成

　PWM変換装置 仕様 表 3 主回路構成 図 6

盤 外観 図 7 示 PWM変換装置
IGBT 採用 電力変換装置 多

重変圧器 構成
　 PWM変換装置 二重系 万 一 1台
PWM変換装置 故障 発生 場合 短時間

予備系 切 替 運転 継続 配慮

図3　自励式SVCインバータ盤の外観

スイッチング
タイミング
調整回路

分圧抵抗 電圧クランプ素子 IGBT

RC
個別
スナバGDU

RCD
クランプ
スナバ AC

3,600V
E dc

Q1

GDU
Q2

GDU
Q3

同上

図4　自励式SVCインバータユニットの回路図
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3.3　PWM変換装置の主回路技術

　変換装置 三相変換器 6多重構成 1多重 IGBT
3 個並列接続 上下 1相分 3台 構

成
　単位 回路構成 図 8 外観 図

9 変換装置 仕様 表 4 示 以下 特
長 述
（1）　IGBT 3 並列接続
　今回開発 IGBT 3 並列接続 単位

大容量化 図 素子過電圧保護
回路 省略 変換装置 小型化

実現
　IGBT 並列接続 場合 相互 電流分担 均等化
課題 今回 課題 解決 IGBT3

並列間 特性 加 部品配置
主回路 接続 配線長 考慮

（32）

表2　自励式SVCの試験項目

評価結果試験項目 目標性能

1.5％以下

±4％以下

±4％以下

異常なし

2％以下

±5％以下

無効電力補償精度
±5％以下

突流などで停止なきこと

総 合 高 調 波

無効電力補償精度

実 負 荷 試 験

表3　PWM変換装置の仕様

項　目

インバータ

多重変圧器

1,500V±0.5％（定常）

三相，22kV，50Hz

力行：3,000kW，回生：2,100kW（S種）

三相インバータ×6多重

9パルス（450Hz）

強制風冷方式

3,124kVA（S種）

22kV/6×850V

3,000kW
S種（100％：連続，200％：2時間，

300％：1分間）

仕　様

容　　　量

構　　　成

PWM方式

冷　　　却

容　　　量

構　　　成

定 格 容 量

定格直流電圧

受 電 電 圧

三相
22kV
50Hz

22kV/6.6kV

高圧配電系

DC
1,500V

レールへ

図6　PWM変換装置の主回路構成

図7　PWM変換装置インバータ盤の外観

＋

－
－

三相，77kV，60Hz

デジタル
フィルタ

系統電圧
指令

二相/
三相
変換

三相/
二相
変換

AVR

駆動指令

PWM

λ

－

＋

＋

＋

＋
dq

（有効分）
無視

d

（無効分）q
変換
（正相）

dq
逆変換
（正相）

dq
変換
（逆相）

d

q

d

q q

ACR

ACR

＋

－

＋
＋

＋

＋
＋

＋

＋ ＋

＋ －

dq
逆変換
（逆相）

20kV

図5　自励式SVCの制御ブロック図
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IGBT 特性 温度 変化 IGBT
温度 冷却 配慮 並列接続

実現
　主回路配線技術 IGBT 直流
部品配置 適正化 対向 導体 絶縁物
一体 適用 低

構造 低 構造
駆動条件 最適化 IGBT 使

用 可能
　 直流

軽量化 安全性 向上 図
（2）　短絡保護
　今回使用 万一 内 短絡故
障 発生 場合 IGBT 駆動回路 短絡
電流 検知 IGBT自身 遮断 行 短絡電流
抑制 保護方式 採用 駆動回路
短絡保護 行 同時 制御装置 異常状態 伝送
変換装置 安全 停止

　 保護 併用 短絡保護
回路 動作 場合 安全 停止 信頼性
向上 図
（3）　 構造

　 引出 可能 取 付
盤体 引 出 際 昇降 不要
交換 保守 点検時 作業性 安全性 向上

　 薄型形状 部品 平面状 配置
部品 容易 保守 点検作業 容易

行
（4）　冷　却
　 冷却 強制風冷方式 採用
　前述 IGBT 温度

個々 IGBT用 冷却風量
構造 冷却風 流路 冷却 必要

箇所 限定 内 盤
内 拡散 清掃 容易 行 配慮
　冷却 3 1 台取 付
使用個数 減 交換 保守 点検作業 簡素化

3.4　制御技術

　PWM変換装置 制御装置 全体制御用 64
RISC Reduced Instruction Set Computer

変換器制御用 32 DSP Digital Signal 
Processor 2 種類 浮動小数点 採用

並列演算 行 高速 高
精度制御 実現 自己診断機能
信号 機能 備 信頼性
向上 故障解析 迅速化 図

　図 PWM変換装置 制御 図 示
（1）　直流出力定電圧制御
　直流出力電圧指令 力行時 1,500V 回生時 1,530V
直流出力電圧検出 偏差 定電圧制御
AVR 行 AVR 出力 直流出力電流検出
加算 値 PWM変換装置 有効電流指令
AVR 約 100 m 周期 高速演算 行
微小 直流出力電圧変動 対 追従 可能

直流出力電圧検出器 特性 測定 検
出器 検出誤差 自動的 補正

直流出力電圧検出精度＋－ 0.5% 以下 実現
（2）　過負荷制限制御
　上記 生成 有効電流指令 力行時 300%
回生時 210% 過負荷制限 行 負荷 過大 場
合 過負荷容量内 安定 運転 実現

（33）

P

N

GDU

ヒューズ

IGBT

AC

GDU

直流
コンデンサ

図8　PWM変換装置インバータユニットの回路図

図9　PWM変換装置用インバータスタックの外観

表4　PWM変換装置インバータユニットの仕様

項　目 仕　様

1,500V

モジュール型IGBT3.3kV　1.2kA

1S3P2A

450Hz

光絶縁方式

強制風冷

定格出力電圧

適 用 素 子

素 子 構 成

スイッチング

点消弧信号

冷 却 方 式
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（3）　共振抑制制御
　車両 隣接変電所 PWM変換装置 共振 抑制
必要 直流出力電流検出 共振電流
分 抽出 抽出 共振電流分 逆極性 電流指令
有効電流指令 加算 共振抑制 行

（4）　力率 1制御
　有効電流指令 無効電流指令 交流 電流指令 変換

約 100 s 周期 高速 電流制御 ACR 行
力行 回生時 力率 1運転 実現

PWM 数 9 6 多重構成
発生高調波 低減 実現

高調波規制値

3.5　フィールド試験結果

　PWM変換装置 直流電圧 制御性能 評価

実施 実負荷試験結果 図 示 車両力行時 直
流電圧 1,500V 車両回生時 1,530V 制御
仕様 対 直流電流 変動 力行 回生 各

直流電圧 仕様 制御 確認

　あとがき

　電気鉄道地上設備用 装置
IGBT 適用 自励式 SVC

PWM変換装置 構成 主回路技術 制
御技術 特長 試験結果 紹介

電力 高信頼性 高安全性 要求 応
技術 利用 高性能 電力変換装

置 適用拡大 期待 新 電力変換装置 開
発 推進 所存
　最後 自励式 SVC PWM変換装置 開発 運
用 指導 協力 関係各位 深
感謝 次第
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図10　PWM変換装置の制御ブロック図
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図11　PWM変換装置の実負荷試験結果
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環境対応・省保守・小型化を追求した最新の直流変電設備

粟飯原 一雄 小林　正明 野尻　　尚

粟飯原 一雄

電気鉄道用変電 制御
技術企画業務 従事 現在 富士
電機 株式会社産業 交
通 本部交通 特機統括部
交通技術部
電気学会会員

小林　正明

電気鉄道用変電 制御
技術企画業務 従事 現在 富士
電機 株式会社産業 交
通 本部交通 特機統括部
交通技術部

野尻　　尚

高圧遮断器 開発設計 従事 現
在 富士電機機器制御株式会社器
具事業部技術開発 生産
開発部

　まえがき

　電気鉄道 効率 高 最 地球環
境 優 大量輸送機関
　鉄道用電力設備 関連 環境関連 動 半
導体冷却媒体 系物質 関 1987 年

会議 層破壊防止
CFC 1997 年 京都会議 温暖化

防止 PFC 規制
削減 絶縁消弧媒体 六 化硫黄 SF6

京都会議 削減
　富士電機 以上 地球環境保護 加 鉄道用電力
設備 必須要件 低
減 環境調和 省 安全性 信頼性 向上
小型軽量 実現 目指 各種製品 開発

本稿 直流 電変電設備 採用
最新鋭製品 24 kV 絶縁
C-GIS 純水沸騰冷却式 整流器 電力回生

100 kA直流高速度真空遮断器 HSVCB
回線単位形主制御用配電盤 紹介

　24kVドライエア絶縁C-GIS

　特別高圧用 信頼性 安全性 小型軽
量 省保守 耐環境性 求 従来 主
SF6 絶縁 C-GIS 適用 脱 SF6
化 実現 絶縁 C-GIS 開発 製品化

2003 年 納入 装置 外観 図 1 示
　大気圧近傍 絶縁耐力 SF6 1/3
程度 装置 SF6 同等 小型軽量 実現

最適圧力 選定 絶縁構造 最適化 複
合絶縁化 行 仕様 表１ 示
　 装置 主 技術的特長 以下
（1）　主回路絶縁 合理的 電界緩和 絶縁距離 被覆絶
縁 確保

（2）　 圧力上昇 SF6
大 万 一 内部事故時 拡大防止 目的
放圧装置 具備

図1　ドライエア絶縁C-GIS の外観

表1　ドライエア絶縁C-GISの仕様

項　目

定格ドライエア圧力

定格電圧

定格電流（JEM/IEC）

定格遮断電流

定格短時間電流

定格周波数

0.09MPa（G）

24kV

600/630A，1,200/1,250A

25kA

25kA，1秒

50/60Hz

50kV

125kV

運転電圧に耐える

固体絶縁

600mm

1,315mm

1,750mm

2,300mm

JEM1425，IEC60298

内　容

商用周波

雷インパルス

零気圧（ゲージ圧）

幅

高さ

正面保守

正背面保守

耐 電 圧

母線構造

標準寸法 奥行

準拠規格
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（36）

（3）　 中 酸素成分 期待寿命以上 絶
縁物 悪影響 及 確認

（4）　拡張性
　切離 容易 絶縁母線 採用 増設 拡張性
富
　構造 図 2 示

　 純水沸騰冷却式シリコン整流器・電力回生イン
バータ

　半導体変換装置 地球環境保護 観点
冷媒 CFC PFC 純水 切 替
整流器 電力回生 適用 2001
年以降数多 納入 特徴的 製品 好評 博

装置 外観 図 3 図 4 特長 図 5

示
（1）　地球環境対応

M

VD

①正面扉
②制御室ユニット
③ケーブル室ユニット
④気密容器
⑤固体絶縁母線
⑥断路器
⑦断路器操作器

⑧遮断器
⑨接地開閉器
⑩接地開閉器操作器
⑪避雷器
⑫避雷器用接地端子
⑬避雷器断路装置
⑭変流器

⑮ケーブル端末
⑯主回路ケーブル
⑰ケーブルブラケット
⑱電圧検出器
⑲放圧板
⑳背面カバー

⑲ ⑤ ② ⑱

①

⑦

⑧

⑩

⑫

⑮

⑰⑯

⑭

⑥

⑥

⑨

⑬

⑪

⑳

③

④

123540

1315

40

5
0

600

2
3
0
0

図2　ドライエア絶縁C-GIS の構造（正面保守形）

図3　純水沸騰冷却式シリコン整流器の外観

図4　純水沸騰冷却式電力回生インバータの外観

特長
地球温暖化係数ゼロ

地球温暖化防止

省スペース

高信頼化

高い安全性

省保守

純水（冷媒）

高電圧・大容量半導体素子

高効率

小型軽量

高い絶縁性と伝熱性を持つセラミックス

沸騰自然冷却

完全閉鎖構造

部品点数低減

高信頼絶縁

装置全体が接地電位

補機レス

じんあいレス

純
水
沸
騰
冷
却
式
シ
リ
コ
ン
整
流
器
・

　
　
　
　
　
　
　

電
力
回
生
イ
ン
バ
ー
タ

図5　純水沸騰冷却式シリコン整流器・電力回生インバータの特長とコンセプト
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　純水冷媒 小型軽量 高効率 3点 地球環境 優
製品 素子 自社生産品 国内最大容

量 5,000V/3,200A 1,500V/3,000 kW 6 整
流器 1 直列 1 並列 構成 伴 付帯部品
大幅 低減 結果 発生損失 40%減 当社従来比

（2）　省
　部品点数 大幅 低減 小型軽量化 容積
40%減 据付 面積 30%減 当社従来比
（3）　高 安全性
　水 導電性 充電部 冷却体間 強度 伝熱性
絶縁性 優 板 絶縁 装
置全体 大地電位 高 安全性 実現
（4）　高信頼 省保守
　半導体素子 加 抵抗器類 沸騰冷却
斬新 設計思想 主回路部 温度上昇 低減
完全閉鎖構造 実現 絶縁設計 JR基準

沿面 50mm以上 空間 30mm以上 適用
上記 直流高電圧 起因 集 作用 建屋換気

伴 内部汚損 十分 絶縁余裕 長期
信頼性 実現 内部清掃 不要化

　100kA直流高速度真空遮断器

　 電回路 開閉 保護機能 担 直流高速度遮断器 旧
来気中遮断器 HSACB 使
各部 損耗 起因 頻繁 保守点検 要 小型
軽量化 困難
　 課題 解決 省保守 小型軽量
50 kA遮断形直流高速度真空遮断器 HSVCB 製品化
1998 年以降数多 納入 安定 運転実績 有

　以下 HSVCB 基本事項 設計思想 近年
変電所容量 増大 保安性向上 応 製品化

100 kA 遮断形 紹介 基本構成 図 6 示

4.1　省保守・小型軽量を実現する原理

　HSACB HSVCB 遮断 処理 原理 図 7

示 HSVCB 高速動作 処理 小
加 HSACB 爆発的

処理 対 HSVCB 消弧装置
NLR 熱 処理 結果 真空

接点 消耗 小 保守点検 不要
必要 省保守 小型

軽量 実現

4.2　全領域遮断性能

　遮断器 規格値 実用上必要 電流領
域 確実 遮断 求 HSVCB 挙動
面 遮断電流領域 別 区分

挙動 表 2 範囲 図 8 示 各領域 考
方 以下 述

（1）　 1 副振動領域
　鉄道 毎日開閉 運用 多 頻繁
遭遇 小電流遮断 非常 重要 HSACB 空
気吹付 機構 実現 HSVCB 小電
流遮断 主振動 MOC 放電 非常 少

大半 電圧 電源 加極性 残存 回
路 小 NLR 動作 点

電源電圧 上回 逆電圧 発生 得 電流
減衰 長時間 要 遮断 領域 存在

（37）

検出・
制御回路

トリガ

MVI ：主真空バルブ
SVI ：副真空バルブ
MOC ：主振動コンデンサ
MOL ：主振動リアクトル
SOC ：副振動コンデンサ
SOL ：副振動リアクトル
MSw ：主振動スイッチ
RSw ：反発駆動スイッチ
TSw ：引外しスイッチ
MRC ：電磁反発コイル
NLR ：消弧装置
HCT ：電流検出器

主振動制御回路

充電・
監視

INV
（常用）

DC100V

AC200V
（予備）

反発駆動回路

充電・監視

トリガ

MRC
MVI

NLR

SOL

MOL MOC

MSw

SOC

SVI

HCT

TSw

制御

監視

外部信号
（DC100V）

計測用
アナログ出力

DC100V

RSw

DC1,500V

制
御

監
視

図6　HSVCBの基本構成

主回路電流

50kA23kA

12kA

2,700V

3,700V

1,500V

1,500V

400kJ

アーク
エネルギー
として消費
（損耗大）

熱エネルギー
として消費
（損耗なし）

接点損耗
（微少）

（a）HSACB

（b）HSVCB

7ms

20ms

極間電圧

主回路電流

50kA

75kJ

1kJ

極間電圧

消弧装置電流

真空バルブ
電流

真空バルブ
アーク電圧

図7　限流値とエネルギーの比較
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　富士電機 対策 副振動回路
付加 電流 確実 素早 減衰 方式 採用

　小電流遮断 電気鉄道用直流遮断器 規格 JEC7152
5 500A 回路 15mH以上 規定

最大値 規定
富士電機 負荷 列車 補機特性

最大値 考察 十分 余裕 100A未満
150mH 500A未満 100mH 規定

（2）　 2 自然転流領域
　列車 負荷電流領域
（3）　 3 強制転流領域
　列車 負荷電流 重畳 過電流 変電所直
下短絡領域 過電流領域 JEC7152 最大目
盛電流値 8,000A 以下 場合 8mH 8,000A 超 場合
5mH 規定 短絡領域 推定短絡電流 100 kA
電流突進率 10 × 106A/s 0.15mH 規定

4.3　100kA形の適用技術と製品仕様

　JEC7152 推定短絡電流 100 kA 場合 電流突進率

10 × 106A/s 50 kA器 対 推定短絡電流 2倍
電流突進率 3.3 倍 大幅 増大 以下 技術

実現 装置 外観 図 9 仕様 表 3

示
（1）　高電流突進率 対応 電磁反発機構 高速化
真空 1ms 以下 開極 電力用
交流遮断器 数十倍 速度

（2）　真空 電極構造 改良 遮断性能 大幅
向上

（3）　VCB本体 操作器 小型化 自動連結機構 改
良 大幅 小型化 投入操作器 高速巻上 約
2秒 低操作 低騒音化

（4）　装置 容積 VCB 本体 MOC NLR 含 全
体 最適化 50 kA 器 約 90% 縮小化

（38）

表2　各モードの挙動

モード

1
小電流領域での動作モードである。主真空バルブ遮断後，
主振動回路から副振動回路に転流させることによって確
実に遮断性能を確保する。

説　明

副振動
　　領域

2
負荷電流領域での動作モードであり，MOCと負荷の抵抗
　，インダクタンス　の間に2　　/　＞　が成立する場
合である。負荷電流は自然にゼロ点を迎えて遮断する。

自然転流
　　領域

3
大電流領域での動作モードである。回路エネルギーが大き
いため，MOCは十分に充電され，NLRが動作して遮断す
る。

強制転流
　　領域

LLR C R

図9　100kA HSVCBの外観
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領　　域

 回路インダクタンス
 遮断限流値
（a）副振動回路の境界
（b）NLRに転流する境界
（c）NLRのエネルギー限界

図8　各モードの範囲
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引出 放電接地機構 大幅 改良 保守点検時
高 安全性 確保

4.4　性能検証結果

　大電流遮断試験 小電流遮断試験 結果 述
（1）　大電流遮断試験
　性能検証結果 例 図 示
　推定短絡電流 100 kA 電流突進率 10.3 × 106A/s 回
路条件 限流値約 30 kA 遮断
（2）　小電流遮断試験
　性能検証結果 例 図 示
　副振動回路 効果 回路条件

100ms 以下 遮断
　以上 性能検証結果 装置 小電流領域 大
電流領域 全領域遮断性能 有

　回線単位形主制御用配電盤

　監視 制御 保護 要 主制御用配電盤 従
来 1/2 幅 350mm回線単位形主制御用配電盤 回線単
位制御盤
　電磁 代 形保護継電器 汎用

PLC 採用
ME 形配電盤 実用化 十数年 経

過 間 数多 実績 経験 電力会社向 回線
単位制御盤 実績 PLC 小型 高性

（39）

給与電圧

極間電圧

遮断電流

消弧装置電流

主振動コンデンサ電流

反発コイル電流

引外しコイル電流

1,520V

3,750V

4.83ms

30.7kA

29.3kA

31.3kA

図10　短絡試験オシログラム
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図11　小電流遮断試験結果

図12　回線単位制御盤の外観 

表4　回線単位制御盤の仕様

項　目

DC100V/DC110V

1,500V

4,500V

350mm

600mm

2,300mm

商用周波

雷インパルス

幅

奥行

高さ

内　容

制御電圧

耐 電 圧

標準寸法

N99-2583-2

表3　HSVCBの仕様

項　目

定格電圧

定格電流

定格遮断容量

定格遮断電流

動作責務

電流目盛

定格制限電圧

雷インパルス耐電圧

交流耐電圧

電流検出方式

選択率

定格操作・制御電圧

定格補助電源電圧

2,000A/3,000A/4,000A

100kA（突進率10×106A/s）

36kA以下

O-10秒-CO

4～12kA，2～6kA，1～3kA

電動・スプリング

電磁反発

コンデンサ転流

酸化亜鉛素子

20kV

AC5,500V　1分間

正方向または両方向

50％（使用/除外設定可能）

1万回

100回

DC100V/DC110V

AC200V

DC750V

2,500V以下

DC1,500V

4,000V以下

投入操作方式

開極方式

転流方式

消弧方式

機械的開閉

短絡電流遮断

動作方式

保証動作回数

内　容
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能化 背景 電気鉄道用回線単位制御盤 2003 年 製品
化 急速 普及 ME形
電磁 形配電盤 適用 外観 図 仕様
表 4 示
　特長 図 示
（1）　高 保守性 拡張性
　回線 独立構成 制御電源 盤区分 一
致 盤単位 確実 停電 可能 点検
作業 安全 容易 行 設備 部分更新 増
設 効率的 行
（2）　省
　小型 高性能部品 採用 構造 高密度実
装 幅 350mm 実現 設置 大幅 縮小

（3）　高信頼 省保守 化
　 保護継電器 内部回路 冗長化 自己診断機
能 信頼性 高 設備 重要性 一
重系 二重系 選定 ME形 PLC

操作表示器 POD 高信頼
化 操作性向上 計測 履歴記憶機能 充実 汎
用 LAN 遠方監視制御装置 結合
全体 化 図

　あとがき

　地球環境対応 省保守 小型軽量 三本柱 最新

直流変電機器 紹介
機器 基本設計思想 富士電機 長年 経験 基

知見 包含 例 省保守 観点
実運転状況下 部品特性 定期的確認

劣化状況 把握 基 交換周期 合理的 延
長 重要 課題 認識 積極的 取 組 部
品 設定 交換周期 大幅 延長 可
能 知見 得
　今後 富士電機 時代 製品開発
積極的 取 組 実績 基
最適化 加味 真 本位 製品 提供
所存
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特長

回線ごとの独立した構成
回
線
単
位
形
主
制
御
用
配
電
盤

小型高性能部品・引出しユニット構造

ユニット形デジタル保護継電器

プログラマブルコントローラ（PLC）

プログラマブル操作表示器（POD）

電源区分と盤区分の一致

実装密度向上

部品点数低減

自己診断

無接点化

インテリジェント化

優れた保守性・拡張性

省スペース（350mm幅）

高信頼・省保守

図13　回線単位制御盤の特長とコンセプト
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列車無線高度化システム

新井　　隆 永井　義久

新井　　隆

電気鉄道変電設備 電気鉄道用情
報処理
業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部交通技

術部担当課長

永井　義久

電気鉄道用情報 技術企
画業務 従事 現在 富士電機

株式会社産業 交通
本部交通 特機統括部交通技

術部

　まえがき

　鉄道分野 列車運行 管理 指令所 列車乗務員
連絡手段 列車無線 用 近年 携帯電

話 急速 普及 専用回線 通信 行 列車
無線 安全安定輸送 担 保安通信設備

重要 位置
　無線 電波型式 方式
方式 大別 方式 敷設
線区 容易 導入
考 方式 機能向上策 検討
　本稿 無線電波 使用 列車無線高度化

構成 機能 紹介

　システムの概要

　列車無線高度化 指令所 設置 中央
沿線 信号通信機器室 設置 基地局設備
車両運転台 設置 車載無線装置 構成
構成 図 1 示

2.1　中央システム

（1）　 伝送卓
　液晶 通話機
構成 列車 伝達情報作成 列車無線 鉄道電話

音声通話 行 操作画面 伝達情報 作成 送信
状況監視 履歴画面 列車無線画面 鉄道電話画面

データ伝送卓

プリンタ

表示装置

無線機
データ処理部内蔵

中央システム（機器側）中央システム（操作側）

既存設備連携用インタフェース

データ伝送サーバ

←列車位置情報

←受信データ
送信データ→

データベース
サーバ

指令電話
制御装置

回線分岐
装置

指令電話系

自動電話系

データ伝送
保守コンソール

指令電話
保守コンソール

データ伝送制御装置

車載無線装置
GPS衛星

基地局設備

プリンタ

プリンタ

データ伝送卓
デ
ー
タ
系
L
A
N

通
話
系
L
A
N

図１　システム構成
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画面 用途 応 画面 操作 伝達
情報 作成 含 主 操作 操作 行
路線 区間別 担当指令業務別 複数卓設置
（2）　 伝送
　情報伝達 必要 各種制御 表示 履歴 一元管
理 行 装置 制御系 伝送

構成 冗長性 確保 予備 設
起動時 選択 起動可能

設置 削減 両立 LAN
設 列車無線 部分更新 際 既

存設備情報入力 指令 関連 連携
共有 行
（3）　 伝送制御装置
　列車無線回線 回線制御 車載無線装置 送受信信
号 音声部 部 分離 合成 装置 音声
回線 不要 音 処理 装置 行
　主 中央 仕様 表１ 示

2.2　基地局設備

　無線部 線輪部 伝送付加装置 構成
車載無線装置 無線 信号送受信 中央 有線
信号送受信 行 装置

　基地局 呼 最大 10 局単位 中央
芋 式 接続

2.3　車載無線装置

　無線機 表示装置 構成 運転台

車掌室 1 設置 無線機 事故 故障
時 車外持出 運用 考 屋外仕様 携帯型 表
示装置 操作部 一体 表示 確認 列車
番号 設定 伝達情報 表示 印字操作 行
伝達情報 80 件 蓄積
　車載無線装置 仕様 表 2 示 列車 搭載
車載無線装置 図 2 示

表1　中央システムの仕様

項　目

指令電話系最大128回線

列車無線最大64回線

制御装置

データ伝送
　制御装置

仕　様

データ伝送卓最大16卓
（各2者扱い）

2台，モニタボリューム付

15型TFT液晶

汎用キーボード，マウス

制御サーバ，データベースサーバ

タワー型

512Mバイト以上

RAID構成

冗長化

ロッカ型

600Ω±20％以内

300～3,400Hzにて±3dB以内

3％以下

50dB以上

DTMF，プレス，MSKデータ

32ビットCPU制御 

列車無線回線，指令電話回線，
録音装置起動

収容回線

通話機

ディスプレイ

操作装置

構　成

形　状

メモリ

HDD

電　源

形　状

入出力インピーダンス 

周波数特性

ひずみ率

SN比

送受信信号

インタフェース

共　　　通

データ
　　伝送卓

データ伝送
　　サーバ

表2　車載無線装置の仕様

項　目 仕　様

LCD方式

表示文字数

表示文字

操作ボタン

印字方式

印字幅/紙幅

最高印字速度

最大印字けた数

データ入力形式

文字種類

１W

50Ω　不平衡

400MHz帯3波

F3E，F2D

単信

水晶発振による周波数シンセサイザ方式

ダブルスーパーヘテロダイン方式

公称電圧　7.2Ｖ

MSK

1,200ビット/秒

3.8型STNカラー

10文字×7行（全角）

英数字，仮名，漢字

15個（テンキー＋機能キー）

サーマルラインドット方式

48mm/58mm

50mm/s max

20けた

シリアル入力

漢字（JIS第１，第２水準）

無
線
機

表
示
装
置

プ
リ
ン
タ

空中線電力

空中線インピーダンス

周波数

電波型式

通信方式

発振方式

受信方式

電源電圧

データ
送信方式

変調方式

通信速度

図2　列車に搭載した車載無線装置
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　機　能

3.1　伝達情報データ送信機能

　伝達情報 運転変更事項 連絡 乗客案内 気
象 事故情報 指令員 作成 必要 列車乗務員
対 送信 機能 車載無線装置
受信 表示装置 表示

印字 行 図 3 送信 示
　音声 連絡 場合 比 次

 情報伝達 時間短縮
　音声 必要 復唱 内容確認 内容
筆記 時間 不要 情報伝達 時間 短
縮 結果 電波 有効利用 図

 事前連絡 可能
　列車乗務員 無線 扱 状態 運転操作中 検札

運転室不在時 前 連絡 乗務
員 都合 合 情報確認
　 重要 内容 情報 列車乗務員 確実 受
取 確認 乗務員 受領確認 要求
指令 受領応答 確認 機能 付加

送信 列車 移動体 時々刻々
変化 電波状況 通信 次 修
正処理 処理技術 用
（1）　 自動修正処理
　一 伝達情報 4 6 文字 化

符号化 行 車載無線装置 向 送信
車載無線装置 受信後 復号時 6
自動修正 技術 用

状 複数 電波伝搬経路 電界強弱 発生
修復

（2）　 処理
　数 修正 対応 対

指令 対 再送要求 出
送信 処理 追加

高架下 短 通過 短時間
欠落 補償
　電文 送信 際 修正処理 概要 図 4 示

（43）

中央システム 基地局設備
操作側 機器側

伝達情報作成

車載無線装置

TIDデータ更新

最適局決定

基地局制御
信号受信

基地局指定中

基地局復旧復旧完了復旧完了表示

制御完了

伝達情報
電波発信伝達情報送信

回線制御
基地局復旧

基地局制御
信号受信

伝達情報送信完了

送信状態表示

伝達情報送信
完了表示

伝達情報受信

完了応答

伝達情報表示，
印字

応答電波受信

回線制御
基地局捕捉，
周波数設定

伝達情報発行 最適局選局
シーケンス

図3　伝送情報の送信シーケンス

24文字

符号化 送信 正常

中央システム側 車両設備側

ブロック3のみ指令へ再送要求

順序どおり構築し，表示

伝 達 情 報 第

6 7 12 13 18 19

12 34 号 列 車 運 転 士 殿 内 容 ・ ・ ・ ・ ・

伝 達 情 報 第 12 34 号 列 車 運 転 士 殿 内 容 ・ ・ ・ ・ ・

1

伝 達 情 報 0 1 0 1 0 1 0 … 0 1 0 1 0 1 0 エラー判定，復号…第 伝 達 情 報 第

ブロック化
ブロック1

符号化 送信 正常
容 ・ ・ ・ 1 1 0 0 1 1 0 … 1 1 0 0 1 1 0 エラー判定，復号…・・ 容 ・ ・ ・ ・・

ブロック4

送信 正常
0 0 1 1 0 0 1 … 0 0 1 1 0 0 1 エラー判定，復号…

符号化 送信 数ビットエラー
12 34 号 列 1 0 1 0 1 0 1 … 1 1 1 0 1 1 1 エラー判定，復号…車 12 34 号 列 車1

1
↓
0
1 0 1

1
↓
0
1 …

ブロック2 自動修正

符号化 送信 復号不可
ブロックエラー運 転 士 殿 0 0 1 1 0 0 1 … 1 1 1 1 0 0 0 エラー判定，復号…内

ブロック3

運 転 士 殿 内

ブロック3ブロック3

図4　伝送情報のエラー修正処理の概要
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3.2　最適基地局選局機能

　中央 列車位置 駅構内 駅中間
2種類 把握 路線 駅
中間 基地局 電波 換 従来 指
令員 経験 基 基地局 選択 列車 捕捉

行 駅構内 駅中間 列車番号
対 標準運転時分 基 値 割 付 経過
時間 応 最適 基地局 選択 作成
伝達情報 送信 列車番号選択 音声通話
利用 送信周波数設定 列車位置

自動的 切 換
　図 5 最適局選局 概要 示

3.3　音声通話の利便性向上機能

（1）　呼出 時 列車番号 付加
　従来 列車 呼出 音声 聞 列車
判断 聞 取 場合 判断 時間

列車 呼出 自動的 列車
番号 付加 伝送 行 伝送卓 列車
番号 表示 列車 呼出
即座 判断 列車番号 選択 通話開始

（2）　後呼出 列車 無応答対策
　1 対 1 列車 通話 行 新
列車 呼出 指令 呼出 不明 列
車 指令無応答 状況 回線使
用中 新 列車呼出 場合 基地局 列車
番号 記憶 列車 対 話中音 発信

記憶 列車番号 通話 空 利
用 中央 送信 伝送卓 画面
通話中 新 呼出 列車

番号 表示 先 通話終了後 列車番号 選
択 列車 通話 開始

3.4　GPS情報処理機能

　車載無線装置 現在位置 経度 緯度情報 指令 送
信 GPS Global Positioning System 機能 追加

可能 以下 用途 利用
（1）　最適基地局 選択
　最適基地局選局 GPS 情報 活用 平常運
行時 運行 乱 選局精度向上
図 安定 無線通信 可能
（2）　防護無線 連動 指令 情報通知
　事故時 周辺列車 危険信号 発信 防護無線
連動 周辺列車 指令 防護発
報列車 列車番号 位置 把握 影響範囲 詳細
把握 事故 早期対策 復旧 貢献 GPS

情報活用例 図 6 示

　あとがき

　列車無線 機能向上策 述 公共交
通機関 安全 安定性 向上 求 中
指令員 列車乗務員間 連絡手段 列車無線

重要 設備 続 考 将来的 指
令員 列車乗務員間 通信以外 列車乗務員同士 列
車乗務員 駅務員間 通信 広

今後 各位 指導 仰 機能向上
図 所存

　 設計 製作 多大 指導 協
力 関係各位 深 感謝 次第

参考文献

（1） 　濱田高史 C 列車無線 利用 伝送
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□□駅

＊＊線

○○駅

△△駅

GPS衛星

事故発生

発報ボタンを押すと，
「発報情報」
「位置情報」を送信

地図上に列車位置を表示

関係者へ
電子メールを配信

発報
××列車
○○駅区間
発報

図6　GPS情報の活用例

　

　

　 　

（1）駅構内①にいるとき，「A基地局」を選択する（時間要素なし）。

1234
駅構内①

○○駅

A基地局 B基地局

駅中間 駅構内②

△△駅

（3）駅構内②にいるとき，「B基地局」を選択する（時間要素なし）。

駅構内①

○○駅

A基地局 B基地局

駅中間
1234
駅構内②

△△駅

（2）駅中間にいるとき，  0秒＜経過時間＜60秒は，「A基地局」
　　　　　　　　　　　  60秒≦経過時間は，「B基地局」を選択する。

1234
駅構内①

○○駅

A基地局 B基地局

駅中間 駅構内②

△△駅

図5　最適局選局ロジックの概要
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交流電界による電気集じん装置の高性能化

安本　浩二 瑞慶覧 章朝 河野　良宏

安本　浩二

電気集 装置 関 研究 開
発 従事 現在 富士電機
株式会社産業 交通

本部交通 特機統括部道路 空港
施設技術部

瑞慶覧 章朝

電気集 装置 関 研究 開
発 従事 現在 富士電機
株式会社産業 交通

本部交通 特機統括部道路 空港
施設技術部 博士 工学 電気
学会会員 IEEE会員

河野　良宏

電気集 装置 研究 開発 集
装置 企画 設計 従事 現

在 富士電機 株式会社
発電 本部川崎工場特機部

　まえがき

　今後 都市部 高速道路 環状道路 整備
多 延長 長

換気排出 中 浮遊粒子状物質 SPM
Suspended Particulate Matter 除去 電気集 装
置 ESP Electrostatic Precipitators 採用 換
気所 設置 ESP 高風速 低圧損
化 求 換気所用 ESP 構成

図 1 ESP 仕様 表１ 示
　 山岳部 海底 天
井部 都市部 換気所 数多 ESP 納入実績

集 率 外形寸法 維持 化 風
速 13m/s 高風速 圧力損失 350 Pa 以下 低圧損

ESP 開発 長年 ESP 課題
再飛散現象

（1）

防止 交流電界形 ESP 開発 成功
再飛散 防止 大粒径粒子 集 率 維
持 長時間 運転 可能 荷電 大粒
径粒子 再飛散 少 壁面 付着 少 環
境 優 交流電界形 ESP 開発 微粒子
集 率向上 交流高電圧発生装置 開発
PM2.5 粒径 2.5 m 以下 粒子 評価 粒径粒子

生体系 影響 懸念 粒径 100 nm以下
粒子 集 率 評価 行 研

究 開発 得 結果 紹介

　交流方式による再飛散の防止
（2）

2.1　目　的

　従来 直流 ESP 課題 再飛散防止 ESP 下流壁
面汚染 防止 直流 ESP 再飛散発生 下
流壁面 粒子付着 図 2 示 自動車排出
中 粒子 低抵抗率 主成分 帯

電部 負極性 帯電 粒子 集 部 集

排風機

電気
集じん機

吸込み

換気塔

図1　換気所用ESPのシステム構成

表1　ESPの仕様

項　目

幅　（ｍｍ）

高さ（ｍｍ）

奥行（ｍｍ）

処理風速（m/s）

2,000

3,230

1,700

7

寸　法
（8ユニット
　タイプ）

処理風量（ｍ3/s）

集じん率（％）

圧力損失（Pa）

31

80

120

9

40

90

200

11

48

80

250

13

57

80

350

ガス流

粒子
帯電粒子

帯電部 集じん部

ESP

直流高電圧

直流高電圧

壁面など

壁面など

風路

図2　 直流 ESPにおける再飛散発生と下流壁面への粒子付着の
モデル
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（46）

直 正極性 誘導帯電 集 粒子
近傍 電界 強 数珠状 凝集粒子 形成 集
粒子 凝集肥大化 風速 影響 受

再飛散 大粒径粒子 集 率 著 低下
再飛散粒子 静電誘導 帯電

ESP下流壁面 付着 汚染
　再飛散 防止 集 率向上 目的 誘電体被
覆型 水分 噴霧 正弦波交流電界 研究 行
集 部 正弦波交流電界 印加 再飛散 著
防止 明

（2）

交流電界形 ESP
効果 図 3 示 交流電圧 印加
極板凝集粒子 形状 数珠状 球状 極板

接触面積 増 風速 影響 受
再飛散 防止 平均印

加電圧 電界 小 微粒子 集 率 低
下 直流電界時 同等 集 率 得
集 部 矩形 波交流電圧 採用
集 率 向上 考

2.2　実験装置および方法

　実験装置 概略 図 4 示 内 浮遊粒子状
物質 模擬 自動車排出 大気
混合希釈

内 送 込 ESP 通過 吸引
外 排出 内 平

均風速 7m/s ESP 帯電部 集 部 構
成 電極構造 図 5 示 帯電部 接地平板
電極 放電線電極 構成 集 部 同一

高電圧用平板電極 接地用平板電極 交互 並
構造 帯電部 電極間 DC-11 kV 印加

放電 発生 一方 集 部 電極間 DC
－7.5 kV 矩形波交流 7.5 kV 印加 静電界 形成

粒子濃度 株式会社製
KC-01 用 粒径別 測定

2.3　測定結果

　直流印加時 集 率 時間特性 図 6 示
粒径 0.3 0.5 m 集 率 80% 程度 維持

粒径 2 5 m 負 集 率
ESP 上流 下流 粒子濃度 増加
大粒径粒子 集 率低下 稼動約 5分後 始

研究結果 再飛散 原因
分

　交流印加時 集 率 時間特性 図 7 示
0.3 0.5 m 2 5 m 粒径
集 率 80% 程度 示 300min 以上 著

低下 見 再飛散現象 効果的 抑制
明

　以上 結果 集 部 矩形波交流電界 形成
微粒子 0.3 0.5 m 集 率 直流電界

時 同等 維持 再飛散 効果的 防止
粒径 大 2 5 m 粒子 高 集 率 維

持

ガス流

粒子
帯電粒子

帯電部 集じん部

ESP

交流高電圧

直流高電圧

壁面など

壁面など

風路

図3　交流電界形ESPにおける効果のモデル

ガス流

ディーゼル
エンジン

ブースタ
ファン

混合槽 ESP

分流器

給気口

給気口 吸引ファン

大気

大気

大気

インバータ

図4　実験装置の概略

ガス流

38.5mmタングステン 9mm

824mm

ガス流

図5　電極構造

集
じ
ん
率
η
（
％
）

稼動時間　（min）t
6040200 80 100 120

－50

－100

－150

0

50

100

粒径　（　m）d
0.3＜　＜0.5d
2＜　＜5d

図6　直流印加時における集じん率の時間特性
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　高電圧発生装置の開発

　高電圧発生装置 帯電部 集 部 個別 高電圧
印加 2電源 構成 帯電部 負極性直
流電源 得 従来技術 制御方式
集 部 正極性 負極性 直流電源 得 高周波

PWM Pulse Width Modulation 制御

3.1　回路構成

　集 部 電源仕様 表 2 概略回路構成 図 8 示
高電圧発生装置 外観 図 9 示

　回路構成 正極性直流電源 負極性直流電源 一端
接続 出力端 電源 出力端 設

介 共通 負荷 接続 正極性直流電
源 正極性直流電源側 負極性直流電源
負極性直流電源 交互 動作
負荷 矩形波電圧 出力
　正極性直流電源 負極性直流電源 整流器

IGBT Insulated Gate Bipolar Transistor 減
流 昇圧変圧器 高圧整流回路 構成 高
速半導体 IGBT 素子

PWM制御高周波 採用 電源
出力端 設 高速開閉 可能 MOSFET
Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor
採用 直列 接続 印加 電圧
均等 分担 回路 過電圧抑制素子 並列 接
続 短絡保護 抵抗 ESP 電荷 放出

構成

3.2　特　長

　従来 正極性直流電源 負極性直流電源 直列 接続
出力端 設 交互 開閉

状態 2倍 電圧 印加 2倍 耐
電圧 必要 今回 正極性直流電源 正極
性直流電源側 負極性直流電源 負極性直
流電源 交互 動作 従来 比

耐電圧 低 抑 経済的
　直流電源 電圧 出力時間 任意 変更
可能 ESP 集 効率 最大 条件 設定

可能

　ナノ粒子の集じん性能

　近年 自動車排出 化技術 進
歩 伴 自動車排出 中 質量濃度 大
部分 占 粗大粒子 著 減少 一方 質

（47）

稼動時間　（min）t

集
じ
ん
率
η
（
％
）

20015010050 250 300 3500

－50

－100

－150

0

50

100

粒径　（　m）d
0.3＜　＜0.5d
2＜　＜5d

図7　交流印加時における集じん率の時間特性

表2　集じん部の電源仕様

項　目

整　流　方　式

変圧器入力周波数

定　格　電　圧

定 電 圧 精 度

定 電 流 精 度

リ プ ル 電 圧

集じん部

20kHz

±8kV

±5％以下

±5％以下

±5％rms以下

高周波インバータ
および昇圧整流回路

帯電部

商用周波倍電圧整流

商用周波数

－9.5kV

±3％以下

±3％以下 

±5％rms以下

整流
回路

高周波
インバータ
IGBT

変圧器
昇圧
整流器

主スイッチ
MOSFET

ESP

整流
回路

高周波
インバータ
IGBT

変圧器
昇圧
整流器

主スイッチ
MOSFET

正　 極　 性　 直　 流　 電　 源

負　 極　 性　 直　 流　 電　 源

図8　集じん部の概略回路構成

図9　高電圧発生装置の外観
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量濃度 少 個数濃度 圧倒的 多 粒子 生体
対 影響 問題視 粒子 大粒径粒子
比 粒径 小 肺 細胞 抜 血管 入

込 人体 悪影響 与 懸念
（4）

今後 換気排出 粒
子 高効率 除去 望
　 自動車排出 粒子濃度 20 500 nm

粒子 計測 可能 荷電粒子 電気移動度 利
用 Scannig Mobility Particle Sizer SMPS TSI 社
製 MODEL3080 用 測定 実験 用

自動車排出 粒径分布 図 示 粒径
分布 約 100 nm 最頻値

粒子 多 存在 分 一方 ESP
集 率 帯電理論上 粒径 100 300 nm 極小値

以上 個数濃度 多 粒径 100 nm以下
粒子 集 率向上 重要

（3）

ESP 粒子 集 率 測定 性能 評
価
　実験装置 方法 2.2節 同様 内
風速 5m/s 帯電部 電圧 DC-10 kV 集 部 電圧
DC-8 kV 矩形波交流 8kV 粒子濃

度 SMPS 300 nm以上
用 測定
　交流電界形 ESP 粒子 対 集 率 図

示 直流印加時 粒径約 500 nm 粒径
大 従 集 率 向上 傾向 示

粒径 500 nm以上 著 集
率 低下 再飛散 影響 一方 交
流印加時 再飛散 抑制効果 直流印加
時 比 粒径 500 nm以上 大粒径粒子 集 率 飛躍

的 向上 結果 粒子
集 率 相対的 低 値
　 粒子 集 率向上 電極形状 電極構
造 電極配置 印加電源波形 最適化 図 必要

　あとがき

　交流電界形 ESP 開発 成功 長 間未解決
再飛散 防止 可能 今後 特 都市

部 換気塔 排出 SPM除去用 活
躍 期待 粒子 集 率向上
他環境汚染物質 低減 開発 進 所存

　 研究 武蔵工業大学 共同研究 成果
指導 伊藤泰郎名誉教授 高橋武男教授 江原

由泰助教授 大学院博士課程高木康裕氏 関係各位
感謝 次第
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特機分野におけるパルスチューブ冷凍機の適用

竹内　孝行 松下　智行 大嶋　恵司

竹内　孝行

交通 特機
業務 従事

現在 富士電機 株式会
社産業 交通 本部交通
特機統括部防衛技術部担当課長

松下　智行

極低温小型冷凍機 開発 設計
従事 現在 富士電機
株式会社機器本部東京工場

機器部主任

大嶋　恵司

極低温小型冷凍機
応用

機器 開発 従事 現在 富士電
機 株式
会社機器技術研究所主任研究員
日本機械学会会員

　まえがき

　富士電機 冷凍機 基礎技術 1970
年代 国内初 赤外線暗視装置用小型 冷凍機
製品化 築 実績 後 継続

技術開発 国内初 含 三 地球観測用衛星
搭載 高 品質 信頼性
裏 小型 冷凍機 数万時間
長時間運転 実証
　 後 技術 多 低温応用 適用

狙 新 冷凍機 開発
2005 年 6 月 製品化 完了 販売 開始

　本稿 冷凍機 特機分野 適用
要件 紹介

　パルスチューブ冷凍機の概要

　 冷凍機 図 1 外観 示 圧縮
機 膨張機 位相制御機構 構成 冷凍機内
部 高圧 封入 圧縮機

運動 圧縮 膨張側 送出 膨張
機 冷凍機 異 寒冷発生用 機械的

持 塊 仮想 位置移動
圧力変動 管 位相制御機構 適正 位相
差 設 冷却 蓄冷器 冷熱 蓄

図 2 冷凍機 比較 原
理図 示
　 冷凍機 膨張機側 運動

接触 気密 摩耗 生 寿命 短
欠点 冷凍機 膨張

機側 機械的可動部品 高 信頼性 長時間
無保守運転 可能
　表１ 冷凍機 冷凍機 比
較 示 冷凍機 寿命 短

冷凍機 熱効率 小型
利点 特機分野 両冷凍機 使 分

信頼性 重視 小型化 志向 決
衛星搭載 長時間無保守 必要

冷凍機 優位 赤外線暗視装置
運用時間 限 小型化 要求

冷凍機 採用

　特機分野における用途とその要件

　 冷凍機 汎用分野 特機分野
極低温 用途 無保守運転 必要 冷凍機

最適
　 環境温度 外部振動 冷凍機 使 環
境仕様比較 主 室内環境 外部振動 地震

汎用分野 以外 特機分野
定義

蓄冷器

パルス管

冷却端

膨張機

圧縮機

位相制御機構

パルスチューブ冷凍機

専用電源

図1　パルスチューブ冷凍機と専用電源の外観
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　汎用分野 冷凍機 適用分野
高温超伝導材料 使 研究設備 蛍光X線分析

装置 冷却 液体窒素装置
置換 移動通信設備 隣接周波数帯

干渉防止 目的 超伝導 冷却 用途 考
特 移動通信設備 日本 数万局 世界中
数百万局 通信中継局 設置 考
数 多 必要
　特機分野 例 衛星搭載 場合 特殊仕様
以下 要求
 打上 時 大 機械力 耐
 宇宙環境 放射線影響 排熱機構

 長期運用 耐 運転寿命
 冷凍機 発生 機械力 抑制
 小型 軽量
 低消費電力
 地上試験 設置姿勢
　世界 衛星搭載用小型冷凍機 発生振動 高信
頼性 観点 冷凍機 傾向
富士電機 衛星搭載用 冷凍機 実績

仕様 満 冷凍機 開発
衛星 小型冷凍機 発生振動 精密測

定 検出器 揺 影響 照準設定 衛星
姿勢 影響 課題 冷凍機 採
用 0.1N 以下 機械的 乱力 期待

要求 達成 圧縮機側
運動 対向 配置 相殺 可動質量 均

一 位置検知 振動抑制運
転 考
　 冷凍機 信頼性 圧縮機 可動
部品 耐久性 封入 汚染 冷凍
能力低下 製造時 偶発
故障 管理 確保
　2006 年 3 月現在 冷凍機 屋外 含
複数台 冷凍機 連続運転 継続 3万時間以上
経過

　富士電機のパルスチューブ冷凍機の性能と適用

　富士電機 冷凍機 仕様 表 2 冷凍能
力 図 3 示

ガスピストン

イナータンス
チューブ

バッファ

①→②等温圧縮
②→③等容変化
③→④等温膨張
④→①等容変化

吸熱 吸熱

排熱 排熱

ピストン

圧縮機放熱機 蓄冷器 膨張機

圧
力
P

容積V

スターリング冷凍機
（膨張機に機械的ピストンあり）

パルスチューブ冷凍機
（膨張機にガスピストンあり）

圧縮機 放熱機 蓄冷器 膨張機

①

②

④

①

④

③

②

③

放熱

吸熱

図2　パルスチューブ冷凍機の原理図

表1　スターリング冷凍機とパルスチューブ冷凍機の比較

比較項目 スターリング冷凍機

小さい

容易

パルスチューブ冷凍機

小さい

制振制御が複雑

温度環境影響

大きさ

質　量

小型

軽量

スターリング冷凍機よりやや
　大きい
スターリング冷凍機よりやや
　重い

冷凍能力 15W以下 10W以下

発生振動 やや大きい
制振制御が必要 小さい

寿　命
信頼性

やや長い（1年）
部品点数がやや多い

特に長い（6年以上）
部品点数が少ない

保　守
点　検

１回/年
膨張機のシール交換

6年以上無保守
部分交換できない

ライフサイクル
　　　　コスト

パルスチューブ冷凍
　機より小さい

やや安価

取付け姿勢影響

運　転

高温時に大きい

安価
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　図 3 標準仕様 冷凍能力 2.5W以上 環
境温度 25℃ 冷却端温度 70K 入力電力 100W時

冷凍能力 入力電力 一定 所要冷却温度
高 大 入力電力 大
大 冷凍能力 得 富士電機

冷凍機 最大入力電力 160W 時 液体
窒素温度 77K 5W以上 冷凍能力 得

室温 25℃ 最低冷却温度 45K

　 冷凍機 高温環境 著 能力 低
下 環境温度 考慮 設計 必要
　 冷凍機 冷却端 上下 左右 全
方向 設置姿勢 変 場合 冷凍能力 変化 3%以
下 冷凍機 取付 自由度 高 GM

方式 冷凍機 10% 変化
比較 優位

　図 4 富士電機 冷凍機 用途 示  
横軸 冷凍能力 縦軸 冷却温度 示 網掛 部分
2.5W冷凍機 使用可能範囲 領域 用途 標
準仕様 冷却温度 70K 冷凍能力 2.5W 付近 移動
通信 超伝導 冷却 赤外線 冷却 高温超伝
導材料 冷却 冷却 適用

温度 高 80 150K 領域 CCD 環
境温度 熱雑音 抑制 有害 除去 目的

液化 用希 液化 用途
高 温度 CPU 冷却用 考

　あとがき

　超伝導材料 高精度化 今後 新 装
置 期待 高 温度 冷却 必要

侵入熱対策 必要 冷凍装置 寸
法 大 普及 至 高
温超伝導材料 登場 段 冷凍装置 小型化 容
易 侵入熱防護 可能 超伝導 比
較 小型 高性能 出来上
役割 一助 冷凍機 小型 冷凍機

　富士電機 汎用 環境
仕様 振動仕様 厳 特機分野 冷凍機 高
信頼性 要求 応 冷凍機 今後
提供

（51）

表2　パルスチューブ冷凍機の標準仕様

冷 却 温 度

冷 凍 能 力

温度安定度

消 費 電 力

質　　　量

寸　　　法

設 計 寿 命

環 境 温 度

70K

2.5W以上

±0.5K

100W

10kg

最大W266×D121×H251（mm）

5万時間以上

0～40℃

冷却温度（K）

冷
凍
能
力
（
W
）

160W

120W

100W

70605040 80 90 100

3

2

1

0

4

5

6

7

8

140W環境温度：25℃

図3　パルスチューブ冷凍機の冷凍能力特性

冷
却
温
度
（
K
）

冷凍能力（W）

CCD冷却
ITS（障害物検知）
X線分析装置

10.1 10 100 1,000

150

100

50

0

200

250

300

医療用磁気検出
埋設物探査
リモートセンシング

移動体通信基地局
超伝導研究用
検出装置

在宅用液体酸素製造装置
低温治療（液体窒素）

バイオ関係貯蔵
生体物凍結保存

エアコン
冷蔵庫

急速深冷凍庫

CPU冷却

低温治療

HTS素子

コールドトラップ

冷凍保管

酸素窒素液化

センサ
性能向上

電動機，発電機，
変圧器，限流器

2.5W冷凍機の使用可能範囲

図4　パルスチューブ冷凍機の用途
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低圧遮断器の動向と富士電機の対応

内田　直司 小塙 明比古

内田　直司

低圧遮断器 開発設計 低圧機器
全般 商品企画 従事 現在 富
士電機機器制御株式会社器具事業
部技術開発 生産 開発部
担当課長

小塙　明比古

低圧遮断器 開発設計 低圧機器
全般 商品企画 従事 現在 富
士電機機器制御株式会社器具事業
部技術開発 生産 開発部
長 電気学会会員 電気設備学会
会員

　まえがき

　 国 世界貿易機関 WTO TBT Technical 
Barriers to Trade 協定受入 決定 受 現在 国内
低圧電気設備 使用部品 国際規格 IEC規格 ISO
規格 整合化 急速 進行 1999 年 電気
設備 技術基準 解釈 以下 電技解釈 略
第 7 章 国際規格 取 入 IEC60364 適用 第

272 条 追加 国内電気設備 IEC規格 工事
認 併 IEC 規格 整合 JIS C 0364

発行 産業用 機械制御盤 電気設
備 関 規格 JIS B 9960 IEC60204 整合化
改訂
　 電気設備 機械制御 規格 国
際規格 IEC 規格 整合 加速
国 在来 電気設備技術基準

電気 機械 IEC 規格 電気 機
械 過渡的 併存 本稿

状況 前提 設備 使用 主要部品 配線
用遮断器 MCCB 漏電遮断器 ELCB 動向
富士電機 対応 基本的 考 方 述

　低圧電気設備を取り巻く変化

　低圧電気設備 取 巻 国 変化 図 1 示 上
述 電技解釈 在来方式 IEC 方式
2系列存在 同一設備内 混用 禁止

方式 合 MCCB/ELCB 適
用 要求 従来 MCCB/ELCB JIS
替 包合 IEC60947 整合

化 新 JIS C 8201 8220 発行 図 2

新 JIS C 8201 特 ELCB 漏
電保護特性 主回路欠相時 保護能力 関 規定上大

法規制・規格の変化
グローバル基準に統合（電気設備の構成変化）

■ 電気設備技術基準へIEC規格の導入，細則発行
　（TNシステム導入，感電保護，過電圧保護）

■ JISがIEC規格に一本化
　（遮断器設計基準の欧米流統一プラットフォーム）

■ 安全規格の導入と規則
　（ISO12100，IEC60204，労働安全衛生規則の改定）

■ 環境規制と温暖化防止
　（カドミウムフリー，鉛フリー，ハロゲンフリー熱可塑性樹脂，
　　省エネルギー）

図1　低圧電気設備を取り巻く最近の変化

電気設備規定による適用区分

新JIS 工事規定

規格番号 附属書 IEC工事 在来工事区分

電気事業法に基づく電技解釈の第3条～第271条の電気設備規定，
内線規程も含む。

OC：過電流保護装置

電気事業法に基づく電技解釈の第272条の電気設備規定を意味し，
JIS C 0364シリーズの規格。
JES C E0015(日本電気技術規格委員会編）IEC60364建築電気
設備設計・施工ガイド。

在来設備規定

混用不可

IEC設備規定

JIS C 8201-2-1
附属書1 ○ －

産業用
附属書2 － ○

JIS C 8201-2-2
附属書1 ○ －

附属書2 － ○

JIS C 8211
附属書1 ○ －

住宅用

附属書2 － ○

JIS C 8221
（OCなし）

附属書1 ○ －

附属書2 － ○

JIS C 8221
（OC付き）

附属書1 ○ －

附属書2 － ○

図2　低圧遮断器から見た設備への適用
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変化 電気安全 関 充電部接触事
故 対 感電防護手段 電動機 対 保護手段 規
定 大 変化
　一方 地球温暖化防止 関 京都議定書
発効 国 厳 二酸化炭素 CO2 削減義
務 負 CO2 削減 手段 一

使用 合理化 関 法律 省 法 適
用 拡大 強力 進 現在 商用 中小
工場 電気 管理 報告 義務

　需要家 省 目的 電力
計測 管理 簡単 構築 要求 高

要求 応 富士電機
管理機器 化 進 低圧設備

主要機器 低圧遮断器 監視機能 組

■ EU型マーケットへの変化

ユーザーニーズ・規制

背景　20kV/400V/230V
　　　系統的な製品規格
　　　（IEC/EN）

■安全基準の許容レベルの高さ
■ライフサイクルおよび
　システムコストの削減
■システムとして環境規制を重視

EN，UL基準，IEC＝新JIS対応

欧米・中国・アジアマーケット 間接輸出の問題

■400V系が中心の安全感覚
　 高遮断容量系列
　 感電保護のシステム化
■標準化ブロック単位の統合でトータルコストダウン
　 電動機保護の高度化ユニットでタイプⅡ保護
■環境規格を主導
■従来JIS品は実質的締出し

（旧）日本基準，（旧）JIS対応

変化速い

■CE/ULマーキング品の開発 ：高価格
■EN規格を詳細調査して対策 ：受け身
■認証期間での都度試験  ：手間多し

背景　6kV/200V/100V
　　　個別対応型の製品規格
　　　（従来JIS）

■安全基準の許容レベルの低さ
■単位初期コストの削減
■個別的な環境規制対応

これからの日本マーケット 移行

進
　出

これまでの日本マーケット

■200V系が主力の安全感覚
　 低遮断容量でOK
　 ELCB中心の感電保護
■規格安全と使用電圧安全レベル差
　 400V系へは絶縁オプション対応
■EU品と同等で安い価格で競合
■海外メーカーの参入
　 400V品→200V品はOK

■日本の受電システム，電圧体系をベースにした
　商品構成
■EU品を実質的に締出し
■旧基準ぎりぎりでOK，価格安
■単品の組合せで注文対応の盤構成
　　　：きめ細かい，しかしコスト高

変
化
遅
い

応
用
品

共通品？ 別製品？or

図3　市場の変化と低圧遮断器の変化

VDE：ドイツ IEC60947シリーズ
（EN，VDE，BS，

GB，JIS）
BS：英国

JIS：日本

GB：中国

UL：米国
UL，
ANSI

2系列化

GB JIS

UL，CSA EN BS，
VDE

低圧遮断器関係規格の国際標準化

－規格動向－
IEC規格とUL規格の対立

図4　低圧遮断器の規格動向

●低圧開閉器・遮断器共通

IEC規格 従来JIS

IEC 60947-1 －

●配線用遮断器（MCCB）

新JIS

附属書1

附属書2

附属書1

産業用

住宅用

JIS C 8201-2-1

JIS C 8211
附属書2

新JIS

JIS C 8201-1

IEC規格 従来JIS

IEC 60947-2 －

－ JIS C 8370

IEC 60898-1 －

－ JIS C 8370

●漏電遮断器（ELCB）

新JIS

附属書1

附属書2

附属書1

附属書1

産業用

住宅用

JIS C 8201-2-1

JIS C 8221
（OCなし） 附属書2

JIS C 8222
（OC付き） 附属書2

IEC規格 従来JIS

IEC 60947-2 －

－ JIS C 8371

IEC 61008-1 －

－ JIS C 8371

IEC 61009-1 －

－ JIS C 8371

図5　JIS の IEC規格整合内容
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込 対応 行

　低圧遮断器へのニーズの変化

　 章 低圧電気設備 取 巻 状況 変化 受 低
圧遮断器 対 主 要求事項 次 図

3

（1）　IEC規格整合化 JIS 対応 低圧遮断器 製品化
（2）　省 監視 制御 容易 電気
計測機能 持 遮断器 系列化 

（3）　電動機回路 短絡保護 高 安全保護
確保 遮断器 系列化 JIS B 9960 要求

（4）　地球環境保護 寄与 指定有害物質 低圧遮断
器 開発
　要約 国内外 規格 1台 満 真
遮断器 実現 図 4 顧客
満足 低圧遮断器 現製品系列
発想 大 転換 必要 新 発想

基本 従来 JIS 対応遮断器 高品
質 多様 堅持 IEC 規格 背
景 400V 配電 要求性能 具体化

図 5 富士電機 実現
章 対応 行 詳細 本号 別稿 新

MCCB/ELCB G-Twin 参照願

　低圧遮断器へのニーズに対する富士電機の対応

　富士電機 低圧遮断器 対 応
先行 多 要素技術開発 行

　例 ①UL489 IEC 規格 JIS 遮断責務 同時
満足 制御技術 ② 材 接点材 材料

技術 ③漏電検出 関 技術進化 ④電力計測機能付遮
断器 関 構造上 検討
　 要素技術開発 成果 注入 ①世界
中 電気設備向 同一製品 適用可能 G-Twin

②新 電動機保護 実現 小型
MMS ③省

電力監視制御 最適 FePSU 開発
行 要点 以下
（1）　MCCB/ELCB 新 開発
　図 6 IEC 整合化新 JIS 従来 JIS 廃番
示 現在 規格 移行期 低圧遮断器

在来電気設備 IEC 電気設備 対応
製品 使 分 必要 問題 解決 新

遮断器 G-Twin 図 7

250A AF 外観 図 8 示
　G-Twin 国 従来 JIS 遮断
器 寸法 一 遮断器 新 JIS/IEC 日
本 欧州 GB 中国 UL 米国 規格認証 取得

（54）

IEC規格

従来JIS

（整合化JIS）

廃止（予定）

この間，従来JISと新JISが並存

以後IEC規格の
変更をフォロー

2004年
12月末

2008年
9月末

新JIS

図6　JIS の整合スケジュール

現行品 G-Twin

CE品

グローバル品

国内新JIS品

●IEC60947-2　　＝25％

●UL489　Y回路480V
●cUL（カナダ）
　UL489（cUL）

●新JIS C 8201-2-1，2
（附属書1/附属書2）JIS C 8370

●GB（中国）
　CCC認証

I CS
●JIS C 8201-2
　CEマーク（TUV）

CCC品

UL品

JIS品

統合

統合

従来顧客

I CS

●UL489　　回路　480V
●cUL＝CSA
●IEC60947-2　　＝50％
●GB（中国）
●新JIS C 8201-2-1，2
（附属書1/附属書2）

◎UL489（cUL）＋CE
　マーク（TUV）＋CCC認証
　＋新JISマーク

図7　新グローバルMCCB/ELCBのコンセプト
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画期的 製品 特 両立 困難 480V
回路系統 UL 同一 遮断器 適用可能
大 利点

（2）　新 電動機保護 提案 MMS
　電気設備 対 IEC規格要求 国内浸透 伴
安全 関 種々 性能要求 出 MMS

電動機回路 過電流保護 実現 小型
最小 32AF 幅 45mm

新 寸法基準 性 追求 定格
遮断容量 50 kA AC460V 高 近
限流性能 有 図 9 製品 使用

下位 直列機器 例 電磁接触器 電線保護
保護 可能

（3）　電力量計測機能付遮断器 FePSU
　需要家 電気量 計測 削減 努力

省 法 対応 生産活動
低減 使用 削減意識 高

富士電機 踏
低圧設備 電力監視 制御 適 F-MPC
整備 提供 好評 得 図 示 新

設 設備 適 一体形 電力量計測機能付遮断
器 FePSU 系列化 本号
別稿 低圧配電 化 省
支援機器 図 6 示 監視 制御分
野 多様 対応 適材適所 製品選定
体制

　あとがき

　本稿 低圧遮断器 取 巻 環境 変化 概説
伴 顧客 分析 富士電機 対応例 述

低圧遮断器 WTO TBT協定 IEC 規格整合化
影響 最 多 受 機種 今後 需要家各位

実際 適用 深 中 発生 適用上 問題 対
積極的 解決 検討 進 所存 本稿
国 低圧電気設備 真 化 役立 幸

参考文献

（1） 　小塙明比古 低圧開閉機器 技術動向 富士電機 対応

富士時報 vol.74, no.11, 2001, p.596-603.

（ 55）

250AF　ELCB 250AF　MCCB

図8　G-Twin 低圧遮断器の外観

32AF 63AF

図9　MMSの外観

100AF 225AF 400AF 600/800AF

図10　FePSUブレーカの外観
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新グローバルMCCB/ELCB「G-Twin」シリーズ

久保山 勝典 小塙 明比古

久保山 勝典

低圧遮断器
開発設計 従事 現

在 富士電機機器制御株式会社器
具事業部技術開発 生産
開発部

小塙 明比古

低圧遮断器 開発設計 低圧機器
全般 商品企画 従事 現在 富
士電機機器制御株式会社器具事業
部技術開発 生産 開発部
長 電気学会会員 電気設備学会
会員

　まえがき

　富士電機 1990 年 世界 初 配線用遮断器
MCCB 漏電遮断器 ELCB 外形寸法 統一

発売 大 反響 支持 受
考 方 国 定
着 後 1992 年
国 初 内装附属品 取付 可能
1995 年 60 発表 外形寸法

化 進
　 2001 年 α 発売 経済
形 100A AF 以下 一層 小型
化 進 国初 国内外 規格 適用

品 上市 常 市場 変化 先取

　最近 市場 化 一層加速 2004
年末 MCCB/ELCB 従来 JIS IEC 規格 整合化

新 JIS 発行 化 明確
間 富士電機 前述 系

列 顧客 対象 各規格 準拠
認証 取得 製品 拡大 展開 市場

応 拡大 一
方 選定 購入 際 煩雑 生 改善要求 上

状況 富士電機 状況

踏 各要素技術 革新的開発 進 真
MCCB/ELCB G-Twin 125 400AF
開発 図 1

　本稿 G-Twin 特長 仕様 構成 概
要 述

　G-Twin MCCB/ELCB開発の背景と狙い

2.1　開発の背景

　JIS IEC 規格整合化 推進 受 低圧遮断器
JIS 図 2 示 整合 従来 JIS 2008 年度

廃番 新 JIS 統一 予定 主
改訂項目 以下

（1）　従来 配線用遮断器 漏電遮断器 低圧遮断器 3規
格 共通通則 1規格 回路遮断器 2編 漏電遮断器 3編
分割再編 図 3

（2）　上記 5編 中 遮断器 在来電気設備用 附属書 1
IEC 設備用 附属書 2 分類

（3）　電気熟練者 扱 前提 産業用遮断器
一般人 扱 前提 住宅用遮断器 区別

進化するツインブレーカ
グローバルツインブレーカ

2006年

1990年ツインブレーカ

スーパーツインブレーカ

αツインブレーカ

G-Twinブレーカ

図1　ツインブレーカの歴史

日本工業規格（JIS）が国際規格と整合（WTO/TBT協定）
建築電気設備に関する規格（JIS C 0364シリーズ）の整合を部材
　レベルで対応

2004年12月20日（従来JIS廃止予定　2008年9月）

MCCB
産業用MCCB
（低圧遮断器を含む）

(OC：過電流保護装置）

産業用：遮断器に関するIEC/SC17B
　　　　（低圧開閉装置および制御装置）
　　　　所管の規格をいう。

住宅用：遮断器に関するIEC/SC23B
　　　　（住宅用遮断器および類似装置）
　　　　所管の規格をいう。

住宅用MCCB

背景

IEC規格体系に合致
MCCB,　ELCBとも「産業用」と「住宅用」に分離

新JISの規格体系

発行

従来JIS 新JIS

ELCB

産業用ELCB

住宅用ELCB（OCなし）

住宅用ELCB（OC付き）

図2　新 JIS の体系
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図 4

（4）　産業用 ELCB IEC 規格 IEC60947-2
附属書 B 新 JIS 独立 規格 JIS C 

8201-2-2 図 4

（5）　ELCB 新 JIS IEC60947-2 Edition Ⅲ
Ed. Ⅲ 欠相時 動作 一部取 入 図 5

　上述 新 JIS 今後 低圧遮断器 設備 応
製品 使用 必要 遮断器 形式表示 明確
区分 求

2.2　開発の狙い

　富士電機 低圧遮断器 取 巻 状況 変化
分析 結果 今後要求 顧客 先
取 対応 真 意味
MCCB/ELCB 開発 必要 判断 要素技術開
発 先行 真 G-Twin 開
発 製品化 表１ G-Twin 開発 狙 要約
以下

（1）　世界 低圧遮断器規格 適合
　従来 地域別規格対応 個別対
応 合理的 1台 全規格認証取得 実
現

（2）　 IEC 規格整合化 伴 IEC 規格 改訂 同期 技
術対応

　最新 IEC 規格 対応 遮断器基本性能 見直

（3）　 EU 欧州連合 RoHS
注 1

規制 国内 各環境規制

　指定有害金属 除去 価格 材料 見
直
（4）　新 JIS/IEC 規格 UL489 遮断器 統合
　現行 維持 UL489 認証
480V品 IEC60947-2認証 400V品 同時実現
化 世界初

（5）　 流通 容易 遮断器本体 附属品 構成
　遮断器 附属品 統一 客様取付 実現
　JIS IEC 規格 整合 上記 狙

■新JISに共通な構成

IEC規格
特有の
要求事項

IEC規格と
従来JISの
共通事項

新JIS

共通事項1

◎附属書1は，IEC規格へ対応
 附属書1　⇒　IEC工事
◎附属書2は，従来JISへ対応　
 附属書2　⇒　在来工事

従来JIS
特有の
要求事項

共通部 ＋ ＋附属書1 附属書2

共通附属書

附
属
書
1

附
属
書
2

図3　新 JIS の内容区分構成

産業用と住宅用の区分新設 使用場所＝ ＋ 使用者区分

△：盤で端子部など安全性に配慮すれば使用可能

一般者：熟練者でも技術者でもない人
　　　　Ordinary person/uninstructed person/unskilled person.

熟練者：電気に起因する危険を避けることを可能にするため，これらに
　　　　関連した教育を受け，試練を積んだ人
　　　　Skilled person.

技術者：電気に起因する危険を避けることを可能にするため，熟練者に
　　　　より適切なアドバイスを受け監督されている人
　　　　Instructed person.

電気設備区分

新JIS附属書1

IEC電気設備

使用区分（使用者） 一般人 熟練者・技術者

区分 規格番号 オフィス 工場

△ △

△ △

○ ○

○ ○

○ ○

オフィス 工場

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

JIS C 8201-2-1

JIS C 8201-2-2

JIS C 8211

JIS C 8221（OCなし）

JIS C 8221（OC付き）

産業用

住宅用
新JIS附属書2

在来電気設備

＋

図4　低圧遮断器の適用区分

規格の変更内容

ELCB

要約
　三相のELCBにおいて，いずれかの１相が
　欠相した場合でも，漏電検出して動作すること。

（1）IEC60947-2およびJIS C 8201-2-2（IEC設備用ELCB）
3.1.2.2.1項 電源電圧喪失時に発生する異常状態（例えば，地絡によって）の

 場合に動作できるもの。
8.9項　 電源電圧喪失時における3.1.2.2.1項に基づいて分類する電源電圧

 依存形ELCBの動作を検証する。
8.9.1項　 三相システムの１相が欠相した場合（3極および4極ELCBに対し

 て）ELCB本体に0.85倍の電圧を印加する。
　　　　　 次に1相を開路し，他の2相の動作において漏電引外し時間を測定
 する。

（2）JIS C 8201-2-2（従来設備用ELCB）
3.1.2.2.2項 電源電圧喪失時に発生する異常状態（例えば，地絡によって）の

 場合に動作できないもの。

欠相

欠相

図5　IEC60947-2 Ed. Ⅲ ELCBの三相電源対応

表1　G-Twin MCCB/ELCBの顧客別適用の考え方

シリーズ
G-Twin
（グローバル
　スタンダード）

UL/CE/CCC/新JIS

G-Twin
（マルチ
　スタンダード）

機種系列

規格表示

富士グレー色

CE/CCC/新JIS

αツイン

新JIS

区　分

端子カバー標準装備

お客様
の選択

海外顧客

グローバル顧客

輸出顧客

国内専用顧客

A

B

C

D

A B C（D）

富士グレー色

A（B）C（D）

ブラック色

D

B
C
D

A

注 1 RoHS  電気電子機器 含 特定有害物質 使用制限
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具体化 遮断器 今後 国 標準 考

　G-Twin の特長

　図 6 G-Twin 外観 示
色彩 真 表 富士
色 統一 斬新

　一方 現在 黒色 α 国内
既存設備 整合 採用 顧客 運
用 考慮 継続 G-Twin 合 2 系列構成

　① 　世界各地 含 日本 設備 適用
MCCB/ELCB G-Twin

　② 　国内向 電気設備 中心 適用 MCCB/
ELCBα
2 系列 需要家 選択 自由度 拡大

　G-Twin 5 大特長 次
（1）　国内標準寸法 品
　図 7 G-Twin 機種統合 示 業界 初

国内標準寸法 新 JIS IEC GB UL
480V 系統 認証 取得 一 地域

適用 可能 従来同一機能 装置 盤 指定地
別 遮断器 選択 手間 製品 完全 省

画期的 製品
（2）　IEC60947-2 Ed. Ⅲ 取入 保守性向上
　EU 圏 輸出 CE

注 2

貼付
義務 CE 付 遮断器

IEC60947-2 系列 最新版 技術的要求 満足 必要
特 ELCB 配電電圧 接地系統 違

新 JIS 準拠品 IEC60947-2 技術的要求 満
G-Twin

　① 　ELCB 検出回路電源 三相入力化 欠相時
確実 動作 実現

　② 　ELCB 負荷側配線 機器 対地絶縁抵抗
試験 簡単 用切換

付与 業界初 図 8

　 完全 IEC60947-2 準拠 CE 対応
保守作業性 向上 図

（3）　米国UL489 AC480V 結線系統 対応
　低圧遮断器 真 化 最大 技術的

（58）

G-Twin
250AF

ELCB MCCB

G-Twin
400AF

ELCB MCCB

図6　G-Twin MCCB/ELCBの外観

現行品の
機種構成

G-Twinの
機種統合

コンパクトさ維持 すべての性能を同一構造品で実現

I CS

●UL489　　回路480V
●cUL＝CSA
●IEC60947-2　　＝50％
●GB（中国）
●新JIS C 8201-2-1，2
（附属書1/附属書2）

◎UL489（cUL）＋CEマーク
（TUV）＋CCCマーク
＋新JISマーク

IEC947-2
CE品

中国GB
CCC品

従来
JIS品

米国・カナダ
UL品

各規格の要求事項に合わせた形式構成

図7　G-Twin 機種統合の考え方

125AF以上に搭載

メガーテストスイッチの構成

スイッチユニット部

操作ボタン

スイッチ カバー

圧縮ばね

回転駆動レバー

メガーテストスイッチの機能

（1）操作部押込み動作で，本体
トリップおよびスイッチ開
路

（2）さらに，90度回転でロッ
ク，本体リセット不可，お
よびスイッチ開路

（3）操作部を元位置に復帰し
て，本体リセット可，およ
びスイッチ開路

（4）スイッチ開路でELCB投入
不可

耐圧スイッチ操作部

図8　保守用メガーテストスイッチの機能と構成

UL489　　系統遮断（480V） UL489　絶縁距離（480V）

三相遮断 480V 50kA“0-CO”

課題 単極480Vは，三相830V
（480×　　）遮断に相当する
のでコンパクトなMCCB/ELCB
では非常に難しい

課題 IEC/新JISの規準に対して
3倍以上の距離が必要

G-Twinでの対応 G-Twinでの対応
■基本技術として樹脂細げき消弧方式
　を開発して採用
■国内基準寸法品にてUL489 480V
　の単極遮断をクリア

O：遮断責務　　CO：投入遮断責務

■端子カバーを標準装備
■UL489適用のときは端子
　カバーを装着して絶縁距離
　を確保

沿面 極間　50.8mm

空げき 極間　25.4mm単極遮断 各極間
480V 10kA“0-CO”

3

図9　UL489 Δ系統の遮断責務と絶縁距離

注 2 CE  欧州 製品安全規格 合格 認証
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課題 旧 JIS 対応形 遮断器 UL489
AC480V Δ結線 責務 満足 否

G-Twin MCCB ELCB 同一寸
法 思想 維持 課題

世界 初 真 MCCB/ELCB
図 9

（4）　 構成
　遮断器 世界標準 125AF
250AF 400AF 接続端子

増 盤 適合性 高 図 遮断器内部
取 付 内装附属品 補助 警報 電圧引外

125 250AF 用 共通附属品 400AF
以上 共通附属品 2系列

性 向上 図
（5）　業界最高 環境 省 対応
　G-Twin 本体 附属品 含 EU環境
規制 RoHS 指令 完全 満足
　 機種 分岐回路

電力量 監視機能 伝送機能 持
G-Twin FePSU 省

支援機器 拡充 行 図

　G-Twin の定格・仕様の概要

　G-Twin MCCB/ELCB 完成 富士電機
構成 図

（1）　 全世界 規格 同一形式
対応 最高
富士 品

（2）　 国内 IEC 規格
圏

富士 品
（3）　主 国内電気設備 最適 新 JIS 準拠

黒 品
　需要家 MCCB/ELCB 規格別 IEC 規格
UL規格 新 JIS 使用 割合 応 上述 （1）（3）

標準 採用
従来 規格 MCCB/ELCB 使 分

手間 省 設備設計 手配 在庫 簡素化 大
寄与
　表 2 概略仕様 図 主
銘板 表示例 示

　G-Twin ブレーカの構造と技術

　G-Twin 基本構造 決定
思想 高性能化 実現

最大
　図 示 特 技術 追求
新消弧原理 漏電引外 部 全面見直 技術 深化
新素材開発 進 環境技術 要素技術

実現 商品化 行 以下
要点 述

5.1　 IEC 規格遮断責務と米国UL規格 480V Δ系統の遮
断責務の両立

（1）　IEC60947-2 UL489 両立 難易度

（59）

端子の柔軟対応 遮断器へ
直接取付け形

平形端子形

ブロック端子形
電線直接接続

圧着端子接続
バー接続

圧着端子接続
バー接続

図10　400AFの端子バリエーション拡大

図11　G-Twin の電力監視機能付 FePSUブレーカ

お客様の選択

G-Twinブレーカ

グ
ロ
ー
バ
ル
対
応
度

αツイン
新JIS
（黒色ブレーカ）

G-Twin
マルチスタン
ダード
（富士グレー）
CE，CCC，新JIS

G-Twin
グローバルスタンダード
（富士グレー）
UL489　系統
CE，CCC，新JIS

図12　MCCB/ELCBのシリーズ概念
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　新 JIS/IEC 規格 UL規格 違 表 3 示 表
UL489 要求事項 厳 分 従来

UL規格品 IEC 規格品 対 外形寸法 大
北米向 別 系列化 得

　特 結線 480V 1 線接地系統 1線地絡事故 想
定 単極遮断責務 絶縁距離寸法 確保
製品設計 大 壁
（2）　 遮断技術 IEC/UL 遮断責務

両立 技術
　可動接触子 初期 開極加速度 上 磁
気 固定接触子 組 合 配置 形状
最適化 三次元 多用

消弧室 冷却
効果 重畳 限流性能 革新的向上 図 IEC 規格

AC440V/50 kA 遮断時 通過 従来

（60）

表2　G-Twin MCCB/ELCBの仕様概要

極　　数

125AF

2，3，4

定格電流（Ａ）

形　　式

絶縁電圧（V)

外形寸法（mm）
3極

4極

690V

440V

400V

240V

480V

240V

遮断
容量
（kA）

JIS C 8201-2-1
附属書1，附属書2
IEC60947-2
GB14084.2
  cu /  cs

UL489  　系統
cUL

フレーム

（a）MCCB

15，20，30，40，50，
60，75，100，125

BW125JAGＵ

ー

30/15

30/15

50/25

25

50

Ｗ：60，
H：155，
D：68

BW125RAGＵ

5/3

50/25

50/25

100/50

50

100

Ｗ：90，
H：155，
D：68

2極

Ｗ：90，H：155，D：68

Ｗ：120，H：155，D：68

690

250AF

（2），3，4

100，125，150，175，
200，225，250

BW250JAGU

ー

30/15

30/15

50/25

30

50

Ｗ：105，H：165，D：68

BW250RAGU

5/3

50/25

50/25

100/50

50

100

Ｗ：105，H：165，D：68

Ｗ：140，H：165，D：68

690

400AF

（2），3，4

250，300，350，400

BW400SAGU

10/5

36/18

36/18

85/43

35

85

BW400RAGU BW400HAGU

15/8

50/25

50/25

100/50

50

100

20/10

70/35

70/35

125/63

65

125

Ｗ：140，H：257，D：103

Ｗ：140，H：257，D：103

Ｗ：185，H：257，D：103

690

II

極　　数

125AF

3，4

定格電流

形　　式

定格電圧　AC（Ｖ）

高速形
定格感度電流（mA）

外形寸法（mm）
3極

4極

440V

400V

240V

480V

240V

遮断
容量
（kA）

JIS C 8201-2-2
附属書1，附属書2
IEC60947-2
GB14084.2
  cu /  cs

UL489  　系統
＋UL1053
cUL

フレーム

（b）ELCB

15，20，30，40，50，
60，75，100，125

EW125JAGＵ

30/15

30/15

50/25

25

50

EW125RAGＵ

50/25

50/25

100/50

50

100

Ｗ：90，H：155，D：68

Ｗ：120，H：155，D：68

100-230-440　共用

30，100/200/500切換

0.1以内

250AF

3，4

100，125，150，175，
200，225，250

EW250JAGU

30/15

30/15

50/25

30

50

EW250RAGU

50/25

50/25

100/50

50

100

Ｗ：105，H：165，D：68

Ｗ：140，H：165，D：68

100-230-440　共用

30，100/200/500切換

0.1以内

400AF

3，4

250，300，350，400

EW400SAGU

36/18

36/18

85/43

35

85

EW400RAGU EW400HAGU

50/25

50/25

100/50

50

100

70/35

70/35

125/63

65

125

Ｗ：140，H：257，D：103

Ｗ：185，H：257，D：103

100-230-440　共用

30，100/200/500切換

0.1以内

I

IΔ

I

動作時間（s）at　 n

250AFの例

図13　G-Twin MCCBの主銘板表示例
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225AF比 70％ 低減
　限流性能向上 同時 消弧室 遮断器 負荷側 向
排出 流 構造 制御

確実 上 電流 点 迎
効果 UL規格 480V 単極遮断責務
図

5.2　漏電引外し部の技術深化

（1）　IEC60947-2 Ed. Ⅲ 適合 漏電引外 部 実現
　漏電引外 部 一定 漏電電流 発生 場合 検出
回路 信号出力 動作 本体 接
点 引 外 機能 有 IEC60947-2 Ed. Ⅲ
過電流保護器 使用 場合 想定

三相 1相 欠相 場合 漏電 検出
引外 要求 対応

遮断
アーク・ガス流制御遮断
＊高分子ガスによるクリーン消弧方式
＊細げき高スピード開極遮断方式

6
8
※

※125AF
　250AF

内装附属品
フレーム間共用化
UVRの内装可実現

メガーテストスイッチ
搭載による直接耐電圧
測定可能

ELR電流検出部（改訂IEC対応）
三相電源方式による1相欠相時
などの異常時動作への対応

図14　G-Twin ELCBの構造断面と開発技術

高限流遮断
アーク・ガス流制御遮断
＊高分子ガスによるクリーン消弧方式
＊細げき高スピード開極遮断方式

可動接点
（Cdフリー接点）

細げき効果によるアーク電圧
　上昇
アブレーション効果による

　アーク電圧上昇，可動子高速
　開極
細げき幅をコントロールする

　ことによる内圧上昇低減

開極初期の可動子反発力上昇

IEC規格440V
　　  50kA　  （50%）
UL規格480V 単極10kA
I cu I cs

固定接点
（Cdフリー接点）

磁気ヨーク配置

可動子カバー

細げき樹脂

可動子根元でのアーク
　発弧防止

図15　G-Twin ブレーカの遮断部構成

表3　UL489とIEC60947-2の要求事項の相違

主な要求事項

極　間

対地間

極　間

対地間

UL489

AC480V，
　接地系の要求

50.8mm

25.4mm

25.4mm

12.7mm

要求されない

要求されない

要求されない

IEC60947-2，新JIS

AC400V，
Y接地系の要求

10mm

10mm

5.5mm

5.5mm

必要

必要

6kV

空げき
絶縁距離

二重絶縁

アイソレーション

インパルス耐電圧

定格電圧

沿面絶縁
距離

構
造

電
気
的

短
絡
遮
断

4,000回at　  n
（機械的4,000回）

1,000回at　  n
（機械的7,000回）

電気的耐久
（250A）

過負荷開閉

端子温度上昇

50回at　6  n

50　deg以下

480Vで“O”-“CO”
（2回）

要求されない
サービス遮断
（  cs）

限界遮断（  cu）

各極ごと480Vで
“O”-“CO”

960V　1分間

12回at　6  n

70　deg以下

400Vで“O”-“CO”
（2回）

400Vで“O”-
“CO”-“CO”（3回）

要求されない
（メーカー値）

1,380V　1分間遮断後の耐電圧

地絡単極遮断

I

I

I

I I

I

三相電源回路構成採用
　1相欠相時動作可能
小型メガーテストスイッチ
　を内蔵

メガースイッチ

電子回路
（ケース内）

表示・引外しコイル
（ケース内）

ZTC

主回路導体

結線図

地絡電流
検出回路

ELR電流検出部（改訂IEC規格対応）
＊三相電源方式による1相
　欠相などの異常時動作への対応

R
S
T

図16　G-Twin 内蔵漏電リレー部の構成

ELCB内部回路

仕　様

電源側

動　作
主回路耐圧試験時にボタンを押し込み，スイッチオフにする。
機械的に自己保持する。
遮断器と機械的インタロックする。

過負荷短絡
保護素子

負荷側

ZCT

トリップコイル

メガーテスト
スイッチ

インタロック

漏電検出回路

テストボタン

定格電圧　100～480V
定格電流　1～30mA
接触抵抗　100mΩ以下
耐電圧　AC2,500V
絶縁抵抗　100MΩ以上
雷インパルス耐電圧　　　6kV
電気的耐久　100回
機械的耐久　1,000回

U imp

1

2

3

4

5

6

図17　メガーテストスイッチ回路と仕様

（61）
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新 小型電源回路 開発 採用
超小型化 動作 伝達 機構部品

化 小型 漏電引外 部 開発 図

結果 従来品 対 外形寸法 変 製品化
実現 250AF以下業界初

（2）　保守用 切換 搭載 業界初
　漏電引外 部 電源回路 ELCB 内部 主回路 接続

電路 時 ELCB
相間 高電圧 印加 回路素子 破壊

従来 ELCB 相間
注意 促 時

ELCB 配線 取 外 指導 不便
解消 G-Twin ELCB 漏電引外 部 内部

主回路導体間 耐電圧性能 有 切換 設
特 配線取外 作業 困難

125AF以上 G-Twin ELCB 標準装備 図

　 時 切換 操作

済 保守点検時 作業性 大幅 向上

　あとがき

　G-Twin 開発背景 特長 仕様 紹介 今
後 国内 電気設備 含 品 使用 装置
設計 生産 効率化 重要
考 G-Twin 先取 顧客各位
多様 要求 応 得 確信 考
方 低圧遮断器 次世代 製品

考 今後 顧客各位 批判 仰
一層 充実 図 所存

参考文献

（1） 　朝日信夫 新 小型配線用遮断器 漏電遮断

器 α-TWIN 富士時報 vol.74, no.11, 2001, 

p.604-610.

（ 62）
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新グローバルMCCB/ELCBの要素技術開発

中野　雅祥 恩地　俊行 杉山　修一

中野　雅祥

低圧遮断器 研究開発 従事 現
在 富士電機

株式会社機器技術研究所
電気学会会員

恩地　俊行

低圧遮断器 研究開発 従事 現
在 富士電機

株式会社機器技術研究所
電気学会会員

杉山　修一

低圧遮断器 研究開発 従事 現
在 富士電機

株式会社機器技術研究所副
所長 電気学会会員

　まえがき

　配線用遮断器 MCCB 漏電遮断器 ELCB 過
電流 地絡電流 発生時 配線 機器 人体 保護
役割 果 電気 使用 機器

装置 設備 建造物 設置 世界 至 所
使用 製品 性能 国

地域 規格 規定 歴史的 背
景 系統 構成 考 方 違 内容 異

部分
　現在 規格 統一 動 実
際 世界 見渡 IEC 欧州 UL
米国 GB 中国 IEC 同 JIS 日本
IEC 同 内容 日本固有 内容 2本立
規格 存在 例 IEC 仕様 UL 仕様 JIS
仕様 規格 合致 製品群 準備 供
給 実情 今回 新
MCCB/ELCB 真 製品群 目指

規格 対応 性能 1機種 満足
基本 開発 行
　本稿 従来 JIS 規格品 寸法
世界 規格 同時 満足 製品 実現 基本的
技術 述

　新開発したMCCB/ELCBの構造

　開発品 現行品 同 MCCB
ELCB 同一寸法 図 1 外観 示
　図 2 新 ELCB 構造 示 IEC60947-2 附属書
B Ed. Ⅲ 対応 3相 1 相 欠相 漏電保護
動作 可能 漏電電流 検知回路 各相
電源 供給 新 電源回路 開発 搭載

通常 機器 配線 異常 有無 回路 耐電圧 測定
確認 際 印加 電圧 ELCB 内

蔵回路素子 過大 故障 原因
防止 点検時 回路素子 通電部 切

離 耐電圧 用 新 開発 ELCB 搭
載
　 MCCB 構造 ELCB 構成機器 漏電
検知 動作 関係 部品 除 構成

筐体 遮断部 開閉機構部
同一構造

　新MCCB/ELCBに採用した要素技術

　 代表例 高遮断性能 1相欠相対応 漏

負荷側端子

ハンドル

電源側端子

図1　新MCCB/ELCBの外観 開閉機構部

遮断部

耐電圧テスト用
スイッチ

トリップコイル

1相欠相対応
電源回路

ZCT

図2　新 ELCBの構造
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電保護動作 筐体構造 高強度化 関 要素技術
紹介

3.1　高遮断性能

　低圧遮断器 遮断責務 IEC 規格 cs 責務 O-CO-

CO
注

規定 UL規格 極間 大 回復電圧
印加 1線地絡時 単極遮断 規定 1機
種 責務 対応 外形寸法 大

顧客要求 合致 困難 解
決 遮断技術 深化 重要 課題 以下
遮断時 流制御 細 構造 最適化 紹
介
3.1.1　ガス流制御

　従来 短絡電流 大電流遮断時 固定接触子 可
動接触子 周囲 設置 磁気
磁性体 介 磁界 加 流 電流
相互作用 発生 電磁力 駆動

押 込 冷却 電流 遮断
遮断部 高温高圧 圧力 低 周囲

向 流 生 今回 開発 前述 電磁力
加 流 利用 高遮断性能化

図 図 3 流 示 図
示 流 介 電源側 向

流 逆 開閉機構部 過電流 漏電検知部 介
負荷側 向 流 分 前者 流 増大

向 駆動

　図 4 押 込
検証 各 電位 測定 例 示
検証 回復電圧 高 過酷 UL489 規定
定格電圧 480V/ 結線 単極遮断条件 実施

測定結果 各 電位 何枚
押 込 判定 遮断 成否 関係

求 結果 図 5 示 図 示 電源側
負荷側 排出 流量 比 一定以上必要
電源側 負荷側 排気形状 最適化 吹 付
流 制御 押 込
枚数 増加 遮断 可能 判明

3.1.2　遮断部の細げき構造

　遮断部 周囲 製 樹脂 囲
細 構造 用 樹脂 効果

冷却 方法 採 限流性能 向上 高遮
断性能化 図 樹脂 距離 狭

効果 高 必要 逆
樹脂 蒸発 量 増加 冷却 電圧
増加 内部圧力 上昇

（1）（2）

筐体 損傷
今回 開発 細 形状 最適化

電源側ガス流

可動接触子

固定接触子

グリッド

アーク
負荷側ガス流

図3　電流遮断時の模式図

電
流
，
電
圧

時間（ms）

電流遮断点

電　 　圧
グリッド1
グリッド2
グリッド3
グリッド4
グリッド5
グリッド6
グリッド7
グリッド8
電　 　流

50 10 15

〈波形は上から〉
電圧

電流

図4　グリッド電圧の測定例

ア
ー
ク
が
押
し
込
ま
れ
た
グ
リ
ッ
ド
枚
数

ガスの流量比（電源側/負荷側）

遮断成功

遮断失敗

2

0

4

6

8

大 中 小

図5　アークが押し込まれたグリッド枚数と遮断性能

I 1

可動接点

固定接点
形状1 形状2

I 2

形状3

I 3

I 4

図6　細げき樹脂の形状

注 O-CO-CO 遮断 -投入遮断 -投入遮断
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内部圧力 上昇 抑 高遮断性能 実現
　短絡電流遮断時 見 電流 最
初 値 到達 時間 電圧
内部圧力 上昇 同時 内部圧力 上昇 遅

値 到達 今回 開発 時間差
着目 遮断初期 可動接触子 固定接触子
近 範囲 細 幅 狭 限
流性能 高 電流 値 抑 遮断後期

可動接触子 固定接触子 離 位置 細
幅 広 発生 電圧 増
加 抑 内部圧力 上昇 抑制 可
能
　図 6 細 形状 図 7 検証試験結果 示

図 細 幅 固定子 近 範囲 狭 離
位置 広 細 幅 狭 場合 形

状 1 同等 電流 抑 内部圧力 上昇
抑制 分

（3）

　以上 流制御 細 形状 最適化 述
遮断

（4）

適用 固定接触

子 可動接触子 磁気 遮断部 形状
最適化 高遮断性能化 図 IEC 規格

JIS 従来困難 UL489 規定
定格電圧 480V/ 結線 電流 遮断 1機種 可

能

3.2　1相欠相対応の漏電保護動作

　IEC60947 3 相 1 相 欠相 場合
漏電保護動作 要求

JIS C 8201 同様 規定 追加
　 対応 開発 漏電検知部 電源
供給 電源回路 適用 要素技術
紹介  
3.2.1　電源回路

　1相欠相時 漏電引外 用 電源供
給 可能 検出 引外 回路 電源供給
2相 3相 変更 必要 2相方式
1相 欠相 電源供給 3相方式
1相 欠相 残 2相 電源供給 可能

3相方式 1相欠相時 通常時
比較 電源電圧 低下 場合
安定的 電源 供給 必要 高電圧

低電圧化 高耐圧 負荷電流 定電
流化 低耐圧 2種類 組 合

2段方式 採用

（65）

0.2

0

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

電
流
ピ
ー
ク
と
内
部
圧
力
（
p.
u.
）

形状1 形状2 形状3

電
流
ピ
ー
ク
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図7　細げき形状が電流および内部圧力上昇に与える影響
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図9　電源回路の特性比較
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図10　トリップコイルの構造
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　図 8 現行方式 開発方式 回路構成 比較 図

9 同 電流－電圧特性 比較 示 図 分
従来 比較 定電流特性 大幅 向上
現行比 実装面積 71％ 消費電力 43％
大幅 低減

3.2.2　漏電引外し用トリップコイル

　 構造 図 示
漏電 検知 場合 検知回路 出力 受

動作 図 開閉機構部
外 ELCB 役割 持
通常 永久磁石 吸引力 圧縮

下方 保持 漏電発生時
電流 流 永久磁石 逆向 磁束 発生

反発力 上方 動作
ELCB
　今回 開発 前述 欠相動作 可能 電源回
路 内蔵化 伴 内部 減少 対応

動作解析 開発 最適化
図 結果 従来 1/2 容積 縮小

　対象 ms 短時間 動作
求 一方 位置 磁気

回路 電気回路 相互 依存 大幅 変
化 計算 細 必要

動作解析 有限要素法 利用 汎用 解析手法 適
用 膨大 手間 解析時間 要 実用的

磁気回路系 電気回路系 機械系

定式化 連成 動作 解析
開発

（5）（6）

　図 動作解析例 示 解析誤差
最大 10％程度 実用上問題 確

認 品質工学 手法 利用 性
検討 利用 形状 図 8 示 制
御電源回路 最適化 図

3.3　筐体構造の高強度化

　3.1.2項 述 今回 開発 遮断部
消弧室 細 形状 最適化 図 筐体内部
圧力上昇 抑制 以下 述

筐体 強度解析 行 構造 最適化 圧力上
昇 破損 防
　今回適用 解析 事前 検証実験
得 結果 筐体内部 圧力分布 入

力 分割 構成 筐体同士 締結
考慮 一体解析 工夫

図 短絡電流遮断時 解析 一例 示
　結果 基 短絡電流遮断時 実験 比較検証
行 筐体構造 高強度化 図

　あとがき

　低圧遮断器 開発 相互 関連 事象 特性
性能
例 構造 左右 最 大 要因 短絡電流

遮断時 想定 数ms 10ms 程度 短時間
温度 中心 10,000K 達 高温 圧力
大気圧 最大 数MPa 高圧力 上昇 状態

互 影響 最終的 遮断
成否 決 従来 電流 電圧 性能 直結
事象 対象 遮断器 外面 現 特性 測定

遮断器 内部 発生 現象
流 温度 圧力分布 把握

（66）
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図11　トリップコイルの動作解析例 図12　筐体のひずみの解析例
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性能向上 不可欠 場合
数値計算 手法 有力 武器 裏付

取得 重要 上記
通常 考 高温 高圧 条件 短

時間 現象 精確 測定 技術 開発 必要不可欠

　今回 開発 適用 要素技術 第一歩 踏 出
過 今後 関係各位 指導 支援 願
次第
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新グローバルMCCB/ELCBの環境対応技術

潮崎　克郎

潮崎　克郎

受配電機器 制御機器 新商品開
発 経 材料 環境対応
要素技術開発 従事 現在 富士
電機機器制御株式会社器具事業部
技術開発生産 開発部担当
部長 電気学会会員

　まえがき

　RoHS 指令 特定有害物質使用禁止指令 2003 年 2
月 13 日 発効 EU 欧州連合 官報 公示
指令 2006 年 7 月 1 日 6 種類 特定有害

物質 鉛 水銀 六価 臭素
化 PBB 臭素化
PBDE 使用禁止 義務
　 RoHS 指令 EU域外 影響 及 中国 韓
国 同様 規制 制定 動 日本

電気 電子機器 特定 化学物質 含有表示方法
JIS C 0950 制定

　新 MCCB/ELCB 配線用遮断器 漏電遮断
器 内外環境規制 十分配慮 開発

　新商品開発 材料 果 役割 大
本稿 新 MCCB/ELCB 開発

開発 支 材料面 幾
環境対応技術 紹介

　環境対応の規制動向

2.1　EUの主要な環境規制

　電気電子機器 直接規制 点 RoHS 指令
電機 最 注目 規制

EU 電気電子機器 関 幾 規制 施
行 施行予定 表１ 主要 環境規制 示

指令 ELV指令 施行 EuP 指令
2005 年 7 月 22 日 EU官報 掲載

　以下 EU 代表的 環境規制 紹介

表1　EUの主要な環境規制

～2003年

（1）パッケージ指令
　　（包装廃棄物指令）

（2）ELV指令
　　（廃自動車指令）

（4）RoHS指令
　　（特定有害物質使用
　　　禁止指令）

（5）REACH規則案
　　（化学物質規則案）

（6）EuP指令
　　（エコデザイン指令）

2004年 2005年 2006年 2007年～環境規制

2001年7月1日以降　①鉛，②水銀，③カドミウム，④六価クロムの合計が100ppm以下

回収率60％，リサイクル率55～80％を達成。～2008年12月31日

回収・リサイクルシステム構築

施行⇨登録期限：2008～2016年

再生率，リサイクル率の達成

2005年8月13日ラベル対応，リサイクル費用負担

2006年12月31日

2002年
5月22日
採決

2003年7月1日以降の販売車は原則として，①鉛，②水銀，③カドミウム，④六価クロムの使用を禁止

6種類の物質の含有を禁止
①鉛，②水銀，③カドミウム，④六価クロム，⑤PBB，⑥PBDE

最終採択 2005年7月22日EU官報掲載

2006年7月1日以降の
販売商品に適用

▼6月公表

▼7月インターネットコンサルテーション
　締切り

ただしバッテリーなどは除外，部品により規制開始時期の延期措置がある。

（3）WEEE指令
　　（廃電気電子機器
　　　指令）

医療機器，監視・制御機器は対象外

ほぼすべての電気電子機器が対象

エネルギー使用機器のエコデザインを要求。環境分野で初めてのニューアプローチ指令

化学物質の登録（リスク評価含む），評価，認可を義務づけ
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（1）　 指令 包装廃棄物指令
　EU域内 上市 包装物 適用 加
盟国 包装材 含 鉛 水銀 六価

段階的 削減 求 2001 年 7
月 1日以降 合計含有量規制 100 ppm以下
（2）　ELV指令 廃自動車指令
　自動車 廃自動車 解体
負担 義務 電機 重
要 2003 年 7 月 1 日以降 販売 自動車
原則 鉛 水銀 六価 使用

禁止 4物質 値 鉛 水銀
六価 1,000 ppm 100 ppm
（3）　RoHS 指令 特定有害物質使用禁止指令
　 指令 対象製品 次
　①大型家電 ②小型家電 ③ IT 通信機器 ④AV関
連機器 ⑤照明機器 ⑥電動工具 ⑦玩具 ⑧医療機器
⑨監視 制御機器　⑩自動販売機類
　現時点 ⑧医療機器 ⑨監視 制御機器 対象
外 EU委員会 見直 推進中
　 指令 前述 6物質 使用禁止

値 鉛 水銀 六価 PBB PBDE
1,000 ppm 100 ppm

2.2　国内の主要な環境規制

　国内 労働安全衛生法施行令 化学物質
審査及 製造等 規制 関 法律 加 建
築基準法等 一部 改正 法律 揮発性有機化合
物 VOC 排出規制 強化
　 前述 電気 電子機器 特定 化学物質 含有
表示方法 制定 7品目
特定化学物質 含有率 基準値以上 場合 表示 義務

　一方 先進的 企業 環境配慮 動 強化
独自 調達基準 制定 基

準 2.1節 述 RoHS指令 制定
EU指令 機能
示

　低圧器具における環境対応

3.1　対応の基本原則

　 述 内外 状況 踏 新
MCCB/ELCB 低圧器具商品 環境対応
下記 基本原則 開発

　  国内外法規 順守
　  製品開発 基 開発
　　 減量化 再資源化 環境保全化 安全性 処理容易

化 包装 合理化
　  環境管理物質 管理体制 構築

3.2　対象となる環境管理物質とその適用部位

　 MCCB/ELCB 図 1 示 部位
各種 環境管理物質 適用 場合

　  Cd 電気接点 各種樹脂材 顔料
　  鉛 Pb 接合部 顔料 各種添加剤
　  六価 Cr6+  亜鉛 処理

　  塩化 各種電線 可撓 性樹脂
　 快削黄銅棒 微量 不純物
含有 知
　上記 環境管理物質 工業的 非常 有用 物質
代替 新 適用技術 必要 以下 環境対

応 支 個別 材料技術 一端 紹介

3.3　カドミウムフリーの電気接点

　電気接点 温度 消耗 耐溶着 重要
銀酸化 AgCdO

系接点 幅広 電流領域 適用
慢性中毒 場合 腎臓 肝臓障害 骨軟

化 引 起 RoHS 指令 禁止物
質
　 AgWC系 AgSn 系 AgC 系 幾 銀
合金 代替接点材料 開発 主

AgWC系接点 消耗対策 述
　電流遮断時 接点消耗 MCCB/ELCB 本体 消弧室構
造 密接 関係 持 AgWC系接点 AgCdO 系接

バリヤ類
（塩化ビニル）

開閉機構部（Cr6＋）

外郭部の顔料（Pb）

電線類（塩化ビニル）接点部（Cd）
はんだ付け部（Pb）端子ねじ部（Cr6＋）

図1　従来のMCCB/ELCBにおける環境管理物質の使用例

20　m

図2　AgWC系接点の組織写真
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点 比 電流遮断時 消耗 多 図 2 AgWC
系接点 顕微鏡写真 粒径 微細化 均一分散化

接点自体 結合力 高 一方 MCCB/ELCB
本体 消弧室構造 工夫 接点上 停滞
期間 短縮 結果 図 3 示 消耗量

AgCdO 系接点 同程度 抑制 AgCdO 系接点
代替 実現

3.4　六価クロムフリーのクロメート処理

　金属材料 耐食性向上 目的 各種表面処理
施 亜鉛 上 不働態皮膜 形成 自
己修復性 六価 含有 処理 施
白 発生 抑
　 六価 長期 皮膚 触 皮膚
炎 潰瘍 起 RoHS
指令 禁止物質
　富士電機 液 技術協力 推進
同等 防 力 六価 液 適用

塩水噴霧試験方法 JIS Z 2371 基 72 時間
塩水噴霧試験 実施 供試品 図 4 示 同

等 耐食性 示
　一方 器具商品 特性 非常 重要

図 5 示 部品 有意
差 見 端子部締付 強度 電線引抜 強度 振動
試験 衝撃試験 各種 製品評価 行 問題

確認 切替 実現
　 結果 管理基準 反映 社内
工場 新 自動化 構築

3.5　塩化ビニルフリーの可撓性材料の開発
　塩化 安価 成形性 不適切 焼却

発生 安定材
鉛化合物 配合 場合 材料

器具商品 各種 電線類 可撓性 必要
類 使用

　塩化 禁止物質 新
MCCB/ELCB 使用 削減 材料

協力 代替材料 開発 着手
　樹脂材料 開発 可撓性 難燃性
関係 成分 工夫 盛 込 二

特性 両立 材料 開発 塩化 代替材
適用
　表 2 開発材 従来品 塩化 物性 示
開発材 鉛 UL94V-1 実現

3.6　自己消火・高強度ポリエステルプレミックスの開発

　中型以上 MCCB/ELCB 筐体
異常過熱時 形状安定性 熱硬化性材料
使用 熱硬化性材料 化

安全上 要求 自己消火性 重要
材料特性 JIS IEC 規格 統合

性能 耐 性能 特 重視
一方 MCCB/ELCB 筐体 短絡電流

遮断時 発生 大 内部圧力 荷重 機械的 高
強度 自己消火性 要求

（70）

電流時間積

消
耗
量

材料改良
構造改良

Ag-Cd0系（内部酸化法）
Ag-WC系（材料改良前）
Ag-WC系（材料改良後）
Ag-WC系（製品構造改良）

図3　短絡電流遮断時の接点消耗改良の工夫

図4　耐食性の比較（塩水噴霧72時間後）

(a) 六価クロムフリー処理 (b) 六価クロム処理

ト
ル
ク
係
数

M4ねじ
六価

クロメート

M4ねじ
六価

クロムフリー

M10ねじ
六価

クロメート

M10ねじ
六価

クロムフリー
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0
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0.4
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0.6

0.7

0.8
平均
平均＋3δ
平均－3δ

図5　トルク特性の比較

表2　新開発の可撓性材料と塩化ビニルの物性比較

難　　燃　　性

難　　燃　　剤

柔　　軟　　性

成　　形　　性

VOC    対    応

耐トラッキング

項　目

V-１

非ハロゲン系

合格

良好

問題なし

175V以上

新規開発材料

HB

－

合格

良好

問題なし

175V以上

従来材料（塩化ビニル）
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　新 MCCB/ELCB 充填
材 種類 粒径 工夫 材料混練粘度 適正化
UL94V-1 1.2mm 耐 性 600V 以上

960℃ 優 熱的特性 従来比 1.35 倍
衝撃強 持

開発 表 3 物性 示 材料 筐体 適
用 短絡電流遮断試験 各種製品評価 行 問題

確認

3.7　共重合タイプポリカーボネート材の適用

　最近 MCCB/ELCB 化粧
装着 従来 黒色 色 多用

用 材料 外観 寸法
安定性 重要 特性 短絡電流遮断
時 発生 内部圧力 一部 荷重 耐衝撃性 要求
強

　新 MCCB/ELCB 寸法安定性
耐薬品性 優 共重合 適用

　 図 6 図 7 示 部品 落錘衝撃試験 行
遮断容量 関係 把握 開発 部品
日常管理 活用

（71）

表3　新開発のポリエステルプレミックス材の物性

項　目

UL94　燃焼グレード Ｖ-１

105℃

130℃

120秒以上

120回以上

600V以上

960℃

1.15

1.35

HB

105℃

130℃

60秒以上

120秒以上

600V以上

960℃

1.0

1.0

新規開発材料 従来材料

電気的

機械的

ホットワイヤ着火性

高電流アーク着火性

比較トラッキング指数

グローワイヤ燃焼性

曲げ強さ（p.u.）

シャルピー衝撃強さ（p.u.）

相対温度指数
（RTI）

図6　部品衝撃強度試験の状況

部
品
衝
撃
強
度

MCCB/ELCB 遮断容量

図7　MCCB/ELCB遮断容量と部品衝撃強度の関係

顧客

製品開発
アセスメント基準

図面
取引先
選定・評価

取引先採用時の評価

ロットデータ

製造指示
出荷指示受注

発注

生産 開発 資材 製造 品証 取引先

出荷

契約書
取り交わし

グリーン調達
基準

製品抜取り試験
実施基準

作業標準

検査基準

不含証明
提出

RoHS初物審査
実施基準

評価

蛍光X線
分析

受入検査
部品加工

最終試験

部品倉庫

製品倉庫

組立

梱包
（こんぽう） 完成品

抜取り検査

データ管理

要求時に
データ提出

環境管理物質
品質管理基準

図8　環境管理物質の管理フローチャート
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新グローバルMCCB/ELCBの環境対応技術

　環境管理物質の管理体制

　 章 開発段階 環境対応技術 述
章 開発段階 技術 維持管理

体制 記
　富士電機 2005 年 10 月 富士電機

調達 第 2版 制定
欧州 RoHS 禁止物質 国内法 製造禁止物質 難

分解性物質 禁止物質 定 JIG Joint Industry 

Guideline 改正 取引先
調達 従 禁止物質

不含証明 管理物質 含有量 求
　 社内 受入 出荷 検査体制
充実 蛍光X線分析装置 装置
活用 蛍光X線分析装置 扱

誘導結合 発光分光分析装置 ICP-

AES 高感度 分析装置 判断
　 管理 異常処置
是正処置 活用 図 8 環境管理物質 管理

図 9 社内 分析装置 一例 示
　上記 富士電機 禁止物質 含有 商品
販売 乗 万全 体制

　あとがき

　新 MCCB/ELCB 環境対応 支 材料技
術 管理体制 一端 紹介 新商品
市場 発展 貢献 確信

今後 関係各位 指導 協力 仰 環境適用技術
努 所存  

参考文献

（1） 　井出稔 富士電機 Gr 環境 取 組 日本機械輸出

組合 environment Update. vol.7, no.3, 2005 年度
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図9　環境管理物質の分析装置の例（ICP-AES）
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新グローバル電動機制御方式

永廣　　勇

永廣　　勇

MMS
開発業務 従事 現在 富士

電機機器制御株式会社器具事業部
技術 開発生産 開発部主
任

　まえがき

　現在 市場 時代 突入
電動機制御分野 環境 大 変化 起
変化 中 特 顧客 設備設計 機器購入 対 影

響 大 変化 次
　①　JIS IEC 規格 整合 進
　②　顧客設備 統一仕様化
　③　設備 簡易化要求 強
　電磁開閉器 電動機保護兼用配線用遮断器 代表
富士電機 電動機制御機器 常 市場要求 技術動

向 先取 特長 商品 生 出 提供
国 分野 技術発展 貢献

　本稿 ① ③ 変化 触 化
対応 新商品 MMS

MMS 電磁接触器 組
合 適用 新 電動機制御方式
紹介

　規格の統合と電動機制御方式の変化

　近年 電気設備 使用 関
各国個別規格 IEC 規格 整合 行

国 同様 電磁開閉器 電動機保護兼用配
線用遮断器 IEC60947 整合 JIS  
C 8201 制定 変化 影響 工業
用機械設備 船舶用 電気設備 波及
例 NK 財団法人日本海事協会 船舶規格
遮断器 対 要求性能 従来 JIS C 8370

JIS C 8201-2-1 満足 規定事項
上述 各国個別規格 IEC 規格

整合 日本 世界共通 動向 図

1 欧州地域 身近
地域 同 例 中国 GB規格 韓国

電気用品安全管理法 IEC60947 整合 図

図 1 示 米国 UL 規格
除 主要 国々 規格 IEC 化

世界 IEC規格 UL規格 二 系列 統合整理

　前述 JIS IEC 規格 整合 図 2 示
電動機制御方式 変化 例 Safety 

of machinery － Electrical equipment of machines 機械 
類 安全性－機械 電気装置 関 規定
IEC60204-1 JIS B 9960 制定
電動機回路 電源接続点 過電流保護器 設置 規定

電気設備技術基準第 65 条 電動機 過負荷
保護 基本要求事項 合致
従来 電動機制御方式 図 2 A方式 過電流
保護器 電動機回路 設置 方式 電
動機回路 過電流保護器 設置 B方式 C方式
要求
　 新 電動機制御方式 MMS

適用 省 省配線
高 短絡保護協調 実現 非常 効率
電動機制御方式 以下 MMS 特長 構造

〔北米〕 〔欧州〕 〔アジア〕

開閉器・遮断器関係規格の国際標準化動向

VDE：ドイツ
IEC60947シリーズ
（EN，VDE，BS，

JIS，GB）

BS：英国

JIS：日本

GB：中国

UL：米国 UL，
ANSI

2系列化

UL，CSA EN GB KS JISBS，
VDE

図1　低圧開閉器の規格動向（IEC規格とUL規格の2系列化）
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述

　MMSおよびコンビネーションスタータの特長

　MMS 回路遮断器 短絡保護機能
過負荷 欠相保護機能 一 機器

図 3 MMS 主 仕様 表１ 示
　開閉器 性能 AC3 級 15 kW AC230V
30 kW AC400V 適合 電動機回路 直
入 開閉 可能 高頻度 開閉 遠隔操作

制御 要求 回路 適用 電磁接触器
組 合 構成

容易 行 図 4

外観 示 電動機回路
短絡保護 過負荷保護 開閉 満足
IEC60204-1 JIS B 9960 規定 電動機回路保
護 要求 対 適用 容易
　MMS 一番大 特
長 短絡電流遮断 限流性能 非常 優

限流性能 例 BM3RH形
AC230V 100 kA AC415V 50 kA 短絡電流 遮断

以下 MMS 遮断部 構造 述

　遮断部の構造と限流特性

　図 5 MMS 構造例 示 MMS 長年培
電磁接触器 電動機保護兼用配線用遮断器 MCCB

開閉 遮断技術 融合 2接点開極機構
採用 2接点開極機構 短絡電流
効率 駆動 構造 採用 開閉

接点消耗 通過電流時間積 2 低減 最適
方法 次 MMS 遮断原理 説明
　短絡電流 流 場合 MMS 可動接触子 固定
接触子 可動接触子 平行部分 流 異方向 電流
電磁反発力 作用 電磁反発力 開極動
作 始 可動接触子 転流板 設置 磁気
磁力 加速 瞬時 開極位置 移動
可動接触子 開極 後 固定接触子 発生 磁界

IEC60204-1　7.2項　過電流保護

A方式（日本）

MCCB

電磁接触器

サーマル
リレー

電磁接触器
　SC-O3～SC-N16は国際化対応製品
サーマルリレー
　3極3素子形，欠相保護機能付
　TKシリーズ

B方式（EU，USA旧動向） C方式（EU，USA現動向）

MCCB

MCCB

電磁
接触器

サーマル
リレー

MMS
　MCCB＋欠相保護付サーマルリレー
　の機能
電磁接触器：Eシリーズ
　SC-E02～SC-E7は国際化対応製品

MCCB

MMS

電磁接触器

対
応
製
品

M M MM MM M MM

図2　電動機の制御方式の変化と対応製品

＋

MCCBの機能
短絡保護
過電流保護
配線保護

サーマルリレーの機能
過負荷保護
欠相保護
定格電流可調整
周囲温度補償

MCCBとサーマルリレーの機能をコンパクトに一体化

MMSの特長

小型化 取付床面積　MCCB＋サーマルリレー：100％
　　　　　　　　　→MMS：43％

高遮断容量化 AC400V（32A定格） 25kA（標準型）
   50kA（高性能型）

短絡保護協調 IEC 60947-4-1 タイプ1，2

配線工数低減
MCCB＋電磁接触器＋サーマルリレー：100％
　　　　　　　　→MMS＋電磁接触器：50％

規格対応

国内規格：JIS C 8201-1，JIS C 8201-2-1，
　　　　　JIS C 8201-4-1，電気用品安全法
海外規格：IEC60947-1，IEC60947-2，
　　　　　IEC60947-4-1，UL508，
　　　　　CSA C22.2 No.14，中国GB

MMS

図3　MMSの機成と特長
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自己電流 駆動力 力
作用 転流板 転流

中 駆動 短時間 消弧
　上述 駆動 消弧 過程 十分 開極距
離 安定的 保 重要 MMS 短絡電
流 検出 瞬時引外 可動鉄心 動作 直接
可動接触子 伝 直動方式 構成 直動
方式 短絡電流 検出 開極 同時 行
電流 増大 前 開極 開始 電流 流

間 可動鉄心 瞬時引外 吸引 固定
直動方式 可動接触子 開極位置 固定

特長 構成 遮断 完了 開極
距離 安定的 保
　上述 遮断構造 現在 MCCB 比較 優

限流性能 全遮断時間 大幅 低減 図

6 遮断 比較 示 図 6 400V 
/50 kA 回路 MMS MCCB 遮断電流波形 比
較 MMS 遮断完了時間 3ms

MCCB 10ms 比較 大幅 短 分

（75）

70,000： n＝32A

表１　MMSの仕様

フレーム（A） 32 63

極　数

操作ハンドルのタイプ

定格電流（A）

定格絶縁電圧　 （V）/
インパルス耐電圧　　 （kV）

U i
U imp

3

ロッカー

0.16～32

AC690/6

Cat.A

AC-3

グループインスタレーション適合

有

最大設定電流の13倍

45×90×68

IEC60947-2，
JIS C 8201-2

IEC60947-4-1，
JIS C 8201-4-1

機械的（回）

UL508,UL508E

電気的（回）

定格使用電流　（A）Ie 240V

100

50

1.6以下

1.6～2.5

2.5～4.0

4.0～6.3

6.3～10

9～13

11～16

14～20

19～25

24～32

28～40

35～50

45～63

W×H×D

100,000： n＝0.16～25AI
I

I
I

使用カテゴリー

UL規格カテゴリー

過負荷・欠相保護

瞬時引外し特性

耐久性

定格限界遮断容量

外形寸法（mm）

I （kA）cu
IEC60947-2
JIS C 8201-2

415V

100

50

25

460V

100

50

15

10

690V

100

3

3

回転ハンドル

0.16～32

AC690/6

Cat.A

AC-3

グループインスタレーション適合

有

最大設定電流の13倍

45×90×79

240V

100

100,000： n＝0.16～25A
70,000： n＝32A

70,000： n＝32A
100,000： n＝0.16～25AI

I
I
I

100,000： n＝0.16～25A
70,000： n＝32A

415V

100

50

460V

100

50

35

690V

100

8

6

4

3

回転ハンドル

10～63

AC1,000/8

Cat.A

AC-3

グループインスタレーション適合

有

最大設定電流の13倍

55×110×96

240V

50,000

25,000

415V 460V 690V

100

100

50

6

50

35

5

基本形式 BM3RSB（標準型）
BM3RSR（標準型）

BM3RHB（高性能型）
BM3RHR（高性能型） BM3VHB（高性能型）

MMS
＋

電磁接触器

MMS

接続
モジュール

ベース
プレート電磁接触器

コンビネーション
スタータ

＋ ＋

＋

＋ ＋

図4　コンビネーションスタータの外観
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遮断電流 p 約 12 kA
MCCB 75%程度 限流

　遮断時間 短 遮断通過電流 小 遮断時 通
過 2 小 2 小

MMS 負荷側 設置 電磁接触器 対
熱負荷 小 図 7 富士電機 MMS

MCCB 遮断時 2 比較 示 図 7 MCCB
比較 MMS 2 1/5 以下 非常 小

分
　以上 短絡容
量 大 回路 適用

可能

　MMSと電磁接触器の短絡保護協調

　 市場 時代 入 国内顧客 工場設備

世界各地 設置 結果 設備 簡易化
要求 強 万一 短絡事故 発
生 製造設備 停止時間 短

復旧 迅速 行 電気設備 必要
電動機制御方法 上記 満足
短絡保護器 電磁接触器間 短絡保護協調 等級
IEC60947-4-1 2 保護協調 満 重

要
　IEC60947-4-1 MCCB 短絡保
護機器 電磁接触器 協調 保護

1 2 分類 1 短絡遮
断後 点検時 電磁接触器 部分的 全体 交換
必要 電磁接触器 損傷 接点溶着 認

2 点検時 電磁接触器 交換
引 続 使用 電

磁接触器 接点 回復可能 軽 溶着 除 損傷
認 組合

　富士電機 400V 18.5  
kW 2 対応 表 2 機種
一覧 示
　従来 MCCB 短絡電流 流 2 比
較的大 2 組合 構成 困難

2 非常 小 MMS 使
短絡電流 50 kA 400V 回路

短絡保護協調 可能 図 8 400V 50 kA
MMS 2 電磁接触器 接点溶着限界点 対比

示 MMS 2 80 kA2s 電磁接触器 限界
90 kA2s 対 小 値 性能

章 説明 富士電機独自 遮断技術 適用 結果
市場 設備

性 向上 貢献
　 2 要求 従来 JIS JEM 要求

IEC 規格 統合 新 JIS C 8021-4-1

（76）

開閉機構

内装付属品
挿入口

固定子

グリッド 転流板 アーク 直動部品 ケース

コイル

過電流検出部

瞬時電磁石

カバー

可動子

図5　MMSの構造例

－20 0 20 40
時間（ms）

電
流
（
A
）
，
電
圧
（
V
）

MMSの  pI

極間電圧

電流

MMSの　pV

同定格MCCB
の  p（参考）I

供試器　：MMS BM3VSB
遮断条件：三相 400V/50kA　責務“0”

図6　MMSとMCCBの遮断オシログラムの比較

10
10

100

100

1,000

10,000

sc rms（kA）I

2
 （
kA
2
s）

I
t

MCCB/SA100RA/40～100A

MCCB/SA100RA/30A

MMS/BM3RHB/32A

図7　遮断 I2t（MCCBとの比較）
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明確 規定 今後 2要求
適用 高 予測 富士電機

時代 先取

　コンビネーションスタータによる合理化例

　図 9 示
電源入力端子 接続
配線工数 大幅 削減 各種配線

部材 構成 具体的 効果 図 示 図

AC400V 2.2 kW 電動機 8回路 可逆 1回路 構
成 回路
適用 取付床面積 52% 配線工数 90%削減

以上 電動機回路構
成 合理化 非常 有効 分

　北米設備への適用

　MMS UL 規格 電磁接触器
押 同 工業用制御装置 UL508
該当 機器 分類

北米 米国電気工事基準 NFPA70 規定
分岐回路 先頭 必 回路遮

断器 UL489 短絡保護器 設置 義務
短絡保護器 保護協調 電線 長

太 特定 条件 満足 制御装置 UL508
認証 取得 条件

上位 回路遮断器 UL489 負荷側 複数回路
MMS 負荷 接続 可能 図 回
路例 示
　図 回路A NFPA70 規定 電動
機回路 基本構成 負荷 対 1対 1 回路遮
断器 UL489 接続 対 回
路 B 回路 C 認証
機器 構成 場合 回路C MMS 適用
場合 MMS 認証取
得 過負荷保護機能 搭載

省略 削減 省 化 有効

（77）

表2　コンビネーションスタータの機種一覧

外　観

容量+
タイプ1
全負荷
　　電流

容量+
タイプ2
全負荷
　　電流

0.06～
　　4kW
0.23～9A

0.06～
　　1.1kW
0.23～
　　2.5A

AC400V
BM3R
+

SC-M

0.06～11kW
0.23～22A

0.06～7.5kW
0.23～16A

BM3R
+

SC-E02～E05

15kW
30A

11kW
22A

BM3R
+

SC-E1

18.5～22kW
37～48A

15～18.5kW
30～37A

BM3V
+

SC-E1,E2,E2S

10
10

sc rms（kA）I

2
 （
kA
2
s）

I
t

50 100

100

BM3RHB/32A
/400V/50kA
遮断  2  領域I t

SC-E1（  e32A，AC3）
接点溶着危険領域

I

電磁接触器

MMS

図8　MMSの I2t 性能と電磁接触器の耐溶着危険性能の関係

電源入力
端子ブロック

ブスバー

ブスバーカバー
ブスバーのMMSに
接続しない充電部
の接触防止用

電線を使用しないで，
2～5台のMMSへ
簡単に給電が可能

MMSと電磁接触器
を電気的・機械的
に接続

電源回路の電線
接続部材

接続モジュール

図9　コンビネーションスタータシステム

電動機8回路，うち可逆回路1
AC400V　2.2kW

■MCCBによる制御盤 ■MMSによる制御盤

■使用機器

MCCB①
MCCB①

取付床面積
Δ52％減
（当社比）

配線工数
Δ90％減
（当社比）

機器 形式
主幹MCCB① SA103C
分岐MCCB② SA33C
電磁接触器③ SC-03
サーマルリレー TK-0N

■使用機器
機器 形式

MCCB① SA103C
MMS② BM3RSB

電磁接触器③ SC-M01

MMS②

電磁接触器③

ブスバー
電線

MCCB②

電磁接触器③

サーマルリレー④

図10　MMSを使用した合理化例（試算）
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章 述
　 通常
Suitable for tap conductor protection 導体保護  
二 分類 通常
分岐回路電線導体断面積 幹線 1/3 配線長 7.6m

以内 導体保護 認証 受
場合 分岐回路電線導体断面積 1/10 配線長 3m

以内 小 可能 電源
側 回路遮断器 UL489 同 定格 場合 多数
負荷 接続 効率 回路 構成

導体保護 認証 取得 厳
短絡遮断試験条件 必要 MMS

前述 高 限流遮断性能 導体保護認証 取
得
　北米 電動機分岐回路 MMS 回路遮断器
UL489 代 短絡保護器 使用 特別
条件 富士電機 MMS

UL508 E F 機器
認定 受 場合 回路D E
F 機器 適用 構成 示 UL508 E MMS
用 場合 分岐回路 設置 回路遮断器UL489
省略 効率 回路 構成

図 UL508 E MMS 外観 示 E
回路遮断器 UL489 規格 絶縁距離 表示

明確化要求 対応 標準 MMS 端子
短絡警報接点 装着 構成 E

①保護機器数 最少 ②
適用 電線 長 太

短絡保護協調 複雑 適用 計算 必要
電動機 馬力 MMS 選定

　MMS E
適用 IEC 規格 UL規格 違 別 機
器 選定 必要 MMS

IEC 規格 UL規格両方 対応

回路A：基本回路

TypeF
（MMS＋CTTで
　コンビネーション
　スタータにした
　場合）

MCCB
UL489

MCCB
UL489

CTT
UL508

TOR
UL508

M

MCCB
UL489

CTT
UL508

TOR
UL508

M

MCCB
UL489

CTT
UL508

TOR
UL508

M

回路B：一般的な回路例
（Group Installation適用）

MCCB
UL489

MCCB
UL489

CTT
UL508

TOR
UL508

M

CTT
UL508

TOR
UL508

M

MCCB
UL508

MCCB
UL508

MCCB
UL508

CTT
UL508

TOR
UL508

M

Group Installationを適用
し，UL489MCCBを減らし，
UL508MCCBを採用した
場合

回路C：MMS使用回路例
（Group Installation適用）

MCCB
UL489

MCCB
UL489

CTT
UL508

M

CTT
UL508

M

MMS
UL508

MMS
UL508

MMS
UL508

CTT
UL508

M

UL508MCCBと
UL508 TORをMMSへ集約

回路D：TypeE，F回路例

MCCB
UL489

CTT
UL508

M

基本回路のUL489MCCBと
UL508TORをMMS
（UL489MCCBの代替）
へ集約

NEC
（National Electric Code）
電動機保護回路基本構成

MMS
UL508
TypeE

CTT
UL508

M

MMS
UL508
TypeE

CTT
UL508

CTT

M

MMS
UL508
TypeE

MMS
UL508
TypeE

図11　北米における電動機制御回路例

短絡警報接点

端子カバー

図12　UL508タイプ EのMMSの外観

圧着端子R1.25-4からR8-4まで2枚接続可能

取付け：端子カバーを
　　　　スライド押し

取外し：端子カバーの中心部を
　　　　押し，スライド引き

①

②

図13　MMSと丸形圧着端子の取付け

（78）
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真 製品 制御盤 共通
化 大 貢献

　グローバル製品とローカルニーズの対応

　 章 述 MMS
化 対応 製品

製品 個別要求 特別 構造
応 重要 対応 国
内固有 配線方式 対応 丸形圧着端子形MMS

化
　 BM3R□ R 400V 15 kW 対応

特長 端子 取扱 性向上 考

方式 点 図 本
今後 対応 考

　あとがき

　設備 化 伴 電動機制御分野 関 環
境 変化 MMS
環境変化 対 適切 対応 電動機制御機器
紹介 今後 蓄積 技術 経験

顧客価値 合致 商品 提供
所存 引 続 顧客各位 指導 願

次第

（79）
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低圧配電システムのネットワーク化と省エネルギー支援
機器
鹿野　俊介 高島　敏和 大石　晴信

鹿野　俊介

回路 回路 設
計 従事 現在 富士電機機器制
御株式会社器具事業部技術開発
生産 開発部

高島　敏和

電力監視機器 保護継電
器 開発 従事 現在 富士電機
機器制御株式会社器具事業部技術
開発 生産
機器開発部

大石　晴信

産業用 制御装置 設計
従事 現在 富士電機機器制御
株式会社器具事業部営業技術部主
任

　まえがき

　地球温暖化現象 層 破壊 現在 環境問題
解決 地球規模 課題 国際的 環境保護活動
地球環境 保全 改善 対 関心

高 代表的 国際環境保護活動 気候
変動 関 国際連合枠組条約締約国会議 COP

1997 年 12 月 京都会議 COP3 京都議定
書 基 1999 年 使用 合理化 関

法律 省 法 改正 行政指導 強

化 始 2005 年 2 月 京都議定書発効 踏
2006 年 4 月 省 法 再改正 施行
運 改正 運輸 住宅
建築分野 使用 合理化 一層進

工場 事業所分野 従来 熱
電気 分離区分 廃止 熱 電気
合算 規制 従来 比

第一種 第二種 管理対象工場 事業所数 拡大
産業部門 消費

率 約 70％ 約 80％ 拡大 図 1 省
法 変遷 示

　 間 消費傾向 産
業部門製造業 生産量 増加 消費原単位 削減

横 民生 運輸部門
推移 一貫 増加傾向 国際公約 削減目標

2008 年 2012 年 間 1990 年比 6％削減
産業部門 民生部門 今後一層

消費 削減努力 課
　一方 保護 社会的責任 重要性 認識 高

国際規格 ISO14000 基 環境

1973年　オイルショック

1997年 COP3「京都議定書」採択

2002年6月「京都議定書」批准

2005年2月「京都議定書」発効

エネルギーの使用量の削減を狙い

2008～2012年には1990年の6％削減

地球規模の環境影響保護を狙い

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」 
（省エネルギー法）　1979年6月制定

省エネルギー法改正②　2003年4月1日施行

省エネルギー法改正①　1999年4月1日施行

第一種指定対象を大規模オフィス，ホテル，官公庁などに拡大
トップランナー機器の拡大，待機電力削減，

　マネジメントシステム

省エネルギー法改正③　2006年4月1日施行予定
広く産業，民生，運輸，住宅，建設分野などの規制強化

図1　省エネルギー法の変遷

（
年
度
）

（％）

生産増強

出典：省エネルギーセンター編．省エネルギーデータ集2004年版

40200 60 80 100

1995
5.0

1996
4.8

1997
3.8

1998
3.8

1999
4.7

2000
3.7

2001
4.3

2002
5.0

2003
5.2

2004
5.4

維持 研究開発
省エネルギー・環境 合理化 その他

図2　製造業における設備投資比率の推移
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認証取得 行 事業所 拡大
今 企業 社会的責任 含 地球環境 取組 経
営 重要課題 一 位置 図 2 製
造業 投資目的別構成比 省 環
境保全投資 比 推移 示 図 分

斬増 着実 対応 拡大 見

　省 法規制対象事業所 ISO14000 導
入事業所 省 活動 取組
電気施設 電気使用量 計測 記録 必須
取組 PDCA Plan-Do-Check-Action 回 仕組

求 省 法
管理指定事業所 5年 1回 経済産

業局 立入 検査 行
　上述 背景 特別高圧 高圧受配電設備
低圧配電設備 省 機器

商品 普及 進 従来 電力設備保全
管理 含 融合 行 今後

監視 制御 診断 含
化 化 加速 予測

　本稿 低圧配電設備 管理
動向 述 適用

普及 著 低圧配電設備用 省 支援機器
化 配電設備 監視 制御

適用 含 動向 述

　受配電設備における省エネルギー活動の推進

　省 法 ISO14000 省
取組 基本 現状把握 基 継続的 改善

推進 取組 図 3 示 PDCA
細 回 見 仕組 構築 重要

見 仕組 第一歩 現状把握
状況分析 可視化 基 実現性

期待値 踏 目標 計画 設定 実施 運用
管理値 管理標準 作成 可能 管理標準 事
業者 設備単位 管理方法 自 定
基準値 遵守 計測 記録 保守 点検 更新時 処置
盛込 義務 有効 管理標準

設備 運用 用 使用量
最小 抑 保安 確保 操業 安定化

図
　省 法 現状把握 状況分析
電気使用量 計測 記録 義務 対象 全
電気使用量 80％程度 網羅 電力負荷 従来

行 低圧配電系 分岐回路 大型
設備機器単体 対 個別 計測記録 要求

要求 対応 計測機器構成 図 4 示 従来
計測 月単位 使用電力契約 電気料金

見 仕組 構築 有効 取
得
①　系統 負荷 設備単位 使用電力 把握
②　月 日 時間単位 使用電力量 定期 把握 
③ 　定期 収集 作業者負担 増大防止

採取 自動化
図 重要

　 得 計測 広範囲 効果的 活用
普及著 構内 LAN 活用 閲覧

全員参加 改善推進 工場 企業全体 普及
既存 通信

用 見 対応 形態
章 述

　省 支援計測機器 導入運用 際 当然
可能投資額 設備 老朽化状況 時期

省 効果 踏 計画的 構
築 重要 計測 理想 各負荷
自動計測 記録 投資導入可能時

期 変更 伴 変動要因
多々 実行 将来 統合化 姿
描 実態 沿 地道 対応 現実的

（1）現状把握
（電力量などのエネルギーの計測・記録）

＊記録の義務

（2）状況分析
＊全設備の80％程度

を網羅義務

（3）計画
＊中・長期計画の提出義務

（4）実施および運用
（管理値・管理標準による運用）
＊合理化・削減の努力義務

（5）評価，結果確認
（目標と結果確認評価）
＊定期報告義務

基本は，有効なデータ管理に
基づく誰にでも「見える」仕
組み構築が重要

図3　省エネルギー法における活動サイクル

V

A 既設
電力量計

従来，月単位での
電力量把握

① きめ細かい計測
月・日・時間・分単位
での電力量把握

② きめ細かい計測
系統，負荷，設備単位での把握

新設
メータ

新設
メータ

③ データ採取の自動化
通信ネットワーク

新設メータ

図4　省エネルギー支援のための現場機器構成
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初期投資 絞込 観点
限定投資 成果 水平展開

有効 投資 得
分析 化 活用 工夫 効

果 可能

　受配電設備機器のリニューアル

　1970 年代以降 高度成長期下 設置 電力設備
時期 入

第一 目的 摩耗故障期 機器 設備 新品状態
戻 併 過去 実運用 基 課題
改善 合理化 制約条件 踏

時代 新技術 新機能 取込 肝要
図 5 期待 効果 示

　既設設備 対 省 支援機器 導入

設備更新 際 時代
多 事業所 併 取 込 富士電機

受配電 省 支援機器
整備 省 支援機能 加

高圧 低圧 期待 効果 応 狙
機種 機能整備 進 図 6 機

器 一覧 示 機器 計測
電気設備保全機能 複合化 省 活
動 推進支援 加 保全業務 含 保守 省力化 運
転信頼性向上 貢献 通信
汎用 RS-485 標準装備

化 容易

　エネルギー管理システムの現場機器

　 管理 構築

（82）

リニューアルにおける「工事期間，互換性，スペース，
段取り，予算」などの制約を踏まえたうえで，時代の
ニーズ・新技術の取込みを図る。

《目的と期待》

■運転性能・機能の向上　 
■保守の省力化　
■ライフサイクルコスト（LCC）の低減

機能・性能・安全性向上
見える化（省エネルギー，エネルギー管理）　
システム化，自動化
保守の簡素化（安定性能，部品数削減，配線数削減，
　予備品削減） 
運転信頼性向上（予防保全，運用履歴管理）

図5　リニューアル時に期待する効果

遮断器一体形機器（CT内蔵）
新設・リニューアル盤の小型，配線工事削減に最適

既設設備にクランプすることで
容易に計測が可能

計測機能一体形
低圧MCCB/ELCB

100AF
225AF
400AF
600/
800AF

1回路用マルチメータ

配電系統設置形機器（CT外付け）

既設配電盤，分電盤への追加設備が容易 高信頼性受配電設備を提供

ワイドレンジCT一体形
高圧VCB

1回路制御装置監視
マルチメータ

多回路配電監視
マルチメータ

高圧受配電監視
デジタル多機能リレー

FePSUブレーカ

ワイドレンジ内蔵VCB
＋F-MPC55V

15Aから390Aまで
広範囲な過電流保護
設定が可能

New-Auto.V F-MPC04S

分割形CT

F-MPC04（10回路）

F-MPC04P（8回路）

F-MPC04/04P
F-MPC60B
F-MPC50

30A
120A
250A

電力量計
（検定付，課金）

UL認証
CEマーク

図6　高・低圧受配電監視システム機器のラインアップ

回答事業所：75件

高圧
受電

92.0%

（
％
）

0

20

40

60

80

100

高圧
フィーダ

低圧
主幹

69.3%

低圧
フィーダ

出典：日本電機工業会．工場エネルギー管理システムに関する調査報告書．
　　　2004-10.

46.7%

生産
設備

その他

8.0%
18.7%

76.0%

図7　工場における電気エネルギー管理状況
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細 区分 現場計測器 設置 細 頻度 測定
必要
　工場 電気 計測 管理状況 実態調
査例 図 7 示 高圧受配電設備 低圧主幹
回路 配電設備 多 工場 管理対象

分 一方 負荷 生産設
備 計測 管理 一部 工場 実施

低圧 溶接機負荷 含
動力分電盤 計測対象 生産台数

原単位管理 大 省 経済効果
事例 点 今後 使

用状況 生産台数 生産設備 稼動状況 連携把握
使用 合理化 最適化 生産原単

位管理 原価低減活動 進 予想
　図 8 受配電設備 富士電機 省 支援
機器 適用事例 示 高圧受配電盤部 形
多機能 CT Current Transformer 一体形VCB
Vacuum Circuit Breaker New-Auto.V 保護
省 支援 一体化 高信頼性受配電設備 提
供 低圧回路部 低圧監視対象点数
増大 対 設備費用 増加 極力抑 多回
路集合形 1回路形 MCCB Molded-

Case Circuit Breaker ELCB Earth Leakage Circuit 
Breaker 機器一体形 分割形 CT 既

設盤改造 新設 盤対応 目的 用
途 応 経済的 機種選定 可能

低圧 動力分電盤 管理範囲 広
棟 部門 細 区別集計対応 経済的
対応可能
　 機器 基本動作 CPU 用 演算
処理 多機能化 容易

端末 通信機能 電力設備 監視
安定運転 予防保全 高調波計測 電力品質管
理 併 持 機器 一層 付加価値向上 図

　エネルギー管理システム

　 管理 管理点数 規模 用途
応 各種
監視制御 制御

単独運用 行
管理 通信 普

及著 Ethernet
注 1

連携 行
導入 際

部分導入 始 後 更新 設備 拡大 上
位 導入 中規模

大規模 段階的 計画成長
行

（83）

高圧受配電盤

デジタル形多機能リレー
F-MPC50/60B

CT一体形VCB
New-Auto.V

低電圧

1回路形監視ユニット

計測機能付FePSUブレーカ

集合形配電監視ユニット

多回路形電力監視ユニット

低圧配電盤

動力分電盤

図8　受配電設備監視における現場機器の適用事例

システム
メニュー
画面

警報一覧画面：警報一覧・履歴

状態表示画面：機器状態表示と状態値

計測値表示画面：棒グラフ（上下限設定可）

トレンド画面：現在値トレンド，過去値のトレンドも可

電力トレンド画面：15分ごと使用量トレンド/
　　　　　　　　　過去値も可

デマンド監視画面：30分デマンド監視と警報

帳票画面：日報・月報・年報を自動作成

オプション画面：（系統図スケルトン）

設定メニュー画面

解析支援ソフトウェア（MPC-Eco，Eco Analyst）
F-MPC-Netの保存データの分析・管理ソフトウェア

基本設定画面：データ名称，種別などの設定
監視設定画面：表示スケール，上下限設定
合成設定画面：データの合成演算(四則演算)
表計算連携設定画面：表計算ソフトウェア（Excel）

図9　F-MPC-Net パッケージソフトウェアの機能構成

注 1 Ethernet：米国  Xerox Corp.  登録商標
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　 F-MPC-Net 汎用 用
経済的 管理

構築 狙 中 大規模
管理 工場設備 店舗 公

共施設 多数 稼動実績 有 経験
積 重 基 各種用

途 規模 即 提供 行 以下
機能 通信形態

構成例 述
　図 9 F-MPC-Net 機能構成 示
標準 化 導入計画 対

機能 画面 事前確認 容易化
設備導入時 現地調整 時間 大幅
短縮 経済的 管理 短期間 対
応可能
　 収集 Excel

注 2

連携 解析支
援 使用状態 分析管理機能
標準装備 固有 要求 多

日報 月報 帳票
作成 容易 対応可能

　通信形態別 構成例 図 示 現場省
支援機器間 通信 RS-485 統一
RS-485 汎用性 高 経済的 小型化 可能
機器組込 用 最適 汎用
接続 簡単 容易

RS-485 MODBUS RTU
受配電設備

広 世界的 普及 低圧配電設備
流 踏襲

　大規模 広域
電力監視 統合

称 新商品MPC-Web 介 Ethernet
電話回線 接続 行 Ethernet 構内 LAN

通信 事
業所 整備 最 進 各社共通

最 一般的
　 通信形態 実適用 規模 監視点数
取込 種類 通信線敷設 制約事項

形態 選定 部分適用 小規模
構築 後

統合拡張 行

5.1　工場における実施事例（大規模システム）

　計測 対象 広域 電力
水道 流量 圧力 温度 量 多岐

監視点数 多 図

統合 MPC-Web 用
間 Ethernet 電話回線接続

統合 側 保持 制御機能
万一 信頼性 確保

各種 信号対応 盤内設置 環境
対応 実現

5.2　中・小規模監視・スタンドアローンシステム

　中 小規模 現場機器 RS-485 通信
介 直接 接続 経

済的 構成 一般 用
店 個々 中 小規模

統合監視 本部 連携
情報 一元化 水平展開 保守管理 補用部

品 一元管理 統合化 合理化 出

　図 MPC-Web MPC-Web
Ethernet 電話回線接続 小型 経済的

適用 狙 盤内 DIN 取
付 可能 機器 電気室 変電所単位
分散設置 電力監視

適用 可能 長期間 蓄積機能
有 例 1時間 日報 最
大 256 点 40 日間 保存 可能
装置 負担軽減 図 異常検出

緊急時 登録 電子 発信 関連
送信 可能 電気 監視 限 受

配電設備 設備監視 故障原因解
析 今後新 適用方法 含
拡大 図 所存

（84）

注 2 Excel：米国  Microsoft Corp.  登録商標

（1）RS-485 RS-232C/RS-485
コンバータ

RS-485

RS-485

構内LAN

構内LAN

統合コントローラ

MPC-Webユニット（新商品）

クライアントパソコン

モデム

SS無線

RS-485

統合コントローラ

（2）Ethernet

（3）MPC-Web（新商品）

（4）電話回線

（5）SS無線

RS-485

MPC-Webユニット
RS-485

RS-485

RS-485モデム
電話回線

統合コントローラ RS-485

図10　通信形態による電力監視システムの構成例
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　あとがき

　ISO14000 導入 環境活動 拡大 改
正省 法 規制強化 社会的背景
今後 省 機器 商品 拡大 続
推定 一方 工場電気設備管理技術者 意見

交換 1960 1970 年代 設備 更新時期 迎
連携 最新技術 取込 機能向

上 管理 改善 低減 省
含 期待 多 聞

構内配線 敷設後 20 年以上経過 関
電力監視 加 漏 電流 絶縁劣化

監視 傾向診断 要望 多 聞
　 背景 踏 受配電設備機器 監視機器

監視 加 電力 安定供給 基本
信頼性向上 現場監視端末

機能 拡充 通信 連携
図 方向 進 想定 現場機器 通信

介 連携
分析 解析 事故 未然防止 保守 管理

保全 省力化 容易化 受配電設備 保守管理 対
社会的 対応 商品化 一層進 所存

参考文献

（1） 　省 編 省 集2004年版

（2） 　日本電機工業会 工場 管理 関 調

査報告書 2004-10.

（ 85）
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エネルギー管理システム用機器

吉田　　隆 谷　　敏明 高橋　文人

吉田　　隆

電子機器 機器 開
発 従事 現在 富士電機機器制
御株式会社器具事業部技術開発
生産 開発部主任 電子情
報通信学会会員

谷　　敏明

電力監視機器 開発 従事 現在
富士電機機器制御株式会社器具事
業部技術開発 生産 開発
部 電子情報通信学会会員

高橋　文人

監視機器 開発 従事
現在 富士電機機器制御株式会社
器具事業部技術開発 生産

機器開発部主任

　まえがき

　2006 年 4 月 使用 合理化 関 法律
省 法 改正 施行 背景
中 富士電機 低圧配電設備 管理

設備管理 適用 化 可能
多数 機器 化
　 CT Current Transformer VT Voltage Trans-
former 別置形 監視機器 F-MPC
Fuji-Multiple function Protectors and Controllers

商品の
考え方

100AF

①標準MCCB/ELCBと組み合わせフレキシビリティを実現
②RS-485ベースのMPC-Netでシステム構築が容易
③100AF～800AFのワイドレンジ

表面形 埋込形

盤の情報武装

225AF 400AF 600AF/800AF

図１　FePSUブレーカ・ELCBの外観

標準ブレーカ

センサボックス
（別置可）

計測表示ユニット
（分離可）

標準は
オールインワン保護機能（標準MCCB/ELCB）

は独立→高信頼度を確保

計測表示ユニットは
100AFから800AF
まで共通で標準化寸法 開閉

保護

計測

表示

通信

図2　FePSUブレーカの機器構成
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計測 状態 汎用 収集管理 汎
用 管理 F-MPC-Net 好評
得
　一方 管理 普及 多様化 伴
近年 機器 使用 用途 設置 応
最適 機器 提供 求 市場 今回

F-MPC 加 最適 管理
構築 可能 監視機器 開

発 紹介
　 省 法 概要 低圧配電設備
省 動向 本号 別稿 低圧配電

化 省 支援機器 参
照

　センサ（CT，VT）内蔵形エネルギー監視機器

　通常 監視機器 監視機器本体 加
CT VT 設置 必要

設置 必要 工数
配線 発生 課題 持 改

善 望 応
内蔵形 機器 以下 開発

2.1　FePSUブレーカ

　 FePSU Fuji electric Power Surveillance 
Unit 類 CT VT 遮断器 一体化

監視機能付 低圧配電設備 保護監視
保全 省 支援用途 適 標準
計測表示 一体化取付 計測表

示 内蔵 100 800A
AF 系列化 機器 適用条件 用途 応
F-MPC 使 分 最適 機種 選

定 可能 新設設備 計測 保護 行 遮断器
適用 FePSU 適
　FePSU 外観 図 1 機器構成 図 2 示
主 特長 以下
（1）　 過電流検出部 計測用 CT 独
立 高 保護信頼性 確保

（2）　計測項目 電流 電圧 電力 電力量 高調波  
力率 漏 電流 ZCT Zero-phase-sequence 
Current Transformer 付 MCCB Molded-Case Cir-
cuit Breaker 組合 時 備 全計測項
目 F-MPC 同 RS-485 送信
同一 管理 内 F-MPC
併用 可能 電力量 出力機能

標準装備
（3）　 内蔵 省施工 省

3CT

2VT
V

DA

RS-485伝送ライン

Wh W cosφ var W A

V

図3　FePSUブレーカの計測機能構成

6

R

制御電源
（AC/DC85
～264V）

FePSU計測・表示ユニット 計測負荷へ

MCCB

FePSUセンサボックス

＋24V0V

電力量パルスカウンタ
警報出力1
警報出力2

DC24V回路

S
T

5
4
3

7
8
9
10

11
12
13
14
15

2
1

図4　FePSUブレーカの概略回路構成

表1　FePSUブレーカの主な仕様

区　分 項　目 内　容

組合せ
MCCB/
ELCB

三相３線，単相３線，単相２線

AC/DC　100～240V（85～264V）

－10～+40℃　平均35℃以下

±1.5％FS（現在値，デマンド値）

±1.5％FS（現在値，デマンド値）

±1.5％FS（現在値，デマンド値）

±2％（積算値）

±2.5％FS（３次～19次現在値，デマンド値）

±5％（現在値）

±2.5％FS（  0,   0b現在値，デマンド値）

±3％FS（現在値）

±3％（積算値）

PSU
一般仕様

PSU
計測機能

保守機能，
保全機能

通信機能

種　　　　別

相 線 式

制 御 電 源

使用周囲温度

負 荷 電 流

線 間 電 圧

有 効 電 力

有効電力量

高調波電流

力 率

漏 れ 電 流

無 効 電 力

無効電力量

警 報

事 故 原 因

出 力

標 準 装 備

配線用遮断器，ZCT付配線用遮断器，
漏電遮断器

100AF，225AF，400AF，600AF，
800AFフ  レ  ー  ム

過負荷，過電流，短絡，漏電（表示，通信）

トランジスタオープンコレクタ：２点

Whパルス，RS-485（最大31台/系統）

I I

プレアラーム：電流，漏電
アラーム：電力，漏電
トリップ：過電流，漏電



エネルギー管理システム用機器富士時報　

特
集
2

（4）　表示部 両方向 90°回転 装着
横方向取付 場合 正視

延長 使用 表示部 分離
表面 取 付

（5）　 動作時 計測表示 部 事故原因
過負荷 過電流 短絡 漏電 別表示 行

履歴 不揮発性 保存
事故後 解析 利用

　FePSU 計測機能構成 図 3 概略回路構成
図 4 主 仕様 表１ 示

2.2　OCR機能付 FePSUブレーカ

　低圧配電設備 定格 工事日程 最終段階
決定 珍 場合
設置後 負荷増設時 定格電流 可調整式

便利 FePSU 計測表
示 部 前述機能 加 長限時 短限時特性 備
電子式OCR Overcurrent Relay 機能 内蔵化
系列化 標準 100 800AF

組合 計測表示 計測
最大定格 50 100％ 100AF 15 100％ 範囲
電子式OCR 定格電流 調整

標準 電子式OCR

後備保護 機能
　 ZCT付 組 合 漏
電警報 漏電遮断 選択 ELR Earth 
Leakage Relay 機能 例 半
導体製造設備 即時 漏電遮断 影響 大 設備
漏電警報機能 選択 設備 運転 継続

可能 遮断 優先 回路 漏電遮
断 回路 状況 応 適切 保護機能 選択使
用
　OCR ELR 機能 動作 場合 遮断直前
流 事故電流 表示 事故後 原因究明
有効
　OCR機能付 FePSU 過電流動作特性 図 5

電子式OCR 特性 表 2 漏電警報 漏電遮断特性 表 3

示

2.3　電子式電力量計「JFシリーズ」

　寮 集合住宅 電力課金
親 電力会社 包括取引 子 分
岐 個別課金 方式 一般的 行

場合 建物 受電部分 主配電盤 電力量計盤
別物 製作 設置

面 難 JF 課題解決
適  

　JF 富士電機 分電盤用 α

主要外形寸法 端子寸法 統一 JIS 協
約寸法 電力量計 取付 大幅 削減

分電盤 分岐回路 電力量 計量
最適 検定付 用意

盤 課金用途 適用

（88）

動
作
時
間
（
s）

電流

MCCB/ELCB
フレーム定格
固定特性

定格可変

長限時特性

（可調整）
I n I e 約10 I e

0.2

0.02

短限時特性 8 I n

図5　FePSUブレーカ組合せ動作特性

表2　電子式OCRの特性

項　目 100AF

I

I

I

t K Ki i

e
e
e

短限時動作値

短限時動作時間

15，20，30，40，50，
60，75，100

225AF

75，100，125，150，
175，200，225

400AF

200，225，250，
300，350，400   

600AF

300，350，400，
500，600

800AF

400，450，500，
600，700，800  

過
負
荷
・
過
電
流
動
作
特
性

定格電流可調整値　n（A）

長限時動作値誤差（%）

長限時動作特性
（動作時間）

　n（A）×（800±10%）　

0.2s以下

　n（A） ×（115±　%）
① 定格電流設定がフレーム電流の50%以上では，　=5%（110%不動作，120%動作）  
② 定格電流設定がフレーム電流の50%未満では，　=10%（105%不動作，125%動作）

　＝　/（　2-1）　　=210/525　（超反限時特性）　は定格電流に対する倍率　         
定格電流の600%で6s（デフォルト）/15sの設定可能。なお，最小動作時間0.2s以上

表3　漏電警報・漏電遮断特性

項　目

感度電流値

整定値 特　性

動作時間
（時延形）

慣性不動作時間

動作（出力）選択

0.3，0.5，0.8，
1.0，2.0s

ー

トリップ・警報

整定値の70～80%
（整定値1.0s以上）
整定値の75%±50ms
（整定値0.8s以下）

（動作時間/2）印加時不動作

ー

Lock，100，200，
500mA 整定値の70～80%
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　JF 外観 図 6 示
　単独計器 単相 2 線式 100V 200V 単相 3
線式 100V 三相 3 線式 200V 変成器付計
器 変成器 組 合 使用 計器 単相 2線
式 100V 200V － /110V 単相 3 線式 100V 三
相 3線式 200V － /110V 系列化
　主 特長 次
（1）　α 主要外形寸法 端子寸法

統一 JIS 協約寸法 従来品 比較 取付
大幅 削減 α 組合 取

付 例 図 7 示
（2）　定格電流 30A 120A 250A品 用意
　変成器 CT VT 250A 適用
（3）　 液晶 採用 高 視認性
　取付 方向 応 表示方向 変更 可能
　表示方向 変更例 図 8 示
（4）　通信機能 電力量 出力付
RS-485 電力量 電圧 電流 電力 力率

送信機能付 2種類 用意

管理 組込 容易

　エネルギー監視用ネットワーク機器
 
3.1　MPC-Webユニット
　 監視機器 現場設置機器 接続

耐 性 観
点 RS-485 通信方式 用 一般的

用 管理
取 込

使 RS-485 ↔ RS-232C 変換 方法 用
現在 Ethernet 使用 基幹系

著 発達 管理
情報 取 込 Ethernet

注

用 最 容易 安価 利用上 利

（89）

ブレーカタイプの電力量計でαツインブレーカと一体型で使用可能→電力量計盤の小型化，コストダウン
① ブレーカと組み合わせ最適（幅・深さ・端子ピッチ），② 250AもCT内蔵タイプ（検定更新時期10年）

定格

相線式

対応αツインブレーカ

外観

寸法＊：ブレーカと同一 W75mm（＊）×H100mm×D60mm W105mm（＊）×H120mm×D60mm（＊）

○

○

○

○

○

○

○

○

○

検定
検定付（課金用）

検定なし

出力 パルス

100V/200V，－/110V 30A，120A（CT内蔵） 250A（CT内蔵）

単相3線，三相3線

EA203C/225A

－/5A（CT外付）

単相2線，単相3線，三相3線

400AF，600AF/800AF

単相2線，単相3線，三相3線

EA103C/100A

LCD表示方向　正面・左・右
ワンタッチ変換OK

図6　JFシリーズの外観

取付けスペース 従来の30％以下

従来品 JFシリーズ

図7　JFシリーズの特長

MCCB/ELCBとの組合せが容易

スイッチによるワンタッチ変更

図8　ブレーカと一体形の適用例



エネルギー管理システム用機器富士時報　

特
集
2

便性 高 市場動向 RS-485
Ethernet 変換 接続

管理 構築 容易 機
器 MPC-Web 開発

通信方式 変換 加 管理 蓄積
機能 機能 有 特 中小規模

監視用途 有効
　MPC-Web 主 特長 次
（1）　Web 機能
　 監視画面 各種設定Web 画面 装備 小
規模 管理 Web
最小構成 電力量 電流 電圧 力率 無効電力 監
視 可能
（2）　Ethernet 通信機能
　RS-485 Ethernet 変換 監視

通信 上位管理
F-MPC-Net PF-Eye 組合 中規模

管理 適用可能
（3）　 蓄積機能
　 監視 内部 蓄積 CSV
Comma Separated Value 形式 上位
出力

（4）　 形状
　W100 × H70 × D56 mm 標準分電盤 取付
可能 DIN 対応
　主 機能仕様 表 4 示

3.2　エネルギー管理システム

　MPC-Web 用 中規模 管理
構成例 図 9 示 場合 上位機器

機能 持 MPC-Web
RS-485 Ethernet 接続 機器
機能 監視用途 場合 MPC-

Web 用 一定単位 監視機
器 統括 容易 管理 構築

複数設備機器 連携制御 必要
場合 PLC 用

一方 小規模 管理
専用 必要 上位監視

持 設備投資上 問題 困難
場合 図 9 上位監視 除 構

成 MPC-Web 機器 機能
専用

必要 Web MPC-

Web 以下 配置 監視機器 計
測 Web 画面 見
　他設備 連携制御 必要 小規模工場

管理用途 設備導入費用 点 MPC-Web
最適 展開 各種店舗
管理 導入 進展 分野
MPC-Web 最適

　あとがき

　工場 管理 導入 約 9％
一部導入 約 35％ 加 全体 44％程度

管理 未導入 要因
管理 導入 適合 機器

複雑 設備導入費用 問題 場合 導入
効果 分 挙
　今後 監視機器 機種整備 系列 充実拡
大 進 管理 普及 図
省 受配電設備管理 効率化 貢献

所存

参考文献

（1） 　日本電機工業会 第 3回重電 省 関連

施策講演会 2006.

（ 90）

表4　機能仕様

項　目 機　能 仕様・補足

Ethernet-RS-485通信
変換機能

蓄積媒体

通　

信

デ
ー
タ
蓄
積

Ethernet
10/100
base-T
（オートネ
　ゴシエー
　ション）

Webサーバ

時　計 定時蓄積の時計機能

電力監視画面
IPアドレスなどの各種設定

月誤差±1分／月以内
リチウム電池バックアップ
（総停電時間１年）

最大31台
（F-MPCシリーズ・FePSU）

蓄積データをCSVファイル
形式で送信

フラッシュROM

内蔵時計を自動的に
指定パソコンと同期

モデムを使った
ダイヤルアップ通信

１時間周期の指定計測値
（960時間分）

１日周期の指定計測値
（400日分）

FTPサーバ

ゲートウェイ (TCP)

時刻合わせ (SNTP)

F-MPC-Net

PPP

最大256点

40日間の時間電力量

13か月間の日間電力量

内蔵不揮発性メモリ

RS-485

RS-232C

データ点数

日　報

月　報

上位監視用サーバ

PF-Eyeまたは
F-MPC-Net

Ethernet

クライアント
パソコン

クライアント
パソコン

MPC-Web
ユニット

分電盤

F-MPC04P

FePSU

RS-485
通信

MPC-Web
ユニット

配電盤

F-MPC04

F-MPC
04S

RS-485
通信

図9　中規模エネルギー管理システムの構成例
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交通・特機分野における最新技術と取組み

田中　滋夫

富士時報 - （ ）

2005 年 2 月 京都議定書 発効 至 国際法 効力
持 鉄道 最 効率 高 経済的 環
境 優 大量輸送機関 発展 続 考
今後 小型軽量 省 省 加 車内静粛
性 高齢化対応 快適性 求 道路
分野 環境基準 達成 向 二酸化窒素濃度 軽減技術 求

分野 総括 富士電機 今後
新 取組 新技術 挑戦 貢献

N700系新幹線車両用主回路システム

井上　亮二 坂本　　守 神田　　淳
富士時報 - （ ）

新幹線車両用主回路 東海道新幹線 1964 年開業以
来 安全性 信頼性 経済性 対 要求 後 高速化 省

化 環境問題 対応 時代 要請 応 技
術革新 実現 技術進歩 主電動機 制御 変換
器 主回路用 高耐圧 大容量化

高性能 高速化 技術 目
覚 進歩 負 大 新幹線車両用主回路
技術変遷 現状 最新新幹線車両 N700 系 主回路

電気品 今後 技術動向 紹介

在来線車両用補助電源装置

大庭　政利 青柳　嘉木 阿部　　康

富士時報 - （ ）

富士電機 在来線車両用補助電源装置 高度化 要求
対応 開発 三相個別瞬時制御 高機能 制
御装置 適用 付加価値 高 製品 製作 現在主流

3.3 kV 高耐圧 IGBT 素子発生損失 大
周波数 高 小
型軽量化 騒音 低減 限界 課題 克服

高付加価値化 図 IGBT 多数個直列接続技術 開発
紹介

リニアモーターカー「リニモ」の磁気浮上システム

岩谷　　満 尾崎　　覚 田村　浩明

富士時報 - （ ）

2005 年日本国際博覧会 愛知万博 主要 日
本 初 実用化 常電導磁気浮上鉄道 磁気浮上

開発 納入 本質的 不安定 制御系 吸引式
磁気浮上系 対 最新 制御技術 駆使 安定 浮上
特性 実現 生命 浮上系 信頼性
確保 対策 実施

リニアモータ式側引戸用戸閉装置

梅澤 幸太郎 辻村　　勲 高橋　　弘

富士時報 - （ ）

車両 側引戸用戸閉装置 乗
客 直接接 装置 一 一 独立

数 多 安全性 信頼性 機能性
高 省 求 富
士電機 直線動作 側引戸 直線動作 適用 戸
閉装置 開発 製品化 東日本旅客鉄道株式会社
市交通局向 納入 本稿 装置 開発 経緯

概要 紹介

最近の電気鉄道地上設備用パワーエレクトロニクス装置

山本　光俊 大宮司　充 鈴木　明夫

富士時報 - （ ）

電気鉄道 電鉄 地上設備 応用製品
適用 拡大 不平衡負荷 補償 目的 新幹線電鉄
変電所用自励式無効電力補償装置 自励式 SVC

直流変電所 採用 PWM変換装置 取 上
適用 目的 技術内容 詳細 現地測定 効果
紹介 電鉄地上分野 技術
適用 変電 小型化 高機能化 高性能化
加速 考

環境対応・省保守・小型化を追求した最新の直流変電設備

粟飯原 一雄 小林　正明 野尻　　尚

富士時報 - （ ）

富士電機 地球環境保護 加 鉄道用電力設備 必須要
件 低減 省保守 小型軽量 実現
目指 各種製品 開発 本稿 直流
電変電設備 採用 最新鋭製品 24 kV
絶縁 純水沸騰冷却式 整流器 電力回生

100 kA 直流高速度真空遮断器 回線単位形主制御
用配電盤 紹介

列車無線高度化システム

新井　　隆 永井　義久

富士時報 - （ ）

列車無線 列車運行 管理 指令所 列車乗務員
間 結 保安通信設備 従来 音声通話 行
指令業務効率 改善 乗客向 案内 拡充 顧客

対応 伝送 主 高機能化技術 検討
本稿 列車 移動体 対 通信環境 列車無線

機能 高度化 実現 技術 中央 車載無線設備 概要
紹介

富士時報論文抄録
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交流電界による電気集じん装置の高性能化

安本　浩二 瑞慶覧 章朝 河野　良宏

富士時報 - （ ）

電気集 装置 長年 課題 再飛散現象 抑制 交流
電界形電気集 装置 開発 成功 交流電界 微粒子
集 率向上 高電圧発生装置 開発 報告
自動車排出 粒子 電気集 装置 集 場合 再飛散
現象 集 率 低下 矩形 波交流電圧 印加

微粒子 直流形 同等 集 率 大
粒径粒子 再飛散 抑制 集 率 長時間維持
可能 矩形波交流電源 高電圧発生装置 開発

製品化 今後生体系 影響 懸念 粒子 集
率 評価

特機分野におけるパルスチューブ冷凍機の適用

竹内　孝行 松下　智行 大嶋　恵司

富士時報 - （ ）

富士電機 約 30 年前 冷凍機 製品化 進
赤外線暗視装置用 完成 実績 継続的 開
発 地球観測用人工衛星 搭載 赤外線 冷却用

高 評価 得 2005 年 6 月 5 万時間 高信頼
性 有 冷凍機 販売 開始 製品 紹
介 用途 通信設備 半導体製造装置

冷却 適用 衛星搭載 環境仕様 厳
特機分野 適用 際 特徴 紹介

低圧遮断器の動向と富士電機の対応

内田　直司 小塙 明比古

富士時報 - （ ）

世界貿易機関 WTO TBT Technical Barriers of Trade
協定 受入 低圧電気設備 IEC 規格 整合化 急速
進行 一方 地球温暖化防止 関 京都議定書 発

効 二酸化炭素 削減 目的 省 法 適用
拡大 図 低圧遮断器 状況 変化 受
新 動向 添 製品化 例 規格対応 遮断

器 過電流保護 安全性 向上 小型 電
力計測機能付 製品化 本稿 低圧遮断
器 取 巻 動向 分析 富士電機 対応 述

新グローバルMCCB/ELCB「G-Twin」シリーズ

久保山　勝典 小塙 明比古

富士時報 - （ ）

低圧電気設備 主要 部材 配線用遮断器 MCCB 漏
電遮断器 ELCB 顧客 化 国内
電気設備 IEC 規格 取入 流 受 IEC 規格 整
合 新 JIS 発行 富士電機 流 分析
結果 市場 実現 次世代 低圧遮断器 新

MCCB/ELCB 必要 結論 出 要素技術
開発 進 本稿 全世界 規格 適合 新
MCCB/ELCB G-Twin 特長 仕様 概要 開発技術

紹介

新グローバルMCCB/ELCBの要素技術開発

中野　雅祥 恩地　俊行 杉山　修一

富士時報 - （ ）

新 MCCB/ELCB IEC JIS UL GB 世
界 主要 規格 規定 性能 1機種 満足
基本 開発 行 本稿 開発 適用

流制御 細 構造 最適化 高遮断性能 電源
回路 小型化 1相欠相時 漏電保護動
作 短絡電流遮断時 圧力上昇 考慮 筐体 高
強度化 関 要素技術 紹介

新グローバルMCCB/ELCBの環境対応技術

潮崎　克郎

富士時報 - （ ）

RoHS 指令 特定有害物質使用禁止指令 2003 年 2 月 13 日
発効 RoHS 指令 EU域外 影響 及 中国

韓国 同様 規制 制定 動 日本 電
気 電子機器 特定 化学物質 含有表示方法 制定 新

MCCB/ELCB 内外 環境規制 十分配慮
開発 本稿 新 MCCB/ELCB 開

発 開発 支 材料面 幾 環境対
応技術 紹介 環境対応技術 維持 受入

出荷 管理体制 紹介

新グローバル電動機制御方式

永廣　　勇

富士時報 - （ ）

IEC60947 JIS C 8201 整合 発端 電動機制
御分野 仕様 要求 強

本稿 富士電機独自 遮断技術 応用
省 化 高遮断化 2 短絡保護協調

達成 MMS
代表 新 電動機制御機器 規

格 動向 交 紹介

低圧配電システムのネットワーク化と省エネルギー支援機器

鹿野　俊介 高島　敏和 大石　晴信

富士時報 - （ ）

ISO14000 環境 導入企業
環境活動 拡大 改正省 法 規制強化
省 支援機器 導入 急速 拡大
省 支援 化 低圧

配電設備 適用 進 本稿 省
法対応 踏 省 支援機器 省

機器 動向 省 監視 普及
著 低圧配電設備 内容 紹介 今
後 低圧配電設備 適用動向 述
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エネルギー管理システム用機器 

吉田　　隆 谷　　敏明 高橋　文人

富士時報 - （ ）

最適 機器選択 管理 構築
遮断器一体形 電力監視機器 開発 FePSU
主 新設設備用途 最適 機器 電子式電力量計 JF

盤 課金用途 分電盤 最適 機器
F-MPC FePSU Ethernet 接続

機器 MPC-Web 開発
機器 紹介
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お問合せ先：富士電機機器制御株式会社 器具事業部 事業企画部 電話（03）5847-8060，営業技術部 電話（048）547-1143
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